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出会いからイノベーションを生み出す



企業理念企業理念

出会いからイノベーションを生み出す ビジネスインフラになるMission Vision Values

Premise

いつの時代も、世界を動かしてきたのは出会いです。

人と人、企業と企業、その出会いの連鎖が社会を前進させます。

私たちは出会いが持つ可能性を再発見し、

未来につなげることでビジネスを変えていきます。

イノベーションにつながる新しい出会いを生み出す。

出会いの力でビジネスの課題にイノベーションを起こす。

そして、ビジネスの出会い、そのもののあり方を変えていきます。

水を通す道、電気やガス、インターネットを通す道。

誰もが利用するさまざまな道が、生活のインフラとして人々を支えています。

私たちはビジネスという世界において、

誰も考えつかなかったような新たな道になろうとしています。

これまで行けなかった場所。見たこともない景色。それを現実のものにする。

ビジネスの中で誰もが毎日のように通るその道は、

人と人、企業と企業をつなぎ、イノベーションを生み出していくのです。

仕事に向き合い、情熱を注ぐ

Lead the customer

体験を想像する

意思と意図をもって判断する

最速を目指す

強みを活かし、結集する

感謝と感激を大切にする

変化を恐れず、挑戦していく

セキュリティと利便性を両立させる
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将来の見通しに関する注意事項

情報開示の体系

国際統合報告フレームワーク
GRIスタンダード

TCFD提言 SASBスタンダード
SDG Compass

価値協創ガイダンス
WICIリソース

参考にしたガイドライン

IRサイトはこちらをご参照ください
https://ir.corp-sansan.com/ja/ir.html

サステナビリティサイトはこちらをご参照ください
https://jp.corp-sansan.com/sustainability/

編集方針

統合報告書2024のポイント

　統合報告書2024では、当社グループが目
指す将来像をより具体的にお伝えすることが
できるよう、中長期の時間軸を意識した上
で、定量面、定性面ともに開示内容の強化
を図りました。また、サステナビリティに対
する取り組みが企業価値の向上や事業成長
にどのように結び付いているのか、分かりや
すい説明に努めました。さらには、これまで
は会社の文化や風土をお伝えする目的で取
締役メッセージを充実させてきましたが、今

回は、より多くの従業員の生の声を追加する
ことで、臨場感のある説明となるよう工夫し
ました。
　また、表紙は、新しいフェーズに入った当
社が現在見ている景色や取り組んでいるこ
とを描いています。ビジョン達成までの道
に見立て、パーパスに対する議論やサービ
スの進化、企業カルチャーに向き合う従業
員等を表現しています。

これまでの統合報告書

初めて発行した本書では、会社概
要や事業内容、戦略、経営基盤と
いった基本事項を簡潔に説明する
ことに努めました。

統合報告書2020

3年目の本書では、価値創造ス
トーリーをより分かりやすくお伝え
するために、社内外のメッセージ
を中心に生の声の掲載を強化しま
した。

統合報告書2022
4年目の本書では、価値創造の営
みを深くご理解いただけるよう、
重要課題（マテリアリティ）を軸
に、各種情報を長期・中期・短期
のタイムラインで構成しました。

統合報告書2023

2年目となった本書では、サステナ
ビリティ方針やESG関連の取り組
みといった、非財務情報の掲載を
強化しました。

統合報告書2021

報告対象期間 2024年5月期（2023年6月1日～2024年5月31日） 対象組織 Sansan株式会社及びグループ会社

　本書には、将来に関する前提や見通し、計画に基づ
く予想が含まれている場合がありますが、これらの将来
に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合
理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社
として、その達成を約束するものではありません。当該
予想と実際の業績の間には、経済状況の変化や顧客の
ニーズ及びユーザーの嗜好の変化、他社との競合、法
規制の変更等、今後のさまざまな要因によって、大きく

差異が発生する可能性があります。したがって、将来、
実際に公表される業績等はこれらの種々の要素によっ
て変動する可能性があり、当社は本書の情報を使用さ
れたことにより生じるいかなる損害についても責任を負
うものではありません。なお、当社は、新たな情報や
将来の事象により、本書に掲載された将来の見通しを
修正して公表する義務を負うものでもありません。

情報の統合性／ストーリー性

情報の網羅性

非
財
務
情
報

財
務
情
報

IRサイト サステナビリティサイト

コーポレートガバナンス
報告書

有価証券報告書

統合報告書
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我々にしか創造できない価値を積み重ね、

新たなステージで力強い成長を重ねていく

寺田  親弘
代表取締役社長／CEO／CPO

CEOメッセージ

世界を変える
新しい価値を
生み出し続ける
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　2024年5月期は売上高、調整後営業利益[1] ともに好調に推移
しました。当社で最重要視している経営指標は売上高の成長率
ですが、2024年5月期は、売上高が期初に公表した業績予想の
レンジ（前期同期比28％～32％増）の上限を上回り、前年同期
比32.8％増の338億円と成長が加速しました。調整後営業利益
も前年同期比81.5％増の17億円と、当初想定していたレンジの
中央値を上回る水準を達成しました。
　Sansanは、ポストコロナで成長率を再加速していくために、
人材採用をしながら営業体制の強化を図りました。この2年間で
見て、Sansanの営業生産性[2] は約13％改善し、契約件数も非
常に力強い伸びを達成しており、堅調な売上成長につなげるこ
とができています。
　Bill Oneは、ARR[3] が期初目標としていた70億円以上を上回
り、76億円超となる等、引き続き高成長を示しました。インボイ
ス制度が施行され、外部環境に起因した受注はなくなったもの
の、｢月次決算を加速する｣経理DXサービスとしての本質的な
価値を訴求し、しっかりと売上高の高成長を継続しました。
　Eightは、2023年5月期に四半期ベースでの黒字化を達成
し、2024年5月期は通期での黒字化を成し遂げることをテーマ
として進めてきました。好調なBtoBサービスでは、契約件数の
増加に加えて価格改定も後押ししたほか、BtoCサービスも堅調

　2023年5月に、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位
置付けが5類に移行され、この1年は真の意味でポストコロナの
事業環境でした。ちょうど2年前、私は『統合報告書2022』で
人と人との対面での出会いがなくなった2022年5月期を振り返
り、このコロナ禍を当社グループが大きくギアチェンジして成長
機会にしていくことが自身の責務であり、後から振り返った時に
コロナ禍の取り組みが大きなターニングポイントになるだろうと
申し上げました。そして、Sansan、Bill One、Eightの刷新を
進め、2023年5月期には、組織をコロナ禍前の事業部制に戻
し、一段高い成長ステージに突き抜けるために、各事業の売上
の最大化を図るべく取り組みを進めてきました。
　この1年の事業環境を振り返ると、経済全体がコロナ禍から
回復する中で、Sansanにとっては名刺利用が戻ってきたという
大きな事業変化がありましたし、それはEightにとっても同様で
した。また、2023年10月のインボイス制度開始に向けて、強い
追い風が吹いていたBill Oneに関しては、それに伴う駆け込み
需要がなくなるところも含め、大きな環境変化を経験した1年で
した。
　また、コロナ禍の中で、例えば、会議から飲み会に至るま
で、オンラインを活用したさまざまな試みを多くのビジネスパー
ソンが経験してきたことで、オンラインとオフラインの使い分け
に関するリテラシーが圧倒的に高まったと感じています。企業
のDXに対する意欲や積極性は、コロナ禍の中での向き合い方
に比べると、より本質的なものに変化してきており、｢出会いか
らイノベーションを生み出す｣ことをミッションに掲げる当社にお
いても、お客様のビジネス現場におけるDXを、当社がいかに
リードしていけるか、その本質的な価値に向き合ってきました。

に推移し、増収となりました。また、収益性に焦点を当てた事
業運営に移行したことで、サービス開始以来、初めて通期での
黒字化を実現し、目標を達成しました。Eightの次のターゲット
は、売上成長を継続しつつ、本社経費等を配賦したベースでの
利益で黒字化を達成することです。
　また、海外事業については、まだ十分に事業の状況等を説明
していくだけの規模にはなっていませんが、フィリピンのセブに
グローバル開発センターを開設し、エンジニアの採用を進めた
り、タイのバンコクに営業・販売拠点を開設し、販売を強化した
りしており、少しずつ、新規の顧客も増えてきています。
　Eightが黒字化し、Bill Oneが新たな事業の柱として力強い
成長を見せる中で、今後の中長期を見据え、それに続く次なる
成長ドライバーをどのように作っていくかも大きな課題です。ク
リエイティブサーベイ等のグループ会社も含め、既に複数の新
規サービスはありますが、これらを本当に成長軌道に乗せられ
るかどうかという目線で向き合っていく必要があります。
Sansan、Bill Oneに続く第3の柱として育成できると判断すれ
ば、経営リソースを積極的に投下していきますが、今は、そうし
た投資モードに入れるよう、育てていく段階との認識です。
[1] 営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費）
[2] フィールドセールス1人当たりの受注金額
[3] ARR（Annual Recurring Revenue）：年間固定収入

2024年5月期の振り返り2024年5月期の事業環境

環境の変化を機会として捉え、
事業基盤を強固なものに

CEOメッセージ
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サービスの本質的な価値に向き合い、
力強く成長を加速していく

 [1] サービスの解約で減少した収入に対して、既存契約における収入増加が上回った状態のこと

プセルにも注力することで、引き続き事業成長の最大化を図っ
ていきます。
　Bill Oneはさらなる事業成長に向けて、引き続き営業体制を
強化しながら、新たな機能を追加することで、事業領域の拡大
にも取り組みます。2020年5月にBill Oneのサービスを提供開
始して以降、請求書の受領機能を中心に成長してきましたが、
2022年2月には請求書発行機能を搭載し、2023年6月には法人
向けクレジットカードを発行して、FinTech領域にも参入しまし
た。2024年6月からは、Bill Oneビジネスカードを用いた経費
精算機能｢Bill One経費｣の提供も開始しており、さらに、
2024年9月には、請求書発行から入金消込までを一気通貫で

　Sansanは、サービスの強化や営業生産性の向上を進めると
同時に、2024年5月期は、営業体制の強化に向けた人材採用
を進めてきました。フィールドセールスの人員数を約29％増員
し、新たに採用した人員の戦力化も進展しつつあります。新規
顧客の獲得に加え、既存顧客に対するアップセルも順調に進
み、引き続き安定的にネガティブチャーン[1] を実現しています。
Sansanはコロナ禍を経て、再び事業成長が加速していますが、
多くの企業で利用者数はまだ限定的です。現時点でのSansan

の利用者数は、日本国内の全労働人口を分母にするとわずか
4％程度に過ぎません。日本国内だけでも数十倍の開拓余地が
存在しており、新規顧客開拓と同時に、既存顧客におけるアッ

完結する入金消込機能の提供も始めています。既にBill One経
費の営業活動の中で、｢立替経費をなくし、月次決算を加速す
る｣というコンセプトには大いに共感していただいており、一定
の手応えを感じるほどの好感触を得ています。2024年5月期末
で、Bill Oneは2,800件超の有料契約を獲得し、Bill Oneに接
点をもつインボイスネットワーク参画企業数は約18万2,000社
となりました。しかし、日本国内には約200万社の企業があり
ます。全体の母数に比べると、急拡大を遂げているBill Oneの
ネットワークはまだ小規模であり、Sansan同様に、現在の数十
倍とも言えるほどの大きなターゲット市場を前に、十分な成長余
力が残されています。

Sansan、Bill Oneの成長戦略

CEOメッセージ
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いう新しいアングルのソリューションを作れないか｣｢Bill Oneで
こうした課題を解決できるソリューションが生み出せないか｣
と、1つひとつ、イノベーティブな挑戦を続けています。イノベー
ションを生み出すのはプロダクトです。私自身が、CPO（Chief 

Product Officer）も兼務する形で、どういうサービスを生み出
していくのかということに深くコミットして進めているからこそ、
中期的な見通し数値にも自信がもてています。
　まずは、2025年5月期の業績見通しとして示した数値に対し
ても、上振れを狙う意気込みで、しっかりと実績を出していきま
す。そして、その実績数値を基に、次年度の見通しを策定する
時に、今回の財務方針で示した数値よりも強気の見通しが出せ
るよう、サービスを仕掛けていきます。2025年5月期は、私たち
が｢Model 4｣と呼んでいるBill Oneの機能拡充と、現在仕掛か
り中のSansanの新規ソリューションを通じて、サービスの強
化、イノベーションの創出をしっかり実現していきます。

　当社はこれまで、中期的な売上高見通しに関しては、20％中
盤以上の成長率継続を掲げてきましたが、2025年5月期の期初
に、3年後の2027年5月期までの中期財務方針として、3年間の
売上高CAGR（年平均成長率）22％～27％、2027年5月期の調
整後営業利益率18％～23％の見通しを公表しました。当社とし
て、この水準は達成できるという目線で策定し、公表に至って
いますが、同時に、この財務方針が、当社の事業成長や投資
等、経営として本質的に進めていくことを妨げる要因になっては
いけないとも考えています。
　公表した内容については、資本市場の皆さまにはポジティブ
に受け止めていただいており、3年後の事業ポートフォリオのイ
メージ等についてもご質問を受けます。ただ私は、Sansan、
Bill One、Eight等、個々の事業を積み上げて中期的な数値をイ
メージしているというよりも、私たちの経営リソースを、その都
度、最も生産性の高いサービスに振り向けていくことで達成で
きる数値という捉え方をしています。これは、コロナ禍で
Sansanの販売に苦戦し生産性が低下した際に、営業リソース
の最適化を図るべく、機動的にBill Oneに寄せていくことで成
長を果たせたことも、1つの経験値となっています。中期財務方
針の公表に当たっては、IR活動の強化を通じて、資本市場の皆
さまとのコミュニケーションの機会を増やしてきた中で、こうし
た当社の成長力に関するシミュレーションについて、当社からあ
る程度、前提となるガイダンスを示す方が良いと判断しました。
　2027年5月期の見通し数値については、私たちがこれまで
行ってきた営みが継続できる限りにおいては、むしろ上振れも
期待できるほどの自信があります。その営みとは、一言で言えば
｢イノベーション｣を生み出すことです。当社の矜持は、私たちに
しかできない付加価値を社会に提案し、それをビジネスに変え
てきていることです。今この瞬間にも、私たちは｢Sansanでこう

　CEOがCPOを兼務しているからこそ出せる質感もある一方
で、CPOとしての職務がフルタイムでないがゆえのマイナス面も
あり、歯がゆいところです。イノベーションはプロダクトから起き
るものであり、しかるべきCPOを育成していくことは、サクセッ
ションを考える目線でも重要と認識しています。
　しかし、CPOとしては、Bill Oneの｢Model 4｣にたどり着い
たことに加え、ここ最近は、自分のもてる時間の全てを振り向
けたいくらいの気持ちで、｢デジタル名刺｣に再度向き合ってき
ました。現状、SansanユーザーやEightユーザー同士であれば
デジタル名刺交換は可能です。ただ、まだ世の中のスタンダー
ドにまではなりきれていません。名刺交換をする前に｢名刺を
使っていますか？｣という会話は不要ですが、デジタル名刺交換
をするためには｢SansanやEightを使っていますか？｣という会
話が現状は必要だからです。これでは流行りません。私が今、
CPOとして最も高い優先度で進めているのは、この｢デジタル
名刺｣を、Sansan、Eightを使っていない層でもスムーズに受
け取れる体験の創出です。当社ユーザーが紙の名刺に代わる
｢準名刺｣としてデジタル名刺を相手に渡せる。その体験価値を
磨き、企業がデジタル名刺を促進する理由を整理できた時に、
そろそろ山を動かせるのではないか、と考えています。
　当社は紙の名刺をデータ化してきましたが、見方を変えれ
ば、初めはデータだった情報をわざわざ紙に印刷したものを再
度データに戻している、と言えます。紙の名刺は確かに便利で
す。私たちにとってはビジネスの前提でもあります。コロナ禍が
明けて、紙の名刺が戻ってきたことで、事業環境も復調してい
ます。それでも、名刺の完全デジタル化をやり遂げたいと思って
います。紙の名刺は創造的破壊をすべき対象でもあり、そうした
プロダクトにも挑戦しています。

2027年5月期までの中期財務方針 プロダクトの創造的破壊にも挑む
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いくこと。これが、当面の経営課題です。
　当社グループはミッションドリブンな企業であることをとても
大切にしてきました。果たすべき使命｢ミッション｣には｢出会い
からイノベーションを生み出す｣を掲げています。このミッション
のほか、目指すべき姿｢ビジョン｣、行動規範や価値観を表した
｢バリューズ｣、そして、当社グループの事業における大前提であ
る｢プレミス｣といった企業理念を｢Sansanのカタチ｣と称し、
新たに参画した全てのメンバーが理解・共有できるよう、丁寧な
研修を実施しています。その研修の一環で、私自身も入社後2、
3か月目のメンバーと対話する機会をもっています。そこだけで

　中期財務方針を開示しましたが、もし事業成長を阻害する要
因があるとすれば、それは、当社においてイノベーションが止
まってしまった場合です。今もイノベーション創出に向けて取り
組みを続け、生産性の高いサービスにリソースを投下し続けてい
ますが、イノベーションを止めないために重要となるのが、企業
カルチャーです。
　当社はここ数年、積極的に陣容を拡大してきたため、現在の
社員数の半分くらいは、ここ3年内に入社したメンバーで構成さ
れています。イノベーションを追求する当社の企業カルチャーを
維持・強化しながら、新たに入ったメンバーを早期に戦力化して

カルチャーが維持・強化されているかを測るのは見極めが難し
いものの、年に数度行われている、｢全社会議｣をはじめとした
全社員が参加するイベントにおいては、メンバーが一丸となって
いる様子がうかがえ、ミッションドリブンな企業カルチャーは
しっかりと維持されていることを確認できています。
　CEOという立場上、組織の中で全社員と対話する機会は限ら
れていますが、創業した時から常に変わらずにありたいと思って
いるのは、自分の半径5メートルの範囲内で起きていることに対
してしっかりと向き合っていくことです。言うべきことは言います
し、おかしいと思ったら最前線にも出ていきます。

企業カルチャーの継承

　企業理念に関しては、この1年をかけて、100年先の当社のあ
るべき姿を見据え、パーパス（存在意義）についての議論を全社
規模で進めています。普段はさまざまな意思決定を可能な限り
迅速に進めることを是としていますが、こと、このパーパスの議
論に関しては、あえて時間をかけています。
　設立から17年、当社はミッションドリブンの企業であることを
大切にしながら、イノベーションを止めずに成長し続けることを
追求してきました。今後もその方向性に変わりはありませんが、

｢ミッション｣という言葉にはやはり｢コンプリート｣するものとい
うニュアンスがあります。100年先を見据えると、もう一段抽象
度を高くして、永続的な意味合いをもつ｢パーパス｣を考えたい
と思い、議論をスタートしました。
　これまでもミッションやバリューズの見直しに際しては、できる
だけ多くの社員を巻き込みながら議論してきました。今回のパー
パス議論も、社歴の長さに関係なく、全社員を巻き込んで議論
を進めています。パーパスの位置付け、ミッションとの違い、

パーパスの捉え方、パーパスに用いる言葉等、さまざまな角度で
議論を進め、ようやくフェーズ3に入ってきたところです。もちろ
ん、全社員で議論はしていますが、民主的に決めるものでもあり
ません。最終的には全社員の思いを受けた上での経営判断であ
ると思っています。時間軸としては、2024年内に方向性が固まる
かどうかという進捗ですが、期限を設けているものでもなく、越
年しても構いませんし、議論次第では最終的にパーパスは設け
ないという判断をしても構わないとも考えています。

100年先の未来を見据えて

社会に対してどういう存在でありたいか、あるべきか？
パーパスに向き合い濃いカルチャーを継承する

CEOメッセージ
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イノベーションの連続で、
100年先の当社の未来を形づくる

　コロナ禍を経て事業成長が再加速し、今の当社の成長ステー
ジは、2020年5月期の株式上場を機に突入した第3フェーズとは
明らかに異なる、いわば第4フェーズと言える時期に入っていま
す。
　昨年には、100年先の未来像として、｢上場企業｣｢ITサービ
ス｣という相対的な位置付けをもちながらも、その領域で絶対
的な存在感を示す、オリジナリティにあふれた企業になっていた
いとの考えをこの『統合報告書』の中で申し上げました。今もそ
の考えに変わりはありませんが、そうしたありたい姿を実現する
ために、常に世界を変える新しい価値を生み出し続けたいと
思っています。
　イノベーションの機会はたくさん見えており、とにかくそれを
広げ続けていく。そこに尽きます。イノベーションは、M&A等に
依拠するものではなく、自分たちが作ってきたモノの価値が、社
会を変えるレベルになった時に、初めて非連続的に見えるだけ
で、実態は連続的な取り組みの延長です。ですから、1つひとつ
のイノベーションを積み重ねていくことが重要です。
　私自身は、一度燃えた炎があったら、｢それは必ず大きくする
ことができる。だって燃えているんだから｣と信じる、そうした
精神論を大事にしながら、名刺のデジタル化に17年向き合って
きました。その考えの中核には、本質的に企業はイノベーション
を必要としているという確信があり、そこを起点に、私たちが提
供するサービスを改善し続けていくイノベーションの連続が、
100年先の当社の姿に通じると考えています。
　そして、CEOとしての私の責務は、そうしたイノベーションを
起こす起爆剤であり続けることです。しかし同時に、100年の論
理で企業のあり方を考えると、起爆剤としての役割が極度に属
人化してしまわないようにすることも重要です。

イノベーションの炎を広げていく

グロースマインドセットが浸透する組織へ

　人材に対しては、変わらず｢成果を上げること｣を求めていま
す。私はそれこそが、成長機会を提供していることにほかならな
いことだと、確固たる思いをもっています。今年、社員に対して
は、成果に向き合う姿勢として｢グロースマインドセット｣が必要
だと伝えてきました。
　グロースマインドセットとは一般に、｢人の能力は経験や努力
によって伸ばすことができる｣という考え方だと説明されます。
｢自己変容力｣｢自己成長力｣とも言い換えられるかもしれませ
ん。自分も含め、1人の人の中にもいろいろな顔があります。私
の中にもグロースマインドセットの顔と、その対となるフィックス

トマインドセットの顔があります。1人ひとりの多様な人材が、
Sansanという組織・空間に身を置いた時に、自分の中のどちら
側が刺激されやすいのか。そう問われた時に、グロースマインド
セットの方が刺激される、活性化されるような組織でありたい。
そうした企業カルチャーを醸成していく上で、グロースマインド
セットと言語化できたことは、1つの大きな進化でした。
　そしてそれが当社の持続可能なカルチャーになれば、100年
先に向けたサクセッションを考えていく上でも、ある種私がもち
続けてきたグロースリーダーシップを代替するものが生まれ得る
と思います。

CEOメッセージ
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[1]  スコープ1は、当社が所有するオフィスや設備において直接排出されたGHG排出量を集計しています。スコー
プ2は、各オフィスにて購入した電力や熱エネルギー等の使用を通じて間接的に排出されたGHG排出量を集
計しています

　サステナビリティに関しては、私は｢事業活動を通じた自然環
境の保全｣という重要分野のマテリアリティオーナーでもありま
す。気候変動問題への対応、自然資源の効率的活用という点
で、スコープ1＋2[1] のカーボンニュートラルと、当社サービスに
おけるペーパーレス機能の利用件数1.2億件という、2030年5月
期までの長期目標を掲げています。現時点でのSansanやBill 

Oneの事業成長は、十分スピードが出ていると思う一方で、1人
の地球人として、気候変動問題や自然環境の保全といった人類
の生死を分ける課題とを照らして考えた時に、果たしてこれで
十分なのか、これで足りているのかと、手応えを得ることが難し
いだけに、常に自問しながら、取り組みを進めています。

サステナビリティの取り組み

　上場企業として5年間、ステークホルダーの皆さまと向き合っ
てきて、企業価値向上のための最大の取り組みは、事業を成長
させることであり、それ以上でもそれ以下でもないというのが大
前提にあると感じています。今回、当社の未来の成長余地を、
正しく資本市場の皆さまに織り込んでいただきたいという思いも
あり、中期財務方針や、自己株式取得の発表をしました。そこ
には、当社の株価がアンダーバリューされている、との思いが
あったのも事実です。

　CEOとして、国内外の投資家の皆さまとのIRミーティングにも
積極的に取り組んできました。特に海外の機関投資家に向けて
は、当社のようなSaaSが海外にはないため、1つひとつ丁寧に
事業環境や取り組みを説明してきたことで、当社に対する理解・
評価が広がってきたと感じています。
　私たちは、世界を変える新たな価値を生み出すイノベーション
を起こし続けていきたいと思っています。1つひとつ、価値を積
み上げてきた結果が、事業成長の再加速につながっています。

国内だけでも大きな成長余地がありますが、さらに野心的なこ
とを言えば、グローバルにおいてもイノベーションの炎を広げて
いきたいと思っていますし、そのためにはあの手この手で何でも
したいと思っています。ステークホルダーの皆さまには、引き続
きご支援をいただけますようお願い申し上げます。

寺田  親弘
代表取締役社長／CEO／CPO

ステークホルダーの皆さまに向けて
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価値創造ストーリー
第 1章では、当社グループがどのような経営資本を基に、どのような価値を生み出しているのか、

ビジネスモデルや競争優位性、サステナビリティに対する取り組み等を交えながら、価値創造

のプロセスについて説明しています。また、特集企画として、長期ビジョンの実現に向けた取り

組みを掲載しているほか、当社グループが展開するサービスが生み出す社会的価値について、

COOにインタビューを実施しています。

CONTENTS

P013　- Sansanグループのあゆみ

P015　- 価値創造プロセス

P016　- ビジネスモデルと事業ポートフォリオ

P018　- インプットとアウトカムの分析

P020　- 培われた競争優位性

P023　-　　　長期ビジョンの実現に向けて

P026　- サステナビリティの取り組み

P030　- 　　 サービスが生み出す社会的価値

第1章

特 集

特 集
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創業期 2008年5月期～2012年5月期

　2007年6月に創業し、社内で名刺情報を管理・共
有可能なサービス「Link Knowledge（現 Sansan）」
の提供を開始しました。また、2012年2月には個人
向けに名刺アプリ「Eight」の提供を開始しました。
2012年5月期までは、資金調達の手段が限定的で
あったため、少ない資金でサービス展開に取り組み
ました。

2020年5月期～2023年5月期革新期
　2019年6月に東証マザーズ市場に上場した後、現
在は東証プライム市場に属しています。既存サービス
の堅調な成長と、新たなサービス創出による事業領
域の拡大、サービスの多角化により、コロナ禍で事業
環境に大きな変化が生じた中においても、売上高の
成長を毎期継続して実現しました。

2024年5月期～
　企業のあり方やビジネスパーソンの働き方が大きく変容したコ
ロナ禍を経て、当社グループは今新たなフェーズに入っていま
す。これまで成長を継続してきた結果、事業規模が大きくなり十
分な土台が整ったことから、堅調な売上高成長のみならず、利
益成長の加速も目指していくとする中期財務方針を発表しまし
た。2024年9月には本社を渋谷サクラステージへ移転し、点在
していた複数の拠点を集約することで、グループの強みを結集し
て事業成長を再加速していきます。

2013年5月期～2019年5月期成長期
　2013年5月期からは、ベンチャーキャピタル市場が
活性化し、未上場企業における資金調達の難易度が
低下しました。この変化を捉えて、2019年5月期まで
に累計100億円以上の資金調達を行い、SaaS業界
では他社に先駆けてテレビCM等の広告宣伝活動を
強化しました。第1弾として放映したテレビCMはア
ワードを受賞し、国内の注目を集める等、当社及び
サービスの認知度向上に大きく貢献しました。

当社グループは、革新的なテクノロジーやオペレーションを確立し、企業やビジネスパーソンが抱えるさまざまな課題を解決するサービスを提供してきました。
創業17年目となる2024年5月期以降は、売上高成長率が再加速する、一段高い成長ステージに入っています。

Sansanグループのあゆみ

201 5年 グループ会社Sansan Global Pte. Ltd.(シンガポール)を設立月10

2007年 6月 三三株式会社設立(現 Sansan株式会社)
9月 Link Knowledge(現 営業DXサービス「Sansan」)提供開始  

年201 2 2月 名刺アプリ「Eight」提供開始

年201 4 3月 本社を渋谷区へ移転し、商号をSansan株式会社へ変更

年201 3 4月 第三者割当増資により約5億円を調達
8月 SansanのテレビCM第1弾「面識アリ」篇を放送開始

201 6年 第三者割当増資により約20億円を調達 月1

201 7年 第三者割当増資により約42億円を調達  月7

2018年 第三者割当増資により約30億円を調達月12

2019年 東京証券取引所マザーズ上場
公募による募集株式発行により約21億円を調達
第三者割当増資により約47億円を調達

6月

2020年 月5 インボイス管理サービス「Bill One」提供開始  
8月 ログミー株式会社をグループ会社化  

契約データベース「Contract One」提供開始  1月年2022

クリエイティブサーベイ株式会社をグループ会社化3月年2023
4月 グループ会社Sansan Global Development Center, Inc.(フィリピン)を設立

グループ会社Sansan Global (Thailand) Co., Ltd.(タイ)を設立2024年 4月
渋谷サクラステージに本社を移転9月

6月

* 各年5月期の売上高（2016年5月期以前は単体売上高、2017年5月期以降は連結売上高）

33,878

10,206

13,362

16,184
20,420

25,510

1,289 1,963
3,151

4,839
7,324

81556040127013923

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 20272008

売上高(百万円)*

44,042

～

43,026

69,396

～

61,518

7月

株式会社言語理解研究所をグループ会社化

0 1 価値創造ストーリー 02 価値創造に向けた戦略 03 価値創造の基盤 データ
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Sansanグループのあゆみ

サービス沿革

[8] 営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費） [9] マクロミル｢個人向け名刺アプリに関する調査｣（2023年11月） 
[10] QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です

[ 1 ] ｢営業支援DXにおける名刺管理サービスの最新動向2024｣（2024年1月 シード・プランニング調査） [2] Salesforceは、Salesforce, Inc. の商標であり、
許可の下で使用しています [3] 現 Sansan Data Hub　[4] 受注確度の高い営業リストの作成から顧客へのアプローチまでを一貫して行うことができる機能群

[5] ARR（Annual Recurring Revenue）：年間固定収入　[6] デロイト トーマツ ミック経済研究所｢驚異的な成長を続けるクラウド請求書受領サービス市場｣
（ミックITリポート2023年11月号）  [7] 電子帳簿保存法の法的要件を満たしていると判断したものを認証する制度

2020
2021
2022
2023

2024

年
年
年
年

年

インボイス管理サービス「Bill One」提供開始
仕訳作成機能／請求書原本保管オプション
請求書発行機能／郵送代行／JIIMA認証 [ 7 ]  取得
仕入明細書オプション／法人カード「Bill Oneビジネスカード」／
発注データ照合オプション／適格請求書判定機能
経費精算機能「Bill One経費」／
入金消込機能「Bill One発行」

2017

2021

2023

年

年

年

BtoB「Eight企業向けプレミアム」
（現 Eight Team）提供開始

Eightコラボ、
Eight企業向けプレミアムをEight Teamに刷新
HubSpot CRMと機能連携／
業務開発アプリkintone連携

名刺管理から、収益を最大化する
クラウド名刺管理サービスから営業DXサービス｢Sansan｣へとコンセプトを刷新し、
機能拡充等によって、さらなる進化を続けています。

請求書受領から、月次決算を加速する
インボイス管理サービス｢Bill One｣は、サービス提供開始から4年で
ARR[ 5 ] 76億円 （2024年5月時点） を超えるサービスへと急成長しています。

名刺共有ソリューション「Eight Team」名刺アプリ「Eight」

2012
2013
2014
2015

年
年
年
年

名刺アプリ「Eight」提供開始
名刺交換リクエスト機能／メッセージ機能
どこでもスキャン
フィード機能／プロフィールページ編集機能／
BtoCサービス「Eightプレミアム」／
『日本経済新聞 電子版』と連携

2016

2017
2020 
2023
2024

年

年
年
年
年

QRコード[ 1 0 ] 及びBluetoothでのオンライン名刺交換
（現 デジタル名刺交換）機能
グループメッセージ機能
スキルタグ機能／オンライン名刺交換機能強化
タッチ名刺交換機能
カード型デジタル名刺「My Eight Card」

タッチで交換。スマートに管理。
多くの登録ユーザーを背景とした、さまざまな独自のサービスを展開し、2024年5月期には
サービス提供開始後、初となる通期での調整後営業利益[ 8 ] の黒字化を達成しました。

2007
2009
201 1
201 2
201 3

2014
2015

年
年
年
年
年

年
年

Link Knowledge（現 Sansan）提供開始
メール一括配信サービス
Salesforce[ 2 ]  連携
国際版Link Knowledge（現 Sansan）
Sansanにサービス名称変更／
スマートフォン名刺取り込み
スマートフォンアプリ
APIを公開、
ビジネスインフラを目指しオープン化

2016
2018
2020

2021
2022
2023
　

2024

年
年
年

年
年
年

年

帝国データバンクが提供する企業情報連携
Sansan Customer Intelligence[ 3 ]

デジタル名刺／
リスクチェック powered by LSEG/KYCC
メール署名取り込み
企業データベース
新規顧客開拓ソリューション[ 4 ]／
スマート接点管理／DM送付
企業データベースに拠点情報追加

サービス・機能等 提供開始年 サービス・機能等 提供開始年

売上高
ハイライト 2013年-2023年法人向け名刺管理サービス市場11年連続シェア No.1[ 1 ]／

契約件数 9,693件(2024年5月期)

22,889百万円(2024年5月期) 売上高
ハイライト 2022年ｰ2023年 請求書受領サービス市場マーケットシェア2年連続No.1[ 6 ]／

有料契約件数 2,816件（2024年5月期）

6,168百万円(2024年5月期)

売上高
ハイライト 名刺アプリ「Eight」 利用率No.1[ 9 ]／Eight Team契約件数 4,608件（2024年5月期）

3,548百万円(2024年5月期)

サービス・機能等 提供開始年 サービス・機能等 提供開始年

2018
2020
2021

2022

2023

年
年
年

年

年

「Meets」
「Climbers」
「DX CAMP」／
「ビジネスIT＆SaaS EXPO」
「日本を変える 中小企業リーダーズサミット」／
「Startup JAPAN EXPO」
「Eight Networking EXPO」

ビジネスイベント

第1回開催年
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Mission 出会いからイノベーションを生み出す企業理念
P002 企業理念

P018
インプットとアウトカムの分析

財務資本
経済価値の向上

社会関係資本
サービスを通じた
提供価値の拡大

人的資本
多様な人材が
活躍する組織

知的資本
圧倒的な競争優位性

自然資本
環境への貢献

Outcome
生み出した成果

Input
経営資本

P018
インプットとアウトカムの分析

財務資本
強固な財務基盤

社会関係資本
提供サービスの
認知度や信用性

人的資本
多様性に富んだ
優秀な人材

知的資本
アナログ情報を

デジタル化する技術

自然資本
事業活動を通じた
自然環境の保全

Vision
ビジネスインフラになる

・情報収集・管理の非効率性や
データ活用不足による営業活動の
低い生産性

・法改正や新制度に適応する
ための新たな業務対応

・多様なワークスタイル実現を
阻害するアナログな業務フロー

社会課題・
外部環境

P074　情報セキュリティ

P082　コンプライアンス

P080　リスクマネジメント

P084　コーポレートガバナンス

経営基盤

P026 
サステナビリティの取り組み

マテリアリティ
（重要課題）

セキュリティと利便性の両立

革新的なDXサービスで
働き方を変革

人材の多様性を尊重し、
イノベーションを生み出す

急速な事業成長を支える
強固な経営基盤の確立

事業活動を通じた
自然環境の保全

1

2

3

4

5

P016
ビジネスモデルと事業ポートフォリオ

出会い
×

アナログ to
デジタル

Business Model

P044 事業別戦略

Output 働き方を変えるDXサービス

Values / Premise

P023
特集：

長期ビジョンの
実現に向けて

当社グループでは、社会課題や外部環境を見据えて重要課題に向き合い、ビジネスモデルに各種経営資本を投入することで、さまざまなサービスを生み出しています。
これらサービスによって生み出した成果は経営資本の強化につながっており、社会に対する持続的な価値提供が可能なプロセスを構築しています。

価値創造プロセス
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当社グループの主要サービスは、働き方を変えるDXサービスとして、企業や個人のビジネス上の課題を解決し、業務効率化や生産性の向上に寄与するものです。
各サービスともに、｢人や企業とのつながり｣｢アナログ情報のデジタル化｣に着目している点が共通点として挙げられます。

ビジネスモデルと事業ポートフォリオ

共通するビジネスモデル

　当社グループでは、人や企業のビジネス
における出会いに着目し、その出会いをビ
ジネスチャンスにつなげる、働き方を変え
るDXサービスを提供しています。
　営業や経理、法務といったビジネス領域
においてサービスを提供しており、それぞ
れ領域は異なれど、各サービスがかかわる
業務は人や企業との出会いの結果やつなが
りに関連したものであるという特徴があり
ます。
　また、各サービスともに、高いセキュリ
ティの下で運営されるクラウドベースのソフ
トウエアとして提供しており、いずれもアナ
ログ情報をデジタル化し、データ活用を促
進することで業務の効率化や生産性の向上
を実現するものです。例えば、営業領域で
は紙の名刺をはじめとした顧客との接点情
報、経理領域では受領する紙の請求書、
法務領域では紙で締結した契約書等のさま
ざまなアナログ情報のデジタル化が挙げら
れます。
　日本のビジネスシーンや業務フローには
アナログであることに起因する課題が山積

います。この独自の技術やこれまで培って
きたサービスに対する安全性や信用度は、
各サービス共通の重要な事業基盤となって
います。

しており、デジタル化の遅れがもたらす低
い生産性は社会課題にもなっています。今
後、社会全体でのDXの進展が予想される
中において、当社グループのビジネスモデ

ルには高い持続可能性があるものと捉えて
います。また、アナログ情報のデジタル化
は、テクノロジーだけではなく、人の力を
組み合わせた独自の手法によって実現して

働き方を変えるDXを実現

出会い

アナログ情報をデジタル化
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事業領域の拡大

　法人向けの名刺管理サービス（現 営業DX
サービス）として、2007年に｢Sansan｣の提
供を開始した後、2012年にはサービスの提供
対象を個人とした、名刺アプリ｢Eight｣の展
開を始めました。これら名刺管理サービスを
運営していく上では、アナログ情報である紙
の名刺を低コストかつスピーディーに正しく 
デジタル化する技術とオペレーションが求めら
れ、その磨き込みを進めてきました。この結果
として得られた、アナログ情報をデジタル化す
る技術とオペレーションを他領域へ展開するこ

とを志向し、経理領域に進出したのが2020年
より提供を開始したインボイス管理サービス
｢Bill One｣です。さらには、法務領域にも展
開し、2 0 2 2年からは契約データベース
｢Contract One｣の提供を開始しています。
　事業領域の拡大につれて、当社グループ
のサービスが取り扱うビジネスデータの範囲
は大きく拡大しました。今後も、新しい領域
に進出していくことで、新たなデータを取り
扱う可能性も十分に考えられます。そして、
これらデータを有意義な形で連携すること
ができれば、ユーザーに対してよりユニーク
な価値提供ができるものと考えています。

ビジネスモデルと事業ポートフォリオ

[1] 営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額
及び無形固定資産の償却費）

事業ポートフォリオの特徴

　当社グループの事業ポートフォリオは、売
上高成長率と調整後営業利益率[ 1 ] がそれぞ
れ異なるフェーズにある複数のサービスから
構成されています。
　全体売上高に占める割合が高いSansan
は、安定的な売上高成長率と高い調整後営
業利益率を実現しています。このSansanで
生み出したキャッシュの一部を、売上高成
長率の高いBill Oneに投下することで、全
体売上高の堅調な成長を実現しています。

Eightは、全体に占める割合こそ低いもの
の、安定した売上高成長率を実現する中で
黒字の調整後営業利益を計上しており、全
体業績の成長に寄与しています。
　また、非連続な成長の実現に向けて、有
望と判断される新規事業やM&A等にも
キャッシュを投下していく予定であり、売上
高成長と利益成長の両立が可能な事業ポー
トフォリオを構築しています。

2007年 2012年 2020年 2022年

営業DX 名刺DX 経理DX 契約DX

主要サービスの売上高成長率と調整後営業利益率

-20.0%-40.0%-60.0% 0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

調整後営業利益率

売上高成長率

40%

0%

80%

120%

160%

200%

調整後営業利益率 8.9%
売上高成長率 23.8%

調整後営業利益率 52.1%
売上高成長率 15.6%

調整後営業利益率 -42.5%
売上高成長率 155.5%

2024年5月期実績を基に作成。調整後営業利益率は、全社費用を配賦する前の実績
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*1 営業活動によるキャッシュフロー＋投資活動によるキャッシュフロー *2 ｢営業支援DXにおける名刺管理サービスの最新動向2024｣（2024年1月 シード・プランニング調査） *3 デロイト トーマツ ミック経済研究所｢驚異的な成長を続けるクラウド請求書受領サービス市場｣（ミックITリポート2023年11月号） *4 当社及び当社の海外子会社の正社員・契約社員のうち、
エンジニア職、研究開発職、クリエイター職を対象として算出しています *5 Unipos株式会社が提供するピアボーナス®を軸とする全従業員参加型のプラットフォームサービスを利用しています *6 当社の単体実績を記載しています *7 スコープ1は、当社が所有するオフィスや設備において直接排出されたGHG排出量を集計しています。スコープ2は、各オフィスにて購入
した電力や熱エネルギー等の使用を通じて間接的に排出されたGHG排出量を集計しています *8 GHG（Greenhouse Gas）：温室効果ガス

強固な財務基盤

サービスの認知度や信用性

多様性に富んだ優秀な人材

アナログ情報をデジタル化する技術

自然環境保全への取り組み

売上高成長率を最も重要な経営指標としており、機会に応
じた機動的かつ積極的な投資が必要なフェーズであること
から、強固な財務基盤を構築しています。事業成長と財務健
全性のバランスを保ちながら、適切な投資戦略を実行して
います。

テレビCMの放映をはじめとした、さまざまな広告宣伝活動
を継続してきたことで、Sansan、Bill Oneは、国内のBtoB
サービスの中で、高い認知度を獲得しています。また、これま
でのサービス運営実績により、当社が手がける各種サービス
に対して、利用企業からの高い信用を獲得しています。

優秀な人材の採用・育成と多様性の確保は重要な成長戦略
の1つであり、毎期、従業員数を拡大しています。また、会社
文化の浸透や従業員のエンゲージメント向上を図る目的で、
社内で称賛されたさまざまな事例を可視化するサービスを利
用しています。そのほか、情報セキュリティ対策として、全役
職員に個人情報保護士の資格取得を義務付けています。

高い精度と速いスピードを実現しながらアナログ情報をデジ
タル化する技術は、当社の大きな強みです。このデジタル化
を支えるさまざまなテクノロジーや仕組みをさらに改善してい
くことで、既存事業の運営効率化のみならず、新たな事業領
域への適用もスムーズに実現できています。

主要サービスにおいて、紙媒体を介さずにクラウド上でビジ
ネスデータをやり取りできる機能を提供することで、社会全
体のペーパーレス化の実現を支援しています。また、収益の
一部を植樹活動に充てることで、森林再生を通じた水資源や
生物多様性の保全を行っています。

各サービスの機能拡充や販売強化に取り組んだ結果、当社
サービスを通じたアナログ情報のデジタル化件数は2.4億件、
利用者数の合計は789万人となり、順調に拡大しました。ま
た、Sansan、Bill OneともにNo.1の市場シェアを維持したほ
か、重大なインシデント発生件数は0件のままに抑えました。

デジタル化の技術や仕組みを継続的に改善した結果、テクノ
ロジーだけを用いたアナログ情報の自動デジタル化率が向
上しました。また、サービスの普及拡大も進んだ結果、当社
サービスの利用を通じたアナログ情報のデジタル化件数は
2.4億件となりました。

主要サービスの普及拡大に取り組んだ結果、当社サービス
におけるペーパーレス機能の利用件数は0.1億件となりまし
た。また、2024年8月時点での累計植樹本数は17,606本、気
候変動に関する評価指標として採用するGHG排出量（スコー
プ1＋2）は、999t-CO2となりました。

売上高及び親会社株主に帰属する当期純利益は、各事業の
成長等によって、それぞれ好調な実績となりました。また、こ
れら事業成長を背景に、安定的な営業活動によるキャッシュ
フロー及びフリーキャッシュフローを創出しています。

経済価値の向上

サービスの提供価値の拡大

多様な人材が活躍する組織

圧倒的な競争優位性

事業活動を通じた環境への貢献

Input 経営資本資本分類

財務資本

社会関係資本

人的資本

知的資本

自然資本

Outcome 生み出した成果

総資産 37,592百万円
現金及び預金 24,874百万円
株主資本 13,792百万円

主要サービスの高い認知度
主要サービスに対する信用性

連結従業員数 1,899名
STEM部門従業員数*4 529名
Unipos*5 の利用
情報セキュリティ対策

精度99.9%を実現するデジタル化の技術
デジタル化を支えるさまざまなテクノロジー

主要サービスにおけるペーパーレス機能の提供
植樹活動｢Scan for Trees｣

売上高 33,878百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 953百万円
営業活動によるキャッシュフロー 5,483百万円
フリーキャッシュフロー*1 2,303百万円

当社サービスでのアナログ情報のデジタル化件数 2.4億件
当社サービス利用者数 789万人
Sansan 市場シェア No.1*2

Bill One 市場シェア No.1*3

重大なインシデント発生件数 0件

女性従業員比率*6 36.7%
女性管理職比率*6 17.8%
リファラル採用比率 10.3%
Unipos投稿率 54.3%
個人情報保護士資格取得率*6 86.7%

当社サービスにおけるペーパーレス機能の利用件数 0.1億件
累計植樹本数 17,606本（2024年8月時点）
スコープ1＋2*7 GHG*8  排出量 999t-CO2

自動デジタル化率の向上
当社サービスでのアナログ情報のデジタル化件数 2.4億件

リファラル採用（従業員による人材紹介）比率は10.3%、
Unipos投稿率は54.3%となる等、積極的な人材採用を進める
中、従業員の会社に対するエンゲージメントは高い水準となり
ました。また、女性従業員比率は36.7%、女性管理職比率は
17.8％となり、多様性の確保も進みました。その他、個人情報
保護士の資格取得率は86.7%となり、高水準を維持しました。

さまざまな経営資本をビジネスモデルに投入することで生み出した成果を分析し、一覧表形式で整理しています。
また、さらなる価値の創出に向けて、現在不足している資本と、その対応策について記載しています。

インプットとアウトカムの分析
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資本分類 

財務資本   

社会関係資本

人的資本

知的資本

自然資本

不足資本と対応策 関連するマテリアリティ（重要課題）

インプットとアウトカムの分析

当社グループが提供するサービスは、市場を創造しながら
成長する新たなコンセプトのものが多いため、サービス自体
の認知度が不足する可能性があります。そのため、広告宣
伝活動を継続的に強化し、ブランド力や認知度の維持、向
上に努めます。また、重要なデータを多く扱うサービスにお

いて、万が一、インシデントが発生した場合、今後の販売の
際に必要な信用性が不足する可能性があります。そのた
め、情報セキュリティ対策を経営の最重要事項に位置付
け、あらゆる対策を全役職員で講じることで、各サービスに
おけるセキュリティリスクを最小化しています。

中期財務方針に沿った経営を行っていく上で、既存事業の
運営に必要な資金は十分に確保していますが、法人向けの
Bill Oneビジネスカードの利用が想定以上に急拡大した場
合や、一定以上のキャッシュが必要な新たな事業を創出し
た場合、または、M&Aを積極的に活用した場合には、保

有する現預金以上のニーズが発生し、資金の不足が生じる
可能性があります。そのため、資本市場との適切なコミュニ
ケーションを実行することで、採用し得る資金調達手段の
多様性や柔軟性を継続的に高めます。

中期財務方針として設定した見通し数値は、営業部門を中
心に従業員数が一定程度拡大していくことを前提としている
ため、現時点の従業員数のままでは、事業成長に必要な人
的資本が不足します。そのため、数ある経営資本の中でも
人的資本に対する投資を最優先しています。多様な採用

チャネルを活用しながら、当社の企業理念や事業内容に共
感する優秀な人材をより多く採用し、その後、高い意欲を
持って働ける環境や仕組みの整備、構築を進めています。
なお、2025年5月期においては、新卒・中途を含めて、合
計で約550名の人材採用を計画しています。

既存事業の運営のさらなる効率化や海外での展開拡大、  
または、新規領域への進出や新規サービス創出のために
は、既存技術の高度化はもちろんのこと、事業成長につな
がる新たな技術を獲得していく必要があり、現状ではこれ
らが不足しています。そのため、さまざまな分野における経

験や知識を保有する優秀な技術者の採用や、世界各国に
おける先端技術への投資・モニタリング等を通じて、技術
力の向上に取り組んでいます。

当社サービスにおけるペーパーレス機能の利用件数につい
て、2030年5月期に1.2億件という目標を設定しています
が、現時点の実績はまだ低水準であり、環境にもたらすポ
ジティブな影響の絶対量は不足しています。当社サービスの
普及拡大がそのまま環境へのポジティブな効果につながる

ものであるため、積極的な事業拡大に取り組みます。また
同時に、スコープ1及びスコープのカーボンニュートラルの実
現に取り組むことで、事業拡大におけるネガティブな影響の
削減も進めていきます。

生産性向上に寄与するDXサービスの推進

革新的なビジネスインフラの創造

安全かつ安定的なインフラサービスの提供

データプライバシーの保護と情報セキュリティの徹底

コーポレートガバナンスの強化

コンプライアンスの徹底

生産性向上に寄与するDXサービスの推進

革新的なビジネスインフラの創造

人材の採用・育成・活躍推進

ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョンの推進

データプライバシーの保護と情報セキュリティの徹底

安全かつ安定的なインフラサービスの提供

データプライバシーの保護と情報セキュリティの徹底

気候変動問題への対応

自然資源の効率的活用

生産性向上に寄与するDXサービスの推進

革新的なビジネスインフラの創造
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大量のアナログ情報を迅速かつ正確にデジタル化する技術は、さまざまな領域に適用が可能な当社グループ最大の競争優位性です。
テクノロジーと人の手によるオペレーションを効率的に組み合わせることで、OCR [ 1 ]  技術だけでは不可能な99.9％の精度を実現しています。

培われた競争優位性

[1] OCR（Optical Character Recognition/Reader）：光学文字認識技術

　事業規模やサービス領域の拡大ととも
に、名刺や請求書といった、当社サービス
がデジタル化するアナログ情報は年々増え
続けています。当社グループでは、これまで
も人の手による補正を加えることで99.9％
のデジタル化精度を実現してきましたが、デ
ジタル化処理のみならず、例えば、B i l l 
Oneの請求書代理受領サービスでは、必ず
人の手で封筒を開封する必要があり、増え

続ける流入量に対応し、スピーディーにデ
ジタル化するためには最適なオペレーショ
ンの構築も不可欠です。AI技術の研究等に
よって、自動デジタル化率を高めながら独
自のオペレーションを構築することで、全体
の効率を高めると同時に、低コストかつス
ピーディーで正確なデジタル化を実現してい
ます。

大量のアナログ情報をデジタル化する仕組み・テクノロジー
　幕張スキャンセンターの設立は、Sansan、Bill 
One等、複数サービスのスキャン業務を統合し、
テクノロジーとオペレーションの融合により、アナロ
グ情報のデジタル化能力を大幅に向上させる取り
組みです。従来、請求書のデジタル化は、人の手
による割合が大きく、封筒の開封や企業毎の振り
分け、請求書とその他文書の振り分け、スキャン
等、多くの工程を要していました。また、請求書は
月初や休日明けの平日に流入が大幅に増加する傾
向にあり、カレンダーの影響を受けるため、短期的
な人員の確保や教育に課題が生じていました。

　複数サービスのスキャン業務を統合したことで、
サービス毎の繁閑の波を吸収した柔軟な対応が可
能となりました。オペレーションの最適化のみなら
ず、同時にスキャンの各工程において、物理的な工
程を限りなく少なくし、ウェブシステム上で処理で
きる部分を増やすことで、スペースや人員を増やす
ことなく、スケーラビリティをさらに向上させていま
す。幕張スキャンセンターは効率的で柔軟な処理
能力をもつ統合オペレーションセンターとして、当
社グループの複数サービスの成長を支える重要な
役割を果たしています。

複数サービスのデジタル化プロセスを支える「幕張スキャンセンター」

アナログ情報のデジタル化のフロー

　各項目の自動判別・
マイクロタスク化

言語の
自動判定

オペレーターへの
自動振り分け

分散化された入力
オペレーターネットワーク

画像処理
技術

テクノロジーの組み合わせ

人：チェック データベース化大量のアナログ情報

創業以来、長年のサイクル

人：入力AI：入力

画像の自動解析と入力

郵便物の受領 開封 スキャンしてアップロード

 画像チェック後、
請求先書企業毎に振り分け

進むオペレーションの自動化

請求書単位で
PDF化

請求書発行元企業の
確認後、最終チェック

Bill Oneに納品

ウェブシステム上で自動化

0 1 価値創造ストーリー 02 価値創造に向けた戦略 03 価値創造の基盤 データ

020統合報告書 2024



培われた競争優位性

　独自のオペレーションシステム｢GEES｣ ｢Bill One Entry｣により、大量のアナログ情報をセキュアな状態で、正
確かつ効率的なデジタル化を実現しています。

独自のデジタル化オペレーションシステム

　アナログ情報の正確かつ迅速なデジタル
化は、研究開発部門でのAI技術研究や、
データ化オペレーション部門での仕組み作
り、システム開発等によって支えられていま
す。名刺に特化して開発を進めてきたOCR
エンジン｢NineOCR [ 1]｣の進化により、
Sansanにおける自動デジタル化率は大きく

向上しており、名刺デジタル化技術をコア技
術としてBill OneやContract One等の他
領域へ拡張し、高度なデジタル化オペレー
ションの構築に取り組んでいます。

高精度なデジタル化とスピードの両立を支える研究開発

[1]  Sansanが培ってきたデジタル化ノウハウをOCRエンジンに展開すること
により開発された、名刺に特化した独自のOCRエンジン

2020 2021 2022 2023

[2] 20XX年2月31日のような、実際にはない日付が記載されている場合等

AIによる自動化で大量の情報を素早くデジタル化しつつ、機械による自
動入力が正確でないと判断される場合には人が手で入力を行います。

ユーザーが請求書をアップロード、またはBill Oneセンターに郵送さ
れた請求書をオペレーターが代理でアップロードすると、請求書画像
が当社のデジタル化センターに送付され、独自のOCRと学習エンジン
により請求先企業を特定し、企業毎のデジタル化プロセスに入ります。

請求書の画像からデジタル化すべき箇所と、それが口座情報や登録番
号、金額や支払期日等、経理処理に必要となるどの項目に該当するか
を、各項目に特化した複数のエンジンを組み合わせて特定します。

請求書において散見される間違い項目[2] を独自のルールを参照して
特定し、単純にデジタル化しないようエラー判定を行います。

AI×人により正確にデジタル化3データ受領1 デジタル化項目特定2 データ補正4

独自のOCRエンジン「NineOCR」の進化により、Sansanの名刺自動デジタル化率は大きく向上しています。名刺デジタル化システム「GEES」

企業毎に異なるフォーマットや帳票に記載されている多くの数字や日付の中から、支払い処理に必要な情報を正確に識別しデジタル化しています。請求書デジタル化システム「Bill One Entry」

切片化4
分類した項目には、姓名や電話番号、メールアドレス等
が含まれるため、セキュリティに配慮し、個人情報を含
む画像は、情報として価値がなくなるまで切片化します。

データ入力5スキャン・撮影1
ユーザーが名刺をスキャンもしくはスマートフォンで撮
影すると、取り込まれた名刺画像が当社のデータセン
ターに送付されます。

画像処理2
名刺画像は、画像処理技術により背景処理がなされ、
文字を際立たせるホワイトニング等の画像補正処理に
よって文字が読み取りやすい状態へと加工されます。

項目の分類3
名刺上の文字の塊を機械によって自動判別し、分割し
た後、その塊を会社名・姓名・肩書・住所・メールアドレ
ス・会社のロゴといった各項目へ分類します。

項目毎に機械処理によって自動でデータ入力を行い
ます。機械による自動入力でデジタル化を確定で
きなかった場合には、人が手で入力を行いますが、
｢NineOCR｣の進化により自動化率が向上しています。

名刺流入量と1枚当たりデジタル化コスト* 1  の推移* 2

名刺流入枚数増加率
1枚当たりの名刺デジタル化コスト

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

*1 Sansanにおける流入枚数とコスト　*2 デジタル化コストが最も高い時点からの推移　

33
倍

-66％
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培われた競争優位性

　ユーザーがDXのスタート地点に立つためには、
それぞれがもつアナログ資産をデジタル化し、活
用できる情報に変換する必要があります。デジタ
ル化は、生産性や業務効率等をはじめとしたユー
ザーが抱えるさまざまな課題を解決するための入
り口であり、近年その重要性はますます高まって
います。
　ユーザーが、デジタル化に期待する最も分かり
やすい価値は精度とスピードであり、私たちには、
正確かつスピーディーにデジタル化し、かつ、その
価値を安定して提供し続けることが求められていま
す。当社グループの強みの1つは、このデジタル化
の精度にあり、99.9％の精度を担保するために
は、人の力が不可欠です。創業当初、Sansanの
名刺デジタル化は全て手作業で行われており、名
刺1枚に対して、2名のオペレーターが入力するデー
タが完全に一致するまで入力作業をすることで、そ
の精度を担保していました。しかしながら、創業か
ら17年が経過し、事業成長に伴い増え続けるアナ
ログ情報の流入量に対して、スピードを維持しなが
らセキュアにデジタル化を行うためにはテクノロ
ジーの活用が不可欠でした。

　ユーザーの期待は明確ですが、その実現方法に
は正解も前例もありません。だからこそ、期待され
る価値に真摯に向き合い、理想の状態を描きなが
ら改善を積み重ねていくことが重要です。当社グ
ループが17年間で積み上げてきたノウハウと仕組み
は、書類から有用な情報を特定し、正確に入力す
るテクノロジーだけではなく、紙の書類をスキャン
して電子データに変換するスキャンオペレーション
にも及びます。今後も、オペレーショナルエクセレ
ンスのモデルの1つとして、社内外から認知・評価
される仕組みとなるよう磨き込みを続け、ユーザー
の期待に応えるのみならず、社会のDX推進をリー
ドし、支えていきます。

テクノロジー × オペレーションの進化で支援するDXCOLUMN

永井 晋平

技術本部 Digitization部 
部長

名刺に特化した独自開発のOCRエンジン「NineOCR」の進化

同姓同名、同一企業の情報を識別・結合してデータを整理する技術です。
名寄せ技術

浅葉建設の二重登録データ 浅葉建設の最新・正確なデータ

浅葉建設

AFTER

浅葉建設 ASABA

BEFORE

独自の名寄せエンジン
Sansan Data Hub

連携

デジタル化を支えるさまざまなテクノロジー

独自に開発した画像認識技術やAIの活用によって、アナログ情報を高速かつ高精度でデジタル化しています。
画像認識技術

言語判定
文字を読み取らずに言語を判定。

言
語
判
定

日本語 英語

ミステイクディテクター
誤りの傾向を学習してミスの可能性を予測。

項目セグメンテーション
文字を読み取らずに、名刺のデザインから項目を判定。撮影されてから数秒で結果をユーザーに届けることが可能。

スマートキャプチャー

　NineOCRは、当社が培ってきたデジタル化ノウハ
ウをOCRエンジンに展開することにより開発された、
名刺に特化した当社独自のOCRエンジンです。
NineOCRにより、名刺における自動デジタル化効率と
ユーザー体験は大きく向上しました。一般的なOCRエ

名、住所、URL等）においても、高い精度でのデジ
タル化が可能になっただけでなく、0.3秒での即時納
品 [ 1 ] を実現しました。これにより、ユーザーが名刺を
取り込んでからすぐにメールを出したり、電話をかけた
りといったことが可能になり、ユーザー体験の向上に

ンジンは、対象となる画像により精度にばらつきが生
じますが、NineOCRは、定型・不定形や撮影された
環境を問わず、高い精度でデジタル化が可能です。こ
れまでのデジタル化範囲であった氏名とメールアドレス
に加え、名刺に記載されたその他項目（役職、会社

大きく寄与しました。NineOCRの進化は、当社グルー
プの競争力を強化するのみならず、ユーザーのビジネ
スシーンにおける生産性向上にも寄与しています。

[1] NineOCRの機能上のデジタル化速度。ユーザーへの納品速度とは異なります
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当社グループのサービスが全てのビジネスパーソンにとって当たり前の存在となれるよう、データ戦略やサービス間連携といったさまざまな取り組みを進めています。
また、100年200年先の未来のビジネスシーンにおける当社グループのあり方や存在意義に目を向け、全従業員による｢パーパス議論｣を開始しています。

長期ビジョンの実現に向けて
特 集

ビジネスインフラになる

　創業当初に掲げていたミッションは、
｢『名刺データベースの三三』として、企業と
そこに働く個々人に対して、新たな価値の創
造と生産性向上に資する情報サービスを提
供し、21世紀の日本の未来づくりに貢献す
る。｣というものでした。そこからいくつかの
変遷を経て、2012年に｢名刺｣を｢ビジネスの
出会い｣と捉え直し、｢ビジネスの出会いを
資産に変え、働き方を革新する｣というミッ
ションを新たに掲げ、事業を展開してきまし
た。新しい文化も、新しいビジネスも、あら
ゆるイノベーションは、人や企業との出会い
の結果から生まれます。この出会いの力で
社会にイノベーションを起こし、革新的な価
値を生み出したいという思いの下、事業活動
を行ってきました。
　そして、2021年に当社グループは創業以
来、初めてビジョンを掲げました。当時は、
Sansanで培ってきたアナログ情報をデジタ
ル化する独自のテクノロジーとオペレーショ
ンといったさまざまな経営資本を背景に、
サービスの多角化を始めた頃でした。企業
と企業の出会いの結果である請求書に着目

したBill Oneのサービス提供を開始したの
もその頃です。培ってきたコアコンピタンスを
もってビジネスシーンでの非効率なアナログ
な業務を革新し、さらには出会いのシーンそ
のものを変えていく、名刺以外もビジネスに
おける出会いの結果と広く捉え直したことで、
事業としての可能性は大きく広がりました。

　一方、事業領域が広がり、従業員数が増
え、上場を経て、当社グループを取り巻くス
テークホルダーが日々増加を続ける中で、私
たちがどのような存在で、何を目指している
かに今一度向き合い、社会に対して明示す
る必要があると考えるに至り、｢ビジネスイン
フラになる｣というビジョンを掲げました。こ

のビジョンによって、私たちが体現すべき姿
がより明確になるとともに、ミッションを含め
た当社の企業理念に対する従業員の理解度
が向上し、企業としての成長を加速させる大
きなきっかけになりました。

ビジネスインフラになる
水を通す道、電気やガス、インターネットを通す道。

誰もが利用するさまざまな道が、生活のインフラとして人々を支えています。

私たちはビジネスという世界において、

誰も考えつかなかったような新たな道になろうとしています。

これまで行けなかった場所。見たこともない景色。それを現実のものにする。

ビジネスの中で誰もが毎日のように通るその道は、

人と人、企業と企業をつなぎ、イノベーションを生み出していくのです。

Vision
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く｣ことへの意識を期待して、2024年入社の
新卒社員の入社時研修の中でキックオフしま
した。その後、全従業員を職種や部門、社
歴等をミックスした246チームに分け、延べ
4,233時間をかけて、｢100年先のSansanグ
ループがどんな価値を生み出しているか｣
｢未来につながる存在意義とは何か｣といっ
たテーマに対して議論を重ねました。
　全従業員での議論プロセスを経た後は、
各チームの代表者やシニアマネジメント層で

「パーパス」に向き合う

　当社グループにとって、ミッションドリブン
なカルチャーは成長の源泉であり、強みでも
あります。全従業員が同じミッションに向き
合っているからこそ、大きな成長を遂げてき
たと考えています。また、毎年その年の
フェーズに応じた向き合うべきテーマを設定
しており、常に時代の変化を取り入れて適応
しながら、強みを強化したり、弱みを補った
りすることで、成長の原動力となる新しいカ
ルチャーの醸成に取り組んでいます。2021

年に掲げたビジョン｢ビジネスインフラにな
る｣は、成長期であった2015年のテーマとし
て掲げたものでもありました。
　2024年5月期には、当社グループの社会
的な存在意義である｢パーパス｣に向き合う
ことにしました。当社グループのミッション・
ビジョン・バリューズは、時代の変化に応じ
て変えていくことを是としており、創業以
来、全従業員で行う｢カタチ議論｣を経て、
何度も改訂を重ねてきました。つまり、未来
においては｢出会いからイノベーションを生
み出す｣｢ビジネスインフラになる｣という、
現在のミッションやビジョンは変わっている
可能性もあるものと捉えています。このよう
な考えの下、強みであるミッションドリブン
なカルチャーを大きく進化させ、さらなる成

長を実現していくには、変わることなく、未
来につなげていきたい、Sansanグループの
DNAともいうべき存在意義や本質的な価値
に目を向ける必要があると考えたのが、パー
パスに関する議論を始めた背景です。
　企業理念の議論においては、取締役の
トップダウンで決めるのではなく、全従業員
で向き合うプロセスそのものを大切にしてい
ます。この｢パーパス議論｣は、｢自分たちこ
そが未来のSansanグループを形づくってい

の議論を行い、各段階のアウトプットを洗練
した上で最終的には取締役を中心とした経
営層での議論に入ります。現在、議論はま
だ途中段階にあり、明確な言葉としてのアウ
トプットまでには至っていませんが、全従業
員が議論の過程で当社グループの存在意義
や強み等について自身の言葉で語れるように
なっており、企業カルチャーの強化において
重要な機会になっていると評価しています。
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長期ビジョンの実現に向けて特 集

　SansanとContract Oneの連携は既に
開始しており、Sansanに蓄積された名刺や
メール等の人との接点情報やさまざまな企
業・人物情報と、Contract Oneに蓄積され
た取引先や期間、取引内容といった情報を
組み合わせると、ビジネスにおける活用効果
がより高いものになります。Sansanの観点
では、契約の締結履歴がその企業との接点
情報として新たに加わることになります。ま
た、接点としてだけではなく、これまでに、
その会社とどういった契約の下で、どのよう
なビジネスを行ってきたかが確認できるよう
になるため、自社の営業活動に活用すること
が可能となります。そして、Contract One

の観点では、Sansanの中にある企業情報
やリスクチェック機能を活用することで、契
約を締結する前段階の精査等を効率的に進

「ビジネスインフラ」が実現する未来

　当社グループのサービスが｢ビジネスイン
フラ｣になった状態としては、ビジネスフロー
の多くが当たり前のように当社グループの
サービスを前提としている未来̶言い換
えると、ビジネスパーソンが毎日、当社グ
ループの何かしらのサービスを使っている
こと、そしてそれが便利であるとも思わず、
当たり前の状態になっていることが挙げら
れます。
　例えば、Sansanのルート検索を使って
訪問先企業へ移動しながら、Contrac t 

OneやBill Oneでその会社との契約状況や
取引関係を確認し、Sansanの企業データ
ベースで、最新のニュースや業績、同僚との
接点情報等を調べ、対面したら、Sansan

やEightのデジタル名刺交換で複数名との名
刺交換を瞬時に済ませ、スムーズに本題に
入るような世界です。
　事業領域の拡大に伴い、当社グループが
取り扱うビジネスデータの種類や量は、大
幅に増加しました。一例として挙げた前述の
未来の実現に向けては、単一のアナログ情
報から単一のビジネスデータを生成し整理・
活用するのみならず、多種多様かつ膨大な
ビジネスデータを有機的に連携させた革新
的なサービスやデータ活用の機会を提供す

ることが必要であると考えています。そし
て、そこに人や企業の出会いを重ね、当社グ
ループならではの提供価値を最大化していく
こと、これらが｢ビジネスインフラになる｣未
来を実現し、さらなる事業成長を遂げるため
には重要であると捉えています。
　具体的には、営業DXサービス｢Sansan｣
では、企業や人に関するさまざまな情報や、
自社との接点情報等を有効に活用できる機
能を提供しており、ユーザー企業における営
業生産性の向上や収益の最大化に貢献して
います。インボイス管理サービス｢Bill One｣
では、一連の経理業務において活用できる
データを生成・整理することで、煩雑な業務
の効率化に大きく貢献しています。また、契
約データベース｢Contract One｣では、契
約情報を正確にデータ化し、そこから読み取
れる相手企業との契約内容や取引履歴、関
係性等を全社で活用できる機能を提供して
います。これまでは、各サービスに閉じた形
で、有効にデータ活用ができる機会を提供し
てきましたが、中長期的には、サービス間で
連携してデータ活用ができる機会を提供す
ることで、サービスや保有するデータの価値
を、飛躍的に高めていくことを目指していき
ます。

めることが可能となります。
　このようなデータ連携を進めて、最終的
に全てのサービスを意味ある形でつなげるこ
とができれば、当社がビジョンとして掲げ
る、ビジネスインフラとしての価値を提供で
きるものと考えています。また、それは、私
たちが社会に提供すべき本質的な価値にも
つながります。紙の名刺や請求書といった出
会いやその結果をデジタル化し、活用する
ことでイノベーションを生み出し、未来につ
なげ、価値あるものに変えていく。当社グ
ループのサービスが全ての企業やビジネス
パーソンにとって当たり前の存在となり、遠
く先の未来でもビジネスの成長を支え続け
るインフラとして機能することを目指していき
ます。
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サステナビリティの取り組み
事業活動を通じた社会課題解決への貢献が持続可能な社会の構築に寄与し、ひいては当社グループの持続可能な成長や企業価値向上につながるものと考えています。
事業環境や経営状況、事業ステージ等を考慮した上で、全てのステークホルダーとの協働・連携を通じ、サステナビリティの実現に向けた各種活動を推進します。

　当社は、環境・社会・ガバナンスの面で、
当社グループが優先的に取り組むべきマテ
リアリティ（重要課題）を特定し、各マテリ
アリティに対して、2030年5月期における

定量的な目標を設定しています。また、それ
ぞれに対して当社取締役をマテリアリティ
オーナー（責任者）に任命し、その監督の下
で対応方針や取り組み内容を検討していま

サステナビリティにおけるガバナンス す。検討内容を含む、サステナビリティの実
現に資する事項については、取締役会が毎
年報告を受けて監督しており、重要事項に
ついては、取締役会で審議し、決定してい
ます。また、サステナビリティ対応における
リスク等については、経営や事業に重大な

影響を及ぼすリスク等と同義、あるいは密
接な関係にあると捉えており、分析や把握
については、全社的なリスク管理の一環と
して実施しています。

SASB（Sustainability Accounting Standards 
Board）スタンダードやSDGs（持続可能な開発目標）に
おけるゴール、ターゲットといった国際ガイドラインや原
則を参照し、当社グループの業態に鑑みて候補となり得
る項目を全て列挙しました。その上で、当社取締役や一
部の機関投資家とESGをテーマにした議論の場を設け、
そこで得た意見やフィードバックを反映し、当社グループ
に関連性が高いマテリアリティ候補を選定しました。

マテリアリティ候補の選定

特定プロセス

1

特定プロセス①で選定した各候補について、取締役会
に報告の上で、これらの中から、当社グループにおける
マテリアリティを選定することで合意しました。選定の
方法として、｢持続可能社会を実現する上での社会（ス
テークホルダー）にとっての重要性｣と、｢当社グループ
がビジョンの達成や事業成長を実現する上での重要
性｣の2軸の観点で、社外取締役を含む全取締役が個
別に評価し、その集計結果を基に議論を行うこととしま
した。

各候補の重要性評価

特定プロセス

2

特定プロセス②における評価結果を集計し、取締役
会に報告の上で、それぞれの重要度や内容に関する
議論、審議を行い、5つの分野に整理される10のマテ
リアリティを特定しました。また、その後、それぞれ
のマテリアリティに対する責任者を任命した上で、
2030年5月期における定量目標を設定し、取締役会
で議論・審議の上で、決定しました。

取締役会での議論・決定

特定プロセス

3

マテリアリティの特定 2022年の取締役会でのマテリアリティの特定は、次のプロセスに基づいて実施されました。
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サステナビリティの取り組み

重要分野（ 5）重要分野（ 4）重要分野（ 2）重要分野（ 1 ） 重要分野（ 3）

事業活動を通じた
自然環境の保全

急速な事業成長を支える
強固な経営基盤の確立

革新的なDXサービスで
働き方を変革

セキュリティと
利便性の両立
利便性を確保した上で、全従業員を
対象としたデータプライバシーの保
護や情報セキュリティ対策を講じ、
安全性の高いサービス提供を安定的
に行います。

人材の多様性を尊重し、
イノベーションを生み出す

DXの推進やペーパーレス化の支援、
環境に配慮したサービスの導入等、
事業活動を通じて気候変動問題への
対応に取り組むことで、自然環境の
保全を推進します。

コーポレートガバナンスの強化やコン
プライアンスの徹底により、事業成
長を支える経営基盤の強化を推進し
ます。

出会いの力でビジネスの課題解決に
つながるイノベーションを生み出すた
め、多様性に富んだ全ての人材が活
躍できる機会の創出や環境の整備を
推進します。

ビジネスインフラになるべく、当社の
強みであるデータ化技術を活用し、
社会・経済の生産性を大きく向上さ
せる革新的なDXサービスの開発・提
供に取り組みます。

マテリアリティオーナー
取締役／執行役員／CIO*1／
CISO*2／DPO*3／技術本部 本部長／
Eight事業部 事業部長 
塩見 賢治

取締役／執行役員／
COO*4

富岡 圭

取締役／執行役員／
CHRO*5

大間 祐太

取締役／執行役員／
CFO*6

橋本 宗之

代表取締役社長／
CEO*7／CPO*8

寺田 親弘

マテリアリティ

安全かつ安定的な
インフラサービスの提供

1

データプライバシーの
保護と情報セキュリティの徹底

2

生産性向上に寄与する
DXサービスの推進
革新的な
ビジネスインフラの創造

人材の採用・育成・活躍推進
ダイバーシティ・エクイティ＆
インクルージョンの推進

コーポレートガバナンスの強化
コンプライアンスの徹底

気候変動問題への対応
自然資源の効率的活用

3

4

5

6

7

8

9

10

マテリアリティオーナー

マテリアリティ

マテリアリティオーナー

マテリアリティ

マテリアリティオーナー

マテリアリティ

マテリアリティオーナー

マテリアリティ

マテリアリティの内容 5つの分野に整理される10のマテリアリティを特定し、それぞれに対して取締役をマテリアリティオーナーに任命しています。

*1 CIO（Chief Information O�cer）：最高情報責任者 *2 CISO（Chief Information Security O�cer）：最高情報セキュリティ責任者 *3 DPO（Data Protection O�cer）：データ保護責任者 *4 COO（Chief Operating O�ce）：最高執行責任者 *5 CHRO（Chief Human Resources O�cer）：最高人事責任者 *6 CFO
（Chief Financial O�cer）：最高財務責任者 *7 CEO（Chief Executive O�cer）：最高経営責任者 *8 CFO（Chief Product O�cer）：最高プロダクト責任者

0 1 価値創造ストーリー 02 価値創造に向けた戦略 03 価値創造の基盤 データ

027統合報告書 2024



サステナビリティの取り組み

　2023年の取締役会において、
各マテリアリティに対する評価指
標と2030年5月期における定量
目標を決定しました。サステナビ
リティ対応については、より長期
的な視点で捉え、野心的な目標
を設定した上で、毎期振り返りな
がら各種施策に取り組むことが
重要であると考えており、進捗状
況を定量的に分析できるようにし
ています。

マテリアリティの2030年目標と取り組み状況

*1 当社単体の目標・実績を記載しています *2 Unipos株式会社が提供するピアボーナス®を軸とする全従業員参加型のプラットフォームサービスを利用しています *3 GHG（Greenhouse Gas）：温室効果ガス *4 スコープ1は、当社が所有するオフィスや設備において直接排出されたGHG排出量
を集計しています。スコープ2は、各オフィスにて購入した電力や熱エネルギー等の使用を通じて間接的に排出されたGHG排出量を集計しています

重要分野( 1 ) 重要分野( 2 ) 重要分野(3 ) 重要分野(4 ) 重要分野(5 )

 評価指標
重大な

インシデント
発生件数

個人情報保護士の
資格取得率

当社サービスでの
アナログ情報の
デジタル化件数

当社サービスの
利用者数

リファラル
採用比率

Unipos*2

投稿率

女性
管理職
比率

女性
従業員
比率

女性
取締役
比率

重大な
コンプライアンス
違反件数

コンプライアンス
関連の
研修受講率

GHG*3 排出量
スコープ1+2*4

当社サービスにおける
ペーパーレス機能の

利用件数

2030年5月期
長期目標*1

0件 80％以上の維持 5億件 2,000万人 35％ 80％ 30％
以上

45％
以上 30％以上 0件 100％ カーボン 

ニュートラル 1.2億件

2024年5月期
 実績*1

 (前年同期比)

0件
(－)

86.7％
(-1.3pt)

2.4億件
(+27.5％)

789万人
(+37.7％)

10.3％
(-2.7pt)

58.1％
(-1.5pt)

17.8％
(－)

36.7％
(+1.8pt)

22.2％
(－)

0件
(－)

100％
(－)

999t-CO2

(+17.4％)
0.1億件

(+44.0％)

主な施策

セキュリティと
利便性の両立

→P074 情報セキュリティ

情報の取り扱いや保護を経営の
最重要項目に位置付け、
あらゆる施策を全役職員で実施
入社前の案内や
社内研修を通じた、
個人情報保護資格への理解浸透

革新的なDXサービスで
働き方を変革

人材の多様性を尊重し、
イノベーションを生み出す

急速な事業成長を支える
強固な経営基盤の確立

事業活動を通じた
自然環境の保全

1
安全かつ安定的な
インフラサービスの提供
データプライバシーの保護と
情報セキュリティの徹底

2

3
生産性向上に寄与する
DXサービスの推進
革新的な
ビジネスインフラの創造

4

5
人材の採用・育成・
活躍推進
ダイバーシティ・エクイティ＆
インクルージョンの推進

6

7 コーポレートガバナンスの強化

コンプライアンスの徹底8

9 気候変動問題への対応

自然資源の効率的活用10

→P030 特集：サービスが生み出す
   社会的価値
→P044 事業別戦略

サービスの販売力強化に向けた
営業体制の強化
サービスの需要喚起を目的とした
マーケティング活動の強化
新機能の追加や既存機能の
アップデートによるサービスの
利便性向上

→P005 CEOメッセージ
→P076 地球環境

GHG排出量の削減に向けた
各種取り組みへの着手・強化
当社サービスにおける
デジタル情報活用機能の拡充、
利便性の向上

→P035 CFOメッセージ
→P082 コンプライアンス
→P084 コーポレートガバナンス

取締役選任方針の適切な
見直しや、女性執行役員比率の
向上等による母集団の形成
全役職員に対する
コンプライアンス教育・啓蒙の徹底

→P055 CHROメッセージ
→P059 人的資本

リファラル採用比率向上に
向けた社内イベント及び
キャンペーンの強化
Uniposの利用促進と
定着化に向けた
全社文化浸透のための企画実行
女性管理職比率向上に向け、
多様なロールモデルの
創出と研修の強化
女性従業員比率向上に向け、
多様な社員の
活躍状況の広報強化と
ライフイベント支援施策の実施
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ステークホルダー お客様  株主・投資家 取引先・パートナー 従業員 地域社会・NPO

取り組みの
概要

お客様に、安心・安全なサー
ビスを安定的に提供し、課
題解決につながる新しい価
値提供を継続できるよう努め
ています。

株主の皆さまの期待に応える
べく、正確かつ公平な情報開
示のほか、双方向での対話が
可能な機会の積極的な創出
等に取り組んでいます。

公平・公正な取引の下、取引
先やパートナーと適切な連
携関係や情報管理体制を構
築し、安心・安全なサービス
提供に努めています。

ミッションやビジョンの実現
に向け、多様性に富んだ従
業員が活躍できる機会や環
境の整備に努めています。

「これからのために、今から
できることを」をコンセプト
に、地域社会の一員として、
本業を通じた社会課題の解
決、共通価値の創造に取り
組んでいます。

主な
取り組み例

サステナビリティの取り組み

　株主との対話全般については、IR担当部署が原則対
応することとした上で、合理的な範囲でCEOやCFO、
その他事業責任者も対話に臨んでいます。建設的な対
話の実現に向けて、IR担当部署は社内各部署及びグ
ループ会社と連携し、意見交換や情報取集を定期的に
行う体制を構築しているほか、自社の株主構造の把握
のため、株主名簿に基づく実質株主の判明調査を行っ

ています。そのほか、CEO及びCFOを話者とする、ア
ナリスト・機関投資家向けの決算説明会や個人投資家
向け説明会を定期的に開催し、当社ホームページ上で
当該情報の開示を行っています。これらの対話を通じ
て把握した株主の意見や懸念については、IR担当部署
が取りまとめた上で、適宜取締役会へ報告し、関係各
部署と対応を協議しています。

　2024年5月期においては、複数のカンファレンスへ
の参加や、CEO、CFO及びIR担当部署による海外機
関投資家の直接訪問、双方向での対話が可能な説明
会の新規創出等、積極的なIR活動を行いました。この
結果、2024年5月期における機関投資家・アナリスト
との対話件数は、国内機関投資家121件、海外機関投

資家242件、証券会社アナリスト38件の合計401件と
なりました。また、このほかにも、機関投資家・アナリ
スト向けの説明会として、決算説明会を4回、CEO
ミーティングを1回、集中的な事業説明の場であるIR 
Dayを1回開催したほか、個人投資家向けの説明会を2
回開催しました。

ステークホルダーエンゲージメント

株主・投資家との建設的な対話に関する方針 2024年5月期の主なIR活動実績

　持続的な事業成長や企業価
値の向上を目指していく上では、
さまざまなステークホルダーの
皆さまとのエンゲージメントを通
じて、当社グループに対する期
待や懸念、要望等を的確に把握
し、経営や事業活動に反映して
いくことが重要であると考えてい
ます。このような考え方の下、ス
テークホルダーの皆さまとの信
頼関係や協働関係の構築に向
け、各種取り組みを積極的に推
進しています。

カスタマーサクセス部による
日常的なサポート

ホームページやソーシャル
メディア等を通じた情報発信

各種イベントやセミナーの開
催

サービスのお問い合わせ窓
口の設置

統合報告書の発行

株主総会や決算発表、
適時開示等を通じた情報発信

機関投資家及び個人投資家
向けの各種説明会の開催

IRお問い合わせ窓口の設置

購買等に関する業務規程の
整備

購買活動を通じた
日常的なコミュニケーション

コンプライアンス・
リスクチェックの徹底

業務委託先の安全管理

各種社内制度・相談窓口の
整備

全従業員参加型の企業理念
に対する議論や見直しの機
会設定

エンゲージメントサーベイの
実施

研修やセミナーの実施

こどもめいしプロジェクト

Sansan for NPO

Scan for Trees

よいこ for CSR

日本承継寄付協会 
Will for Japanプロジェクト
支援

神山まるごと高専支援

0 1 価値創造ストーリー 02 価値創造に向けた戦略 03 価値創造の基盤 データ
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私たちの創出する社会的価値とは

　｢出会いからイノベーションを生み出す｣。私たちは創業以
来、ミッションに向き合い、成長を遂げてきました。私はCOO
として、ミッションの実現を当社の売上・利益の成長に結び付け
ることにこだわってきました。
　私たちが社会に生み出す価値にはさまざまなものがありま
す。その1つは、世の中をより良くするイノベーションを創出する
ことです。イノベーションは、多様なアイデアをもった人と人と
が出会うことから生まれます。当社の提供するサービスを通じ
て、これまで気付き得なかった出会いがあることに気付くことが
できる。出会うべき人と出会える。これはまさに、｢出会いから
イノベーションを生み出す｣というミッションそのものです。
　またもう1つ、大きな社会的価値を生み出しているのが、サー
ビスを通じて、ビジネスパーソンや企業・組織の価値創出を後
押しすることです。社会には多様な課題が山積しており、各企業
や公的機関等の組織、そこで働くビジネスパーソンらが日々、
それぞれの認識する課題の解決に向き合っています。こうした
社会課題の解決に取り組む際に阻害要因となっているのが、い
わゆる｢ムダ｣です。当社のサービスは、アナログな業務の中に
ある｢ムダ｣をデジタル化することで排除していく思想で開発し
ています。サービスを通じて、ビジネスパーソンの限りある時間
を、より価値ある業務に使えるようにして、社会にイノベーショ
ンを生み出すことを後押しする。そうした価値貢献もあります。

当社サービスが社会に提供する価値は、アナログ情報のデジタル化を通じて、社会全体の生産性を大きく向上させていくことであると考えています。
また、革新的なサービスであり続けることで、ビジネスにおけるインフラとして機能していくことも、当社グループが提供すべき価値として捉えています。

サービスが生み出す社会的価値

富岡 圭
取締役／執行役員／COO

ミッションを通じて
社会的価値を生み出す

特 集
0 1 価値創造ストーリー 02 価値創造に向けた戦略 03 価値創造の基盤 データ
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働き方を変革する

事業成長でインパクトをもたらす

　当社サービスの生み出す価値が、社会に伝わり、広がってい
ることを私が実感するのは、やはり、新規顧客の獲得や既存顧
客の契約更新があった時です。これら1つひとつが積み重なる度
に、素直にうれしく感じます。しかし、その広がりが日本だけに
閉じていては、私たちが真に社会にイノベーションを生み出して
いるとは言えません。その意味で、海外のお客様にも当社サー
ビスをご利用いただけているシーンを目にすると、価値の広がり
をより強く実感できます。
　2024年5月期で特に印象深かったのが、株式会社竹中工務
店様のタイの現地法人でBill Oneを導入いただけたことです。
タイでは、日本以上に紙や手書きサインの文化が根強く残って
おり、業務上のほとんどの書類が紙でやり取りされています。竹
中工務店様のタイ現地法人では、これまで建設工事を進める各
現場に経理担当者を常駐させ、資材供給や運送等の多種多様
な取引先から受け取る紙の請求書を、現場で管理・処理してい
ました。
　私自身も当社スキャンセンターで受け取る、同社の月に
2,000件以上もの紙の請求書を仕分けする作業を視察しました
が、フォーマットも統一されていない中での大量の請求書の管
理・処理は、現場に相当な手間と負荷をかけており、これまで

のアナログな処理のままでは、人的ミスが発生しやすいという
課題が生じていました。私は、その大量の請求書の束がBill 
Oneによってデータ化されていくという、お客様にとって初めて
のシーンに立ち会ったのですが、それはまさに、当社サービス
が社会的価値を生み出す瞬間だったように思います。当初は、
過去の業務フローや習慣を変えなければならないことへの心理
的な抵抗もありましたが、導入までに複数回の研修会を開催す
る等、準備を進めました。そして、一度利用しさえすれば、元の
紙ベースでの請求書のやり取りに後戻りしたいとは思えなくな
る。そのようなイノベーションが起きました。
　社会に価値を生み出すプロセスは、このように一歩一歩、お
客様も含めて皆で突破していくことが大事だと思います。そし
て、この地道なプロセスを経ることで、初めて、当社サービスが
｢ビジネスインフラ｣として社会に定着・浸透していくのだと感じ
ています。

　革新的なDXサービスを通じて人々の働き方を変革させていく
ことは、当社が向き合う重要分野の1つです。当社では、この分
野におけるマテリアリティ（重要課題）に関して、2030年5月期
までに、｢当社サービスでのアナログ情報のデジタル化件数5億
件｣｢当社サービス利用者数2,000万人｣の2つの目標を掲げて
います。
　アナログ情報のデジタル化は、創業以来、当社が培ってきた
最も強いコアコンピタンスです。依然、紙ベースでのアナログ業
務が社会に多く残る中で、私たちのDXサービスは、どれだけ
｢ムダ｣を排除でき、業務効率化に貢献できたのか、ビジネス
パーソンが本来向き合うべき業務に時間を使えるよう貢献でき
たのか。それを測る分かりやすい指標として、アナログ情報の
デジタル化件数を設定しました。同時に、どれだけ多くの人が

デジタル化によって業務効率化を図れたのかという視点から、
当社サービス利用者数も指標に設定しました。
　2024年5月期は、当初想定した以上に進捗が見られ、デジタ
ル化件数は2.4億件、サービス利用者数は789万人と、悪くない
数値を出せたと評価しています。残り6年間での目標達成は、引
き続きチャレンジングではあります。しかし、サービス利用者数
を増やし、事業が成長した結果、当社の企業価値が向上してい
るのであれば、自信を持って社会に価値を生み出していると断
言できると思います。

　昨年の統合報告書では、事業戦略を｢最適化から最大化へ｣
と転換したことをお話ししました。2024年5月期は、各サービス
とも最大化に向けてしっかり前進したと評価しています。
　今後、Sansanは、企業情報データベースを拡充すること
で、営業DXサービスとしての認知を広げていきます。また、将
来的には、海外でも企業情報データベースを軸に営業DXサー
ビスへと進化させたいと思います。Bill Oneは、国内では請求
書の｢受領｣｢発行｣、そして法人カードを軸にした｢経費精算｣
の3本柱で、月次決算を加速させるサービスへと昇華させると同
時に、海外では、会計制度や商習慣等の各国・地域の特性・
ニーズに対応したソリューションとなることを通じて旺盛な需要
を取り込み、成長加速を図ります。Contract Oneは第2のBill 
Oneと言えるような成長を目指します。また、それに続く新サー
ビスについても検討していきます。
　これからも当社事業を着実に成長させ、その結果として、定
性・定量の両面から社会にインパクトを生み出していきたいと思
います。

富岡 圭
取締役／執行役員／COO

不可逆なビジネスインフラになる

0 1 価値創造ストーリー 02 価値創造に向けた戦略 03 価値創造の基盤 データサービスが生み出す社会的価値特 集
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全社を横断する顧客データベースの構築 デジタルマーケティングのための基盤構築

株式会社神戸製鋼所 株式会社静岡銀行

　同社はSansanを導入し、Salesforce[1]と組み
合わせることで、全社横断の顧客データベースを構
築し、さまざまな業務における工数削減とデータ活
用によるDX推進に成功したユーザー企業です。
　同社では、顧客情報の管理が属人的になってい
たことで、必要な情報にすぐにアクセスできない
ケースが多発していました。そのため、多くの取引
で培った人脈という資産を全社で有効活用するため
には、顧客情報を網羅するデータベースと、それを
効果的に使える環境の整備が必要となっていまし
た。また、営業施策の一環として行っていた顧客へ
のメールマガジンの配信が効果的にできていなかっ
たという課題もありました。
　Sansanをトライアル導入し、利用する社員にヒ
アリングした結果、使いやすさや文字認識の精度が
好評であったことに加え、名刺管理業務等で年間
約4,000時間の工数削減効果が見込まれたことか
ら、全社導入に至りました。メール配信について
も、これまでは宛先にアドレスを1件1件入力するこ
とが必要でしたが、Sansanに備わった機能を活用
することで、その作業工数が削減されたほか、メー

　株式会社静岡銀行は、Sansanを導入することで
顧客データベースを整備し、また他部署や上司の人
脈を活用できる環境を構築したことで、生産性を向
上させながら、デジタルマーケティングの効果拡大
に成功したユーザー企業です。
　同行の課題の1つは、顧客情報の管理やコミュニ
ケーションが属人的であることでした。そこで
Sansanの全行導入を決定し、データ化された名刺
情報をスマートフォンで確認できる環境を整備し
て、業務の効率化と営業力の強化を図りました。ま
た、デジタルマーケティングを行っていくための顧
客データベースを整備するという狙いもありました。
　Sansanの導入後は、名刺情報を行内で共有する
ようになり、担当者レベルでの「人対人」のつながり
を可視化できるようになったことで、他部署や上司
の人脈等を営業活動に活かせるようになりました。
さらに、1人当たり月に15分ほどかけていた、紙の名
刺を探したり整理したりする工数を削減することが
できました。加えて、データ化した名刺の枚数は
Sansan導入から1年4か月で30万枚を超え、  
アプローチできるメールアドレスの数は約10倍にな

ル送付後も、開封率等のデータをSansan上で閲
覧することができるようになりマーケティング業務
においても役立っています。そのほか、営業に行く
前に、訪問先の企業情報や最新のニュース、過去
のコンタクト歴等の必要な情報を効率的に集められ
るようにもなり、より組織力を活かした営業活動を
行うための基盤整備につながりました。

りました。
　Sansanの導入によって、これまで足で稼ぐスタイ
ルで獲得してきた、属人化していた情報をデータ化
し、デジタルマーケティングに活用できるようにしたこ
とは、今後につながる大きな成果となりました。同行
は、次のステップとして、デジタルマーケティングの手
法を通じて、確度の高い見込み顧客をどのように見極
めていくのか検討することに取り組んでいます。

CASE_1 CASE_2

Sansanが提供する社会的価値

サービスが生み出す社会的価値特 集

[1] Salesforceは、Salesforce, Inc. の商標であり、許可の下で使用し
ています。
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請求書のスキャンをなくすことによる請求書業務の効率化 紙の請求書処理におけるミスや非効率な業務の削減

株式会社 明治 株式会社ユニオン

　株式会社 明治は、Bill Oneの導入によって、紙
の請求書をスキャンするために必要な月900時間分
の工数を削減し、請求書関連業務を効率化するこ
とで、会社全体の生産性向上を実現したユーザー
企業です。
　同社では、会社全体の生産性向上を目指して、
会計システムの刷新や経理関連証憑類の完全ペー
パーレス化を行ってきましたが、ひと月に社内で扱
う請求書約2万枚のうち、1万5,000枚が紙の請求
書であり、そのスキャン作業に想定以上の工数がか
かるという問題が発生していました。その工数を実
証実験等によって推計すると、全社規模で月900
時間にも上っていました。この課題解決に向けて
Bill Oneを導入した結果、紙の請求書のうち、約
70％がBill Oneを通じて受け取れるようになり、ス
キャン工数を大幅に削減できました。
　また、以前は、請求書を受け取る各現場担当者
が請求書を管理していたものの、テレワークが普及
したこともあり、担当者が出社しておらず請求書が
確認できないケースや、逆に、メールや郵便物の確
認、請求書への押印のためだけに担当者が出社し

　株式会社ユニオンは、Bill Oneを導入すること
で、紙の請求書の処理漏れや二重支払いといったミ
スのほか、原本管理における非効率な業務の削減
に成功したユーザー企業です。
　同社は、取り扱う請求書のほとんどが紙である
ために、非効率な作業が多く発生しているという
課題を抱えていました。また、業務フローとして、
社内の規定フォーマットである支払依頼書に手書
きした上で承認の押印をもらい、提出していたた
め、その提出を忘れてしまったり、上長が不在で
押印がなされずに期限を過ぎてしまったりと、処
理漏れも発生していました。加えて、メールで受領
していた一部の電子請求書を紙に出力して処理し
ていたことから、処理済みであるにもかかわらずも
う一度出力してしまい、二重に支払ってしまうリス
クもありました。
　Bill One導入後は、オンラインで請求書の受領や
ステータス管理ができるようになったため、業務フ
ローが効率化され、これらのリスクは減少しまし
た。また、請求書のファイリング作業が大幅に減っ
たことも導入効果として挙げられます。以前は、約

なければならないといったケースが生じていまし
た。Bill Oneを導入した後は、グループ化機能を利
用することにより、メンバー間で請求書の情報やス
テータスを共有できるようになりました。
　Bill Oneの活用等により、経理業務全体の効率
化を進めたことで、ペーパーレス化や業務時間の大
幅な削減が実現できた同社は、現在、より本質的
な業務に集中できるような環境の構築や適切な人
員配置に取り組んでいます。

300枚の紙の請求書を原本として保管するため、全
てをひもで綴ってファイリングする作業が発生して
いましたが、現在はBill One上で保管できるため、
紙の請求書を原本として扱うケースを大幅に減少さ
せることができました。加えて、課題であった請求
書の紛失や処理漏れのリスクをなくすことができた
ほか、社内の規定フォーマットに記入する工数がな
くなったことで、社員の生産性向上にもつながって
います。

CASE_1 CASE_2

Bill Oneが提供する社会的価値

サービスが生み出す社会的価値特 集 0 1 価値創造ストーリー 02 価値創造に向けた戦略 03 価値創造の基盤 データ
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価値創造に向けた戦略
第2章では、新たに掲げた中期財務方針を掲載した上で、その目標達成に向けた財務戦略や

事業別の戦略、直近の実績について、CFOや各事業責任者のメッセージを交えて説明してい

ます。また、CHROメッセージとともに人的資本に対する取り組みを紹介しているほか、研究開

発の施策について掲載しています。さらには、特集企画として、当社グループの海外展開状況に

ついてまとめています。
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2024年5月期の振り返り

　2024年5月期を一言で総括すると、非常に良い1年だったと評
価しています。昨年の『統合報告書2023』で、私は会社全体が
成長加速に向けて非常に良い状態にあると申し上げましたが、
当期の業績は期初に立てた計画を、売上高、調整後営業利益[1] 

ともに余力をもって達成することができました。
　2024年5月期の1年間の売上成長については前年同期比
28.0％増～32.0％増のレンジで見通していました。しかし、実
績は前年同期比32.8％の増収となる338億78百万円となり、
M&Aによる新規連結分を除いたオーガニックでの成長率も
30.2％と、当初想定レンジの上限を超えた成長を達成しまし
た。ARR[2] も前年同期から30.9％増の332億70百万円と好調に
伸長しました。調整後営業利益は、売上高の大幅な伸長を背景
に、前年同期比81.5％増の17億9百万円となりました。期初の見
通しに対しても、レンジの中央値を上回る実績となりました。成
長戦略として当期は積極的に人員採用を進めた結果、人件費は
前年同期比36.2％増と売上高成長率を上回るスピードで拡大し
ましたが、広告宣伝費の増加率が19.0％増に留まったことか
ら、調整後営業利益率としては、前年同期から1.3pt改善の
5.0％となりました。
　親会社株主に帰属する当期純利益は、純損失を計上した前年
同期から大幅に改善し、9億53百万円（前期は1億41百万円の損
失）となりました。経常利益が大きく増益となったことに加え、
投資有価証券評価損980百万円を計上した前年同期に比べ特
別損失の額が減少し、法人税等調整額を計上したこと等が主要
因です。業績面は、資本市場からご期待いただいていた結果を
しっかり達成できたと思います。また、社員のモチベーション
等、会社全体の雰囲気もとても良い状況にあり、総じて満足の
いく1年間だったと評価しています。

売上・利益成長の
確度が高まり
強固な体制で新たな
フェーズに向かう

橋本  宗之
取締役／執行役員／CFO

CFOメッセージ

[1] 営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費）
[2] ARR（Annual Recurring Revenue）：年間固定収入
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に拡充する領域・機能の業績貢献は、これからになります。
2024年5月期に積極的に人材の採用を進め、新たに加わった
人材が今後戦力として立ち上がってきますから、新機能を揃え
たBill Oneを、より強固な営業体制を通じて展開していくこと
で、ますます成長が期待できると考えます。
　そのほか、2023年5月期にグループ化したクリエイティブサー
ベイ社がしっかりと通期で業績貢献したほか、契約データベース
｢Contract One｣についても着実に契約件数が増加しました。

　2025年5月期の売上高については、Sansanが前年同期比
16.0％増～17.0％増、Bill Oneが同60.0％増～70.0％増、
Eightが同32.0％増～38.0％増を見込み、全体では前年同期か
ら27.0％～30.0％の増収となる430億26百万円～440億42

百万円のレンジを見込んでいます。
　調整後営業利益は、前年同期から76.2％～157.6％の増益と

2025年5月期の業績見通し 「中期財務方針」の公表と位置付け

　2024年5月期は、売上最大化に向けて人員の増強もアグレッ
シブに進めてきました。営業DXサービス｢Sansan｣は、当初想
定していた以上に増員の効果を出すことができ、契約件数の伸
長が、堅調な売上成長に結びつきました。従来の名刺管理サー
ビスから脱却した営業DXサービスとして、サービス内容につい
ても進化を続けているほか、人的資本の投下に対するリターン
も実現することで、着実に事業成長を続けています。
　名刺アプリ｢Eight｣については、前期第4四半期に、初めて
四半期ベースでの黒字化を達成し、当期は、通年での黒字化を
ターゲットとしてきました。サービス内容についても、収益性に
焦点を当てて選択と集中を行い、フォーカスを強める領域とそう
でない領域とを明確化しました。そうした事業運営に移行したこ
とも寄与し、当初の期待通り、サービス開始以降初めて、通期
での黒字化を果たしました。BtoBサービス、BtoCサービスとも
に堅調に成長していますが、Eightの中で名刺管理サービスを行
うEight Teamと、イベント事業が特に売上成長をけん引してお
り、Eightの事業全体としての土台もかなり整ったと思います。
　インボイス管理サービス｢Bill One｣については、2023年秋か
らのインボイス制度の施行対応に向けた追い風は確かにあり、
そこに向けた駆け込み需要もありました。2024年5月期のBill 

Oneの成長速度は年度後半にかけて多少鈍化しましたが、それ
でも、ポストインボイス制度の成長スピードは想定通りで、むし
ろこの1年を通して、追い風以上の成長を実現したとの感触があ
ります。Bill OneのARRは、期初目標に掲げていた70億円の水
準を上回る76億80百万円となり、直近12か月の平均月次解約率
も0.33％と極めて低い水準を維持しています。Bill Oneの展開
領域も、請求書の受領領域に加え、昨年からはBill Oneビジネ
スカードも始まりましたが、2024年6月以降はBill One経費、
Bill One発行とラインアップの拡充を進めました。これらの新た

なる30億12百万円～44億4百万円のレンジを見込んでおり、調
整後営業利益率としては、前年同期から2.0pt～5.0ptの改善を
見込みます。
　2025年5月期の主要コストに関しては、これまで通り人件費と
広告宣伝費の増加を見込んでいますが、上半期にかけて、本社
移転に伴う費用増も見込んでいます。主には移転関連費用や移
転前後での二重家賃等が発生する見込みですが、これらは
2026年5月期以降には発生しない性質のものになります。

　2024年5月期の決算発表のタイミングで、2025年5月期から
2027年5月期にかけての3年間の中期財務方針を公表しまし
た。2022年5月期の決算発表では、2023年5月期から2025年5

月期の3年間において、｢20％台以上の売上高成長率｣｢毎期の
調整後営業利益率の向上｣を目標とする中期的な財務目標を掲
げていましたが、公表から2年を経て、当初掲げていた目標をほ

各サービスの評価と課題 2023年5月期 2024年5月期 (ご参考)2024年5月期

通期実績 通期実績 前年同期比 Q4実績 前年同期比

売
上
高

連結 25,510 33,878 +32.8% 9,644 +31.5%

Sansan／Bill One事業 22,516 29,948 +33.0% 8,278 +31.7%

Eight事業 2,867 3,548 +23.8% 1,267 +24.5%

その他 198 519 +161.3% 140 +163.3%

調整額 -72 -137 － -42 －

調
整
後
営
業
利
益
* 1

連結 942 1,709 +81.5% 595 +227.3%

Sansan／Bill One事業 7,005 8,675 +23.8% 2,386 +32.0%

Eight事業 -170 314 － 321 +792.1%

その他 -36 -79 － -17 －

調整額*2 -5,856 -7,201 － -2,095 －

（百万円）

*1 営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費）
*2 報告セグメントに配賦していない全社費用の金額で、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費。2025年5月期第1四半期より、一定の規則に則り、各セグメントに配賦
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　今回の中期財務方針では、2027年5月期までの売上高CAGR
（年平均成長率）を22.0％～27.0％と公表しました。その結果、
2027年5月期の売上高は615億18百万円～693億96百万円と見
通しています。
　調整後営業利益率については、売上成長に必要な投資を実
行しながらも、これまで以上のスピードで成長を図り、2027年5

月期には18.0％～23.0％を目指します。当社が最重要視してい
る経営指標は、これまで通り売上成長率であることに変わりあ
りません。しかし、事業規模が拡大し、利益を安定して生み出
せる財務基盤となったことを踏まえ、利益率についても十分拡
大させていける土台が整ったと考えています。
　先述したように、これは当社が既存の延長線で事業運営を続
けた場合に達成できると見込む水準として開示したものです。
言い換えると、当社が今、いろいろと仕込んでいる新たな取り
組みは、業績見通しを上振れさせるための打ち手であり、新規
のサービス開発、Bill Oneの新領域、さらには潜在的なM&A

等はこの見通しの中に織り込んでいません。
　仮に、見通しが下振れる要因となり得るリスクを挙げるとした
ら、社員1人当たりの生産性が落ちることだと考えます。生産性
の維持は、仕組みで担保できる部分と、1人ひとりの意識の問題
の両側面があります。特に意識の部分は、人材採用をこれだけ
積極的に進め、陣容が急拡大していく中で、これまでの当社の
企業風土やカルチャーが薄れ、大企業病にかかってしまうと、
生産性が低下し得るリスクとなるでしょう。創業以来、大切にし
てきたミッションドリブンな企業のカルチャーや理念について
は、新たに当社に入社してくる全社員とも丁寧に共有し、継続的
な研修も実施しています。
　また、当社が成長を再加速していることが、優秀な人材の確
保にもつながっており、日々、会社全体のムードやモチベーショ

ぼ達成できる姿が見えてきたことが、今回の新たな中期財務方
針の発表に至った主な背景です。
　これまでの開示からさらに踏み込んで、具体的な利益水準に
ついても定量的に公表したことで、発表後、マーケットの皆さま
からは前向きに受け止めていただいたと感じています。これまで
資本市場でのコンセンサスとなっていた当社の3年間の成長の姿
と、私たちが｢3年間でこれくらいの事業成長、利益成長は達成
できそうだ｣と考えていた水準との間にかなりの乖離を感じてい
たので、今回の中期財務方針においては、より定量的に踏み込
んだガイダンスをお示しすることでそのギャップを埋める必要が
あると思っていました。加えて2024年5月期には、Eightがしっ
かりと通期での黒字化を実現し、インボイス制度施行後のBill 

Oneについても成長継続の形が見えてきました。これまで以上
に業績見通しが立ちやすくなったことも、定量的な利益ガイダ
ンスを含めた財務方針の公表を後押しする要素となりました。
　また、私たちがこの3年間の数値目標を｢中期財務方針｣と呼
称していることにも理由があります。ほかの上場企業等で発表
されている｢中期経営計画｣は、中期で注力する事業戦略がまず
あって、その戦略を基に数値を積み上げることで目標数値が策
定されているケースが多いと思います。しかし私たちは、中期的
な数値を公表することで事業戦略やアクションを変えることは
なく、むしろこの財務方針で示した数値は、これまでの事業方
針でこのまま進めていくと、3年後にはどのくらいの売上・利益
が出るかという目安を示したに過ぎません。また、売上成長率
を最大化するために常に最適な投資配分を検討・実行していく
ことから、事業毎に数値を積み上げて策定したものではないの
で、事業別の内訳はありませんし、社内において事業管理用に
使うものでもありません。一般的な｢中期経営計画｣と混同され
ることのないよう、呼称を｢中期財務方針｣とし、その上で、社内
においては、ここで示した数値ラインよりは、はるかに高い目標
数値を掲げて、その達成を目指しています。

ンが良くなっていることを実感しています。新たなものを生み出
していこうという挑戦意欲や、既存のものをさらに改善していこ
うという機運にあふれており、現状のステータスから、このリス
クが発現する可能性は非常に低いと考えています。

　当社の主要サービスは、売上高成長率、調整後営業利益率
のフェーズがそれぞれ異なります。
　Sansanは、2024年5月期には、当社売上全体の68％を占め
ています。その売上高成長率は、2023年5月期の15.0％増から
さらに加速し、当期は15.6％増となりました。調整後営業利益
率（本社経費等配賦前）は52.1％と高い収益力を実現していま
す。2025年5月期においても売上成長は16.0％増～17.0%増とさ
らに加速を見込んでおり、売上成長率の加速に伴って、調整後
営業利益率もさらに高まると見ています。
　ここ数年、急成長を遂げてきたBill Oneは、2024年5月期に
当社全売上高の18％を占める規模になりました。当期の売上高
は、前年同期比155.5％増に拡大しています。しかし今後は、規
模が大きくなることに伴って、同水準の成長率を維持するのは
難しくなり、よりモデレートな成長率になっていきます。サービ
ス開始から間もない現時点では、収益化に至っていませんが、
年度が進捗するにつれて収益率が高まっていくと見込んでいま
すので、できるだけ早期に黒字化を実現したいと思います。
2023年に開始したBill Oneビジネスカードも着実に伸長してい
ます。当社のバランスシートも強固になってきているため、現時
点で資金調達の必要性はありませんが、一刻も早く、資金調達
を検討するようなステージにまで規模を拡大させたいと思ってい
ます。　
　当社売上全体の10％を占めるEightは、当期の売上高成長率
は前年同期比23.8％増と、期初公表したガイダンスを大きく上

売上成長に対するリスクと機会

事業ポートフォリオ

CFOメッセージ 0 1 価値創造ストーリー 02 価値創造に向けた戦略 03 価値創造の基盤 データ
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活動が主軸であることに変わりありません。2024年5月期は、
とにかく人員採用に重点的にアセットを投下してきましたが、
2025年5月期は、採用した人材の育成に注力するフェーズと捉
えており、2024年5月期に比べると、よりモデレートな採用の実
行を予定しています。キャピタルアロケーションを判断する上
で、私たちが重視している指標は、｢営業人員1人当たり受注金
額｣等の人材の生産性や営業の効率性指標と、顧客のライフタ
イムバリューです。
　広告投資も引き続き投下していきますが、売上とインラインで
投下するのではなく、増加スピードはかなりモデレートになりま
す。人件費も広告宣伝費も、売上高に占める比率は今後下がっ
ていきます。
　また、M&Aや新規事業領域への出資等についても、引き続
き機会に応じて検討していきます。新規事業領域では、2020

年にグループ会社化した書き起こしメディアを手がけるログミー
社が、Eightの事業成長を後押しする等、既にシナジー効果を
創出しています。こうしたグループ企業も含め、事業基盤の整っ
てきた新規事業の中で、既に将来的な成長が期待できるという
感触を得ているものもあります。進捗を見ながら追加投資につ

回って着地しました。それでもこの1年間は通期での黒字化に向
けて、一部、選択と集中で縮小したサービスもあるため、以前
と比べるとこの成長率はやや控えめになりました。利益につい
ては黒字化を実現し、調整後営業利益率は8.9％となりまし
た。Eightについては引き続き、売上成長と収益性ともにさらな
る向上を追求できると思っており、2025年5月期は、前年同期
比32.0％増～38.0％増の売上成長を目指します。

　キャピタルアロケーションに関しては、将来的なキャッシュフ
ローの規模は見通しにくいところがあるものの、これまで以上に
収益力が高まってくることを前提に考えています。投資効率の高
い事業への成長投資を軸としながら、当期に開始した株主還元
の維持・拡大にも目配りをして資本を投下していく方針です。
　成長投資については、当期にEightが通期で黒字化を果たし
ているため、今後はSansan、Eightから創出されるキャッシュ
の一部を、高成長が続くBill Oneに投じていく形です。
　成長投資の具体的な中身については、人員の採用と広告宣伝

いても判断していきます。
　なお、現時点において、当社では特にM&Aや新規事業に対
して、投資枠を設けることはしていません。是々非々で、適切な
タイミングに必要だと判断した投資をしていけるよう、ある程度
の余力を残しながら、投資判断することとしています。
 

　当社は事業成長フェーズにあり、財務体質の強化に加えて内
部留保の充実を図り、事業拡大のための投資を強化していくこ
とが、株主の皆さまに対する最大の利益還元につながると考え
ています。この考えに変更はありません。
　2024年5月期は好調な業績結果となったことに加え、中期財
務方針で示したように、売上成長に向けた投資を継続しながら
も、利益成長を加速できる確度が高くなったことから、株主の
皆さまに対する還元が可能な財務状況になったと判断しまし
た。足元の株価動向やストックオプションの発行による株式の
希薄化率等も総合的に勘案し、株主還元の一環として、3億円
を上限に自己株式の取得を実施しました。
　当社の財務状況は総じてかなり強化されてきています。2024

年5月期は過去最高規模の人材採用を行い、そうした投資を踏
まえても、利益成長を確実に遂げ、手元のキャッシュも248億
円まで積み上がってきました。自己株買いの上限は3億円程度
と、まだ小規模な還元ではありますが、会社としての事業ポート
フォリオが確立してきて全体の収益性と見通しの確度が上がっ
たこと等から、今後も引き続き、機動的に自己株買いの実施を
検討していきます。中期的には、定量的な株主還元方針の開示
についてもお示ししたいと思いますし、中期的に当社の利益成
長ステージがさらに一段フェーズが変わった際には、配当を通
じた株主還元が実施できるようにしたいと思います。

*1 営業活動によるキャッシュフロー＋投資活動によるキャッシュフロー　*2 本社移転に伴う敷金の支出を除くと、フリーキャッシュフローは42億円（フリーキャッシュフローマージン：12.6％）
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キャピタルアロケーション

株主還元

営業
キャッシュフロー

フリー
キャッシュフロー*1売上高成長率

32.8% 54億円 23億円*2 
営業キャッシュフローマージン

16.2% 
フリーキャッシュフローマージン

6.8% 

キャッシュフローの創出
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酬を一部変更し、短期インセンティブ報酬としての業績連動賞
与と、個別報酬として非金銭報酬である株式報酬型ストックオ
プションを付与することとしました。また、報酬に影響する業
績ターゲットについても、従来からの売上に加え利益も含む形
となりました。経営陣の報酬は、コーポレートガバナンスにおけ
る優先検討事項の1つだと思いますので、そこで必要な施策を
導入できたことは一歩前進だと評価しています。加えて、2024

年8月の株主総会での承認を経て、独立役員である社外取締役
と社内取締役の構成比が5：5となりました。また、2024年5月
期から取締役会メンバーが初めてフリーディスカッションの場を
もつ取り組みを開始しました。中期財務方針はもちろん、他の
成長企業のケーススタディ分析等、フリーディスカッションでは
より長期的な視点での議論が活性化しており、ガバナンスの高
度化によって、持続的な企業価値の向上にも寄与していると思
います。
　また、コンプライアンスの徹底に関しては、現状目標を達成
できており、引き続き現水準の維持に向けて、体制整備やさま
ざまな取り組みを実施していくことが重要だと考えます。

 

　当社グループは、日本のSaaS業界を代表する先駆者として、
これまで存在しなかったサービスを提供する、パイオニア精神
を大切にして成長してきました。
　2019年に上場して以来、積極的なIR活動を実施しており、
2024年5月期は1年間で欧州・米国・アジアの3拠点を直接訪問
し、海外機関投資家の皆さまとの対話の機会を多く得ることが
できました。Sansan、Bill Oneを提供する裏側にある、アナロ
グ情報をデジタル化する技術等の知的資本についても、より多
くの投資家の方にご理解いただけており、非常に良くスタディさ
れている機関投資家の方が増えていること、そして国内外ともに

 

　資金調達の必要性については、前述した2024年5月末の手元
キャッシュの水準に加え、営業キャッシュフローも十分創出でき
ていることから、事業運営上の必要資金は十分に確保できてい
ると判断しています。当社グループの認知度や信用度も向上して
おり、資金流動性や堅調な業績等を背景にした財務基盤か
ら、資金調達環境はこれまで以上に整ってきています。
　国内に｢金利のある世界｣が戻ってきましたが、上述のことか
らその影響はほとんどありません。バランスシートも健全であ
り、今後、当社の成長加速につながる大型M&Aや、Bill Oneビ
ジネスカード等による追加的な資金需要が生じた際には、自己
資金に加え、金融機関からの借り入れやエクイティファイナンス
等、多様な調達手段の中から、その時に最適と判断し得る手段
を柔軟に検討していく考えです。
　なお、市況に関連しては為替もこの1年、急激に円安が進行す
る等、環境変化が見られています。当社の海外事業の規模はま
だ限定的であり、今後は海外事業の成長も図っていきますが、
現時点では、海外の伸びを圧倒的に上回る成長を国内事業か
ら期待できること等から、為替変動が当社グループの業績に与
える影響は非常に軽微と考えます。
 

　当社グループが掲げたマテリアリティ（重要課題）の中で、私
は｢コーポレートガバナンスの強化｣と｢コンプライアンスの徹
底｣について責任を負っています。
　この1年間を振り返ると、ガバナンスの面ではかなりの進捗が
ありました。2023年5月に指名報酬諮問委員会を設置してから1

年が経過し、その間、取締役（監査等委員である者を除く）の報

投資家層が広がりを見せていることに、CFOとしてうれしく思っ
ています。
　ここ2年間、売上の最大化に舵を切った成果が表れ、当社の
売上成長率が再加速を見せています。2024年5月期は、久しぶ
りに売上成長率が30％を超え、利益に貢献する事業も複数に
なりました。この点でも、当社の成長ステージは一段、上がった
と感じています。
　企業としての成長実現が、優秀な人材の確保にも寄与してお
り、社員1人ひとりが成長を感じながら、いきいきとモチベーショ
ン高く業務に向き合っている姿を日々、目にしています。こうし
た感覚的な手応えを、業績に結び付ける形で定量的に説明する
ことは難しいものの、私の中ではさらなる成長に向けた確固たる
自信をもっています。
　2024年秋には本社オフィスを渋谷に移転しました。渋谷はベ
ンチャー企業が日本有数のテック企業へと育っているエリアで
もあり、新本社からはグローバルテック企業の日本本社も目に
入ります。エリア全体がもつ成長の勢いと同時に、当社の相対
的な成長ステージの若さも感じながら、日本のSaaS業界の
リーディングカンパニーとして、新たなマーケットを開拓しなが
ら成長を続けていきます。

コーポレートガバナンスの強化と
コンプライアンスの徹底

ステークホルダーの皆さまとの対話

橋本 宗之
取締役／執行役員／CFO

資金調達
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（百万円） 売上高 調整後営業利益率

2022年 5月期 2023年 5月期 2024年 5月期 2025年 5月期 2026年 5月期 2027年 5月期

30%以上

長期的な
調整後営業利益率

CAGR 22%～27%

61,518～69,396

43,026～44,042

33,878

18%～23%

7.0%～10.0%
5.0%

中長期的な株主価値及び企業価値の最大化に向けて、新たに2025年5月期から2027年5月期にかけての中期財務方針を設定しました。
売上高の堅調な成長を継続させながら、必要な投資を行ってもなお、これまで以上に調整後営業利益 [1 ]  の成長を加速させていきます。

中期財務方針

[1] 営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費）

中期財務方針

　当社グループでは、2023年5月期の期初
において、2023年5月期から2025年5月期
にかけて売上高成長と調整後営業利益成長
の両立を目指す中期財務目標を公表してい
ましたが、これまでの堅調な業績進捗を踏
まえ、2025年5月期の期初において、今後 

3か年の方針を掲げました。　
　新たな中期財務方針の下、2025年5月期
から2027年5月期にかけては、堅調な売上
高成長の継続と調整後営業利益の成長加速
を目指します。最も重要な経営指標である
売上高については、3年CAGR（年平均成長
率）22％から27％を見込みます。また、調
整後営業利益は、売上高成長のために必要

[2] S&M（Sales and Marketing）：広告宣伝費や販売促進に関連する人
　　件費、共通費用の合計値
[3] G&A（General and Administrative）：コーポレート部門の人件費や
　　関連する共通費用等の合計値

な投資を行った上でも成長を加速させ、
2027年5月期における調整後営業利益率と
して18％から23％を目指します。
　中長期的な主要コストの見通しとして、売
上原価率はBill Oneの収益性改善により、
低下していくことを見込んでいます。また、
売上高S&M[ 2] 比率や売上高G&A[ 3 ] 比率
は、過去のトレンドに沿って低下していくも

のと捉えており、長期的な調整後営業利益
率は、30％以上を達成できるものと考えて
います。
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中期財務方針

　持続的な成長のためには、多岐にわたる経歴を
もつ優秀な人材を多数採用し、営業体制や開発体
制を整備していくことが重要であると捉えていま
す。当社グループの企業理念や事業内容に共感し

た優秀な人材が、高い意欲をもって働ける環境や
仕組みを構築しながら、人材の多様性確保を進め
ていきます。

優秀な人材の採用・育成と多様性の確保中長期的な経営戦略

　DXへの意識改革や働き方の変化、SaaSビジネ
スへの関心の高まり等によって、当社サービスに関
連するDX市場は拡大が続いています。DX市場
は、2030年度に8兆350億円（2023年度見込比4
兆153億円増[ 1 ]）、国内SaaS市場は、2027年度に
2兆990億円（2023年度見込比6,862億円増[ 2 ]） 
の規模に達すると予想されています。
　当社グループのサービスが取り扱う名刺や請求
書といった書類は、現在でも紙のままで利用されて
いる機会が多く、業務効率化の余地が大きく残さ
れています。各サービスの潜在市場規模を推測す
ると、Sansanは、日本国内の総労働人口を対象

として捉えた場合、2024年5月末時点での利用者
数の割合は約4％に留まっており、広大な開拓余地
が残されていると考えています。また、Bill Oneで
は、2024年5月末時点で2,816件の有料契約を有
していますが、日本国内に存在する約200万社が
対象となるサービスであることを考えると、そのカ
バー率は極めて僅少であり、広大な開拓余地が存
在していると捉えています。

広大な潜在市場へのアクセス

[1]  ｢2024 デジタルトランスフォーメーション市場の将来展望 市場編／企業編｣富士
キメラ総研 

[2] ｢ソフトウェアビジネス新市場 2023年版｣富士キメラ総研 

　提供サービスを通じて個人情報をはじめとした重
要な情報資産を多く取り扱っているため、情報管理
体制を継続的に強化していくことが重要であると考
えています。現在においても、情報セキュリティ方

針や個人情報保護方針等を策定した上で、情報資
産を厳重に管理する等、情報保護については万全
の注意を払っていますが、今後も社内体制や管理方
法の強化・整備を行っていきます。

セキュリティリスクへの対応

　アナログ情報を正確にデジタル化する技術は、
当社グループが保有する大きな競争優位性であ
り、当社グループが手がけるさまざまなサービスの
成長を支える共通基盤でもあることから、継続的

な改善、強化が重要であると考えています。国内
外の優秀な技術者の採用や先端技術への投資・モ
ニタリング等を通じて、技術力のさらなる向上に取
り組みます。

技術力の強化

　アナログ情報をデジタル化する技術を中心に、
これまで既存サービスで培った強みや知見を他領
域に展開することで、企業のDXを促進する新たな
サービスを創出してきました。今後も、デジタル化

による大きな効率化の余地が残されているビジネス
領域において新規サービスを創出し、提供の拡大
を図っていきます。

新規サービスの創出

　当社が保有する経営リソースや事業運営ノウハウ
を有効活用することで、グループ各社の企業価値
向上につながる施策を推進し、シナジーの創出に
取り組みます。また、主要サービスの成長に必要な
投資を実行しながらも、既に安定した営業キャッ

シュフローやフリーキャッシュフロー[ 3 ]  を創出でき
ていることから、今後のさらなる成長に向けて
M&Aの活用を重要な成長戦略の1つに位置付けて
おり、積極的な検討を進めていきます。

M&Aの活用  

　事業毎に適切な業績評価指標を設定した
上で、戦略を立案し実行しています。
Sansan／Bill One事業では、Sansanと
Bill Oneそれぞれの広大な潜在市場規模に
鑑みて、売上高の最大化を最重要指標とし
ながら、同時に調整後営業利益の成長ス
ピードの向上に取り組んでいます。
　また、Eight事業では、より収益性を重視
した事業運営を行っており、効率的に売上
高を伸長させながら、着実に調整後営業利
益を成長させていくことが重要であると捉え
ています。

　さらに、これら戦略を進めていくために
は、優秀な人材を多数採用し、人材の多様
性の確保が必要なほか、セキュリティリスク
への対応や技術力の強化等も重要であり、
全事業共通の取り組みに位置付けて、積極
的に推進しています。そのほか、アナログ情
報をデジタル化する技術を中心とした、これ
まで培ってきた競争優位性を軸とした新規
サービスの創出や、既存事業における
キャッシュの創出力を背景としたM&Aの積
極的な活用等によって、非連続な成長の実
現にも取り組んでいます。

[3] 営業活動によるキャッシュフロー＋投資活動によるキャッシュフロー
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2024年5月期 2024年5月期

通期見通し 前年同期比 通期実績 前年同期比

売上高 32,653～33,674 +28.0％～+32.0％ 33,878 +32.8％

　Sansan／Bill One事業 29,046～29,835 +29.0％～+32.5％ 29,948 +33.0％

　　Sansan 22,664～22,86 1 +14.5％～+15.5％ 22,889 +15.6％

　　Bill One 5,673～6, 1 56 +135.0％～+155.0％ 6, 1 68 +155.5％

　Eight事業 3,1 53～3,354 +10.0％～+17.0％ 3,548 +23.8％

調整後営業利益 1,240～1,852 +31.7％～+96.6％ 1 ,709 +81.5％

　調整後営業利益率 3.8％～5.5％ +0.1 pt～+1.8pt 5.0％ +1.3pt

2024年5月期は、売上高、調整後営業利益[ 1 ]  ともに好調に推移し、特に売上高は通期見通しのレンジ上限を超える実績となりました。
2025年5月期は、堅調な売上高成長を継続させ、事業成長に必要な投資をした上でも調整後営業利益率の向上を図っていきます。

短期経営実績と計画

[1]  営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費）

は同1.3pt増の5.0％となり、レンジの中央値
を超える実績となりました。サービス別で
は、Sansanの売上高は前年同期比15.6％
増となり、堅調な成長が継続しました。なお、
第4四半期における新規受注金額は過去最高
額となり、今後もさらなる売上成長が期待で
きます。また、Bill Oneの売上高は前年同期
比155.5％増となり、高成長が継続しました。

インボイス制度が開始された2023年10月以
降も着実に成長しており、事業年度を通じて
好調な実績となりました。Eight事業は、価
格見直しを行った中でも、Eight Teamの契
約件数が順調に増加したほか、イベントビジ
ネスも好調な実績となる等、サービス開始以
降、初めての通期での調整後営業利益の黒
字を達成しました。

　2024年5月期の計画においては、Sansan、
Bill Oneの新規受注の状況や、Bill Oneのオ
プション機能であるBill Oneビジネスカードの
利用状況、成長戦略である人材採用の進捗
等のさまざまなケースを想定した上で、合理的
に考え得る範囲でのレンジを設定しており、売
上高は前年同期比28.0％増から32.0％増、調
整後営業利益は同31.7％増から96.6％増、調
整後営業利益率は同0.1pt増から1.8pt増を見
通していました。このような中、Sansan／Bill 
One事業では、主に人員採用による営業体

制の強化やサービスの機能拡充のほか、市場
環境やサービスの強化状況等を踏まえ、価格
体系の適正化等に取り組みました。また、
Eight事業では、収益性に焦点を当てる事業
運営方針の下、通期での調整後営業利益の
黒字化に取り組み、ビジネスイベントサービ
スの強化やEight Teamの価格見直し等を
実施しました。
　この結果、2024年5月期の業績は、売上高
は前年同期比32.8％増と好調な実績となり、
公表したレンジ見通しの上限を超過しました。
また、調整後営業利益は売上高の伸長等によ
り、前年同期比81.5％増、調整後営業利益率

2024年5月期実績

（百万円）

前年同期増減率前年同期増減額

売上高

売上原価

人件費

広告宣伝費

その他の販売費

調整後営業利益

25,510

942

3,683

3,306

9,635

7,943

33,878

1,709

5,064

3,934

13,123

10,047

+37.5％

+36.2％

+1 9.0％

+26.5％

+32.8％

+81.5％

+8,368

+1 ,380

+3,488

+627

+2,103

+767

（百万円）

調整後営業利益の増減要因
　2024年5月期においては、人材採用を強化したこ
と等に伴い、人件費が前年同期比で36.2％増加（同
3,488百万円増）しました。一方で、広告宣伝費は前
年同期比19.0％増（同627百万円増）に留まり、売上

高成長率を下回ったこと等により、調整後営業利益
は前年同期比81.5％増（同767百万円増）、調整後営
業利益率は同1.3pt改善しました。

2023年5月期 通期実績 2024年5月期 通期実績
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2024年5月期 2025年5月期

通期実績 前年同期比 通期見通し 前年同期比

売上高 33,878 +32.8％ 43,026～44,042 +27.0％～+30.0％

　Sansan／Bill One事業 29,948 +33.0％ 3 7,734～38,483 +26.0％～+28.5％

　　Sansan 22,889 +15.6％ 26,552～26,781 +16.0％～+17.0％

　　Bill One 6, 168 +155.5％ 9,870～10,486 +60.0％～+70.0％

　Eight事業 3,548 +23.8％ 4,683～4,896 +32.0％～+38.0％

調整後営業利益 1,709 +81.5％ 3,012～4,404 +76.2％～+157.6％

　調整後営業利益率 5.0％ +1.3pt 7.0％～10.0％ +2.0pt～+5.0pt

出会いの象徴である「桜」をシンボルにした
渋谷サクラステージへ本社移転

短期経営実績と計画

　2025年5月期においては、売上高はSansan
の堅調な成長やBill Oneの高成長の継続等
を見込むことから、前年同期比27.0％増か
ら30.0％増となる見通しです。セグメント別
では、Sansan／Bill One事業の売上高は、
2024年5月期に新たに採用した営業人員の戦
力化が進展すること等から、前年同期比26.0
％増から28.5％増、うちSansanは、同16.0
％増から17.0％増、Bill Oneは、同60.0％増
から70.0％増を見込みます。また、Eight事業
の売上高は、好調なイベントサービスやEight
Teamが成長をけん引することで、前年同期
比32.0％増から38.0％増を見込んでいます。
　販管費の主な内訳として、営業体制の強
化を目的に継続して人員採用に取り組むも

のの、採用数は前年同期比で減少する見込
みであることから、人件費は前年同期比で
約29％前後の増加となる見込みです。ま
た、広告宣伝費は前年同期比で約16％前後
の増加を見込んでいます。その他、本社移転
に伴い地代家賃の増加や移転関連費用の発
生を見込んでいます。このため、調整後営業
利益は、前年同期比76.2％増から157.6％
増、調整後営業利益率は同2.0pt増から
5.0pt増と、利益の成長ペースが加速する見
込みです。
　なお、Sansan、Bill Oneの価格体系の適
正化による効果を正確に予測することが困
難であることから、2025年5月期においても
合理的に考え得る範囲で、レンジでの開示
を採用しています。

2025年5月期計画

　2025年5月期の第1四半期から第2四半期にかけ
て本社移転を行う予定です。本社移転に伴い、移
転関連費用として、現在の本社における加速償却
費や修繕費等の一時的な費用が生じるほか、移転

本社移転に伴うコストの見通し
期間中に生じる二重家賃により、地代家賃が一時
的に増加する見込みです。これらの結果、本社移
転に伴う一時的なコストとして、約7億円を見込ん
でいます。

COLUMN

　これまで、本社周辺に点在していた複数の拠点
を集約し、全サービス、社員の強みを結集して事
業成長をさらに加速させ、今後の人員増に対応で
きる環境を整備することを目的に、渋谷サクラス
テージに本社を移転しました。
　渋谷サクラステージは、毎年、桜まつりで賑わう
等、出会いの象徴である「桜」をシンボルにした渋

（百万円）

渋谷駅に隣接する、渋
谷サクラステージに本
社を移転。

谷区桜丘町に竣工したオフィスビルです。当社の
「出会いからイノベーションを生み出す」というミッ
ションとの親和性の高い立地となっており、今後と
も渋谷区桜丘町から、全社一丸となってグローバ
ルに通用するサービスを発信し、「ビジネスインフ
ラになる」というビジョンの実現を目指していきま
す。
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Sansan／Bill One事業

Sansan 営業DXサービス 名刺や企業情報、営業履歴を一元管理して全社で共有できるようにするこ
とで、売上拡大とコスト削減を同時に実現する営業DXサービス

Bill One インボイス管理
サービス あらゆる請求書をオンラインで受け取り、企業全体の請求書業務を加速

するインボイス管理サービス

その他

契約
データベース あらゆる契約書を正確にデータ化し、日常的に契約データを活用できる環境

を作ることで、管理部門だけでなく事業部門の習慣も変える契約データベース

マルチチャネル
フォーム あらゆる接点で顧客の声を収集し、顧客体験の継続的な改善活動をサ

ポートするマルチチャネルフォーム

Eight事業

BtoC
サービス 名刺アプリ 価値ある出会いをタッチでつなぎ、つながった相手の異動・転職等の情報が

自動で更新され、近況をスマートに把握できるビジネスのための名刺アプリ

BtoB
サービス

イベント書き起こし
サービス 記者会見やイベント、対談等を全文書き起こしてログ化し、価値ある情報

をより多くの人へ届けるためのイベント書き起こしサービス

2022年5月期 2023年5月期 2024年5月期 前年同期比

連結売上高 20,420 25,510 33,878 +32.8％

Sansan／Bill One事業
Eight事業
その他
調整額

18,105
 2,213

126
-25

22,516
 2,867

198
-72

29,948
 3,548

519
-137

+33.0％
 +23.8％
+161.3％

－

調整後連結営業利益 730 942 1,709 +81.5％

Sansan／Bill One事業
Eight事業
その他
調整額*1

5,752
 -355

-22
-4,643

7,005
 -170

-36
-5,856

8,675
 314

-79
-7,201

+23.8％
－
－
－

調整後連結営業利益率 3.6％ 3.7％ 5.0％ +1.3pt

Sansan／Bill One事業
Eight事業
その他

31.6％
－
－

31.1％
－
－

29.0％
8.9％
－

-2.1pt
－
－

当社グループは、中期財務方針の下、Sansanの堅調な成長とBill Oneの高成長の継続、Eightの収益拡大を目指しています。
また、Contract Oneをはじめとした新たなサービスの立ち上げや、グループ会社の各サービスの成長についても継続的に取り組んでいます。

事業別戦略

　当社グループの報告セグメントは、Sansan／
Bill One事業とEight事業の2つで構成され
ています。
　Sansan／Bill One事業は、連結売上高の
8割超を占める当社グループの主要セグメン
トです。中でも、創業事業である営業DXサー
ビス｢Sansan｣は、連結売上高の68％を占
めています。また、2020年5月に提供を開始し
たインボイス管理サービス｢Bill One｣は、高

い成長率が継続しており、2024年5月期にお
いては連結売上高の18％を占めるまでにな
りました。そのほか、2022年1月に提供を開始
した契約データベース｢Contract One｣等
が属しています。
　Eight事業は、連結売上高の10％を占める
セグメントです。主には、名刺アプリ｢Eight｣
を展開しており、370万人以上の登録ユー
ザーを有しています。このユーザーネットワー
クを活用して、法人向けサービスの提供を行
うことで、収益の拡大を図っています。

セグメント構成 連結売上高の構成*2

*1 報告セグメントに配賦していない全社費用の金額で、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費。2025年5月期第1四半期より、一定の規則に則り、各セグメントに配賦

（百万円）

*2 セグメント間の内部売上高または振替高（連結消去）は調整額に計上

Sansan／Bill One事業 Eight事業 その他 調整額

連結売上高の構成*2

（百万円）

*2 セグメント間の内部売上高または振替高（連結消去）は調整額に計上

Sansan／Bill One事業 Eight事業 その他 調整額

各セグメントに属する主なサービス

名刺管理から、収益を最大化する

請求書受領から、月次決算を加速する

現場の習慣を変える、契約データベース

あらゆる接点で営業機会を逃さない

タッチで交換。スマートに管理。

世界をログする。世界を変える。

連結売上高と調整後連結営業利益

（百万円）

1.5％ -0.4％

10.4％ 88.4％

33 ,878
2024年5月期
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事業別戦略

　Sansan／Bill One事業には、創業事業
である営業DXサービス｢Sansan｣や、イン
ボイス管理サービス｢Bill One｣、契約デー
タベース｢Contract One｣のほか、グルー
プ会社のクリエイティブサーベイ株式会社
のサービスが属しています。Sansanの堅調
な成長とBill Oneの高成長がともに継続し

Sansan／Bill One事業 たことにより、2024年5月期の売上高は、前
年同期比33.0％増となりました。調整後営
業利益[1] については、売上高成長を目的と
した営業人員の採用や、マーケティング活動
の強化により利益率は低下したものの、売
上高の伸長により前年同期比23.8％増とな
りました。

規の営業先を効率的に発見できるようになるほか、
営業先企業の最新情報を社内で共有することに
よって、営業担当者個人の営業力を強化すること
ができます。また、外部システムと連携させてデー
タを活用することで、高度な営業戦略の立案、実
行が可能となり、組織全体の営業成果の最大化に
つなげることができます。
　料金モデルとしては、Sansanを全社員で利用す
るプランを基本プランとして提供しています。ユー
ザー企業の規模や用途に応じて算出されるライセン
ス費用に、スキャナーレンタル料等が加算されたも
のが月額利用料となります。サービス導入時には、
紙で保管している大量の名刺のデータ化や導入支
援等の付加サービスを有料で提供しています。

さまざまな企業情報を標準搭載 名刺以外の接点情報も全社で共有

サービス概要
　企業のもつ接点情報は、非常に重要な資産です
が、個々人が独自かつアナログな方法で管理してい
るため、有効に活用されていないケースが多く存在
します。Sansanでは、名刺情報のほか、メールや
ウェブサイトからの問い合わせ等、顧客とのさまざ
まな接点情報をSansan上に蓄積し可視化できま
す。また、これまでの接点の有無にかかわらず、
100万件以上の企業情報が閲覧可能です。そして、
これらの情報を組み合わせることで利用企業独自
のデータベースが構築できます。Sansanを利用す
ると、名刺関連の業務を効率化し生産性を向上さ
せることでコストを削減できるとともに、接点情報
を有効活用することでビジネス機会を最大化し、
売上拡大につなげることが可能です。例えば、新

2007年に提供を開始した営業DXサービス｢Sansan｣は、｢名刺管理から、収益を最大化する｣を
コンセプトに、名刺や企業情報、営業履歴を一元管理して全社で共有できるようにすることで、売
上拡大とコスト削減を同時に実現します。

営業DXサービス「Sansan」

名刺管理から、収益を最大化する

2022年5月期 2023年5月期 2024年5月期 前年同期比

売上高 18,105 22,516 29,948 +33.0％
Sansan
Bill One
その他

17,214
 826

64

19,793
 2,414

308

22,889
 6,168

889

+15.6％
 +155.5％

+188.1％
調整後営業利益 5,752 7,005 8,675 +23.8％

調整後営業利益率 31.8％ 31.1％ 29.0％ -2.1pt

Sansan／Bill One事業の実績

（百万円）

名刺

ウェブフォーム
の入力内容メールの署名役職者情報 拠点情報

商談のメモ セミナーの
参加者情報

企業の
リスク情報 人事異動情報

100万件を超える企業情報

[1]  営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償
却額及び無形固定資産の償却費）
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事業別戦略

　Sansanは、これまでテレビCMをはじめとした
積極的な広告宣伝活動を展開してきたことで、日
本国内において高い認知度を有しています。また、
サービス開始以来培った国内トップレベルのSaaS
経営ノウハウの下、盤石の顧客基盤を構築してお
り、業界・業種を問わず、中小企業から数万人規
模の大企業にまで、幅広く利用されています。

　この結果、法人向け名刺管理サービス市場にお
ける売上高シェアは82.4％[1] と圧倒的なポジショ
ニングを確立しており、サービスに対する高い信用
度も獲得しています。

ポジショニング

[1]  ｢営業支援DXにおける名刺管理サービスの最新動向2024｣（2024年1月 シー
ド・プランニング調査）

　Sansanは、2022年から実施してきたサービ
ス内容の刷新やアフターコロナにおける需要回復
といったさまざまな効果によって、2022年6月か
ら2024年5月までの約2年間で、直近12か月平均
の営業生産性[2] が約13％改善しました。この生産
性向上を背景に、直近では営業体制の強化に取
り組み、フィールドセールスの人員数を約2年間で
約29％増員しました。また、新規顧客の獲得だ

成長戦略

[2] フィールドセールス1人当たりの受注金額
[3]  サービスの解約で減少した収入に対して、既存契約における収入増加が上回った
状態のこと

けではなく、既存顧客における売上拡大にも取り
組んでおり、サービス解約で減少した収入より
も、既存契約における収入増加の方が上回った
状態である、いわゆるネガティブチャーン[3] の状
態を安定的に実現しています。

なりました。直近12か月平均月次解約率は、前年
同期比0.02pt減の0.42％となり、1％未満の低い
水準を維持しました。これらの結果、Sansanの
売上高は、前年同期比15.6％増の堅調な実績と
なりました。

Sansan 主要なKPI 2022年5月期 2023年5月期 2024年5月期 前年同期比

契約件数 8,488件 8,969件 9,693件 +8.1％

契約当たり月次ストック売上高 170千円 184千円 197千円 +7.1％

直近12か月平均月次解約率*2 0.62％ 0.44％ 0.42％ -0.02pt

　2024年5月期においては、人材採用による営
業体制の強化のほか、市場環境やサービスの強
化状況等を踏まえ、価格体系の最適化や料金設
定の見直しを行いました。この結果、主要なKPI
の実績として、契約件数は前年同期末比8.1％
増、契約当たり月次ストック売上高は同7.1％増と

2024年5月期実績

　Sansanは、日本国内で圧倒的な市場シェアを
有しているサービスですが、利用企業のカバー率
はまだ低水準であり、大きな開拓余地が存在して
います。また、利用していた場合においても、基

本プランとして提供する全社員利用にはなってい
ないケースもあることから、日本国内の総労働人
口でみた場合の開拓余地はさらに大きいものと捉
えています。

潜在市場規模

*1 分母は総務省統計局｢令和3年経済センサス活動調査｣を基にした数値、分子は2024年5月期末におけるSansanの契約件数及び合計ID数を基に算出

1,000人以上

100人～999人

99人以下

5.1％（＋1.1pt）

4.1％（＋1.0pt）

1.7％（＋0.3pt）

18.0％（＋2.3pt）

4.5％（＋0.8pt）

0.3％（＋0.0pt）

日本の
企業規模区分
（従業者数）

Sansan
利用企業カバー率*1

（前年同期末比）

Sansan
利用従業者カバー率*1

（前年同期末比） *2 サービスの既存契約のMRRに占める、解約に伴い減少したMRRの割合
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事業別戦略

COLUMN

当社グループの柱であるSansan事業においてシンプルで力強い成長を続けていく

小川 泰正

執行役員／Sansan事業部
事業部長

2024年5月期を振り返って

2025年5月期の取り組み

　Sansanは創業以来、名刺を起点とした
人脈管理を強みとしていますが、現在では
「名刺管理から、収益を最大化する」営業
DXサービスとして、大きく進化を遂げてい
ます。名刺交換やメールのやり取りがデータ
化され、人物にまつわるつながりが可視化
されるといった人脈管理機能の充実はもと
より、名刺交換をしていなくとも閲覧可能な
100万件を超える企業情報や20万件の役職
者情報、メール・電話・商談の接点を全社
で共有・活用できる活動情報等、その機能
を拡充しています。
　コロナ禍の収束に伴い、ビジネスシーン
はオフラインに戻り、名刺管理を中心とした
従来のニーズはしっかり戻ってきている一
方、企業データベースを活用した営業ター
ゲット策定等のデータベース関連の機能の
ニーズも増えてきており、今後は一層営業活
動において、なくてはならないツールになる
と確信しています。

　売上高は、前年同期比15.6％増となりまし
た。当社グループの中で一番大きな事業であ
るSansanにおいて、売上高の成長率を加速
させられたことは大きなプラスであり、総じ
てポジティブな結果だったと捉えています。
　好調な要因として、まずは「名刺管理か

ら、収益を最大化する」サービスへ刷新した
ことが挙げられます。新たな機能や情報の
拡充のみならず、既存の機能を整理したこと
で、我々が掲げる営業DXサービスがどういっ
たものであるかを再定義し、Sansanで売上
を伸ばしたり、営業生産性を上げたりするこ
とができるということを、シンプルに訴求で
きるように刷新しました。同時にライセンス
体系の最適化と料金設定の適正化を実施
し、それに伴って販売戦略も顧客規模に応じ
たものに変更を行い、営業生産性の向上に
も取り組みました。また、期初に営業体制の
強化を行い、新規採用した営業社員の戦力
化が進展したことも大きな要因です。

　進行期の戦略においては、これまでに
行ったライセンス体系の最適化や価格の適
正化の実行が大きな鍵となります。2024年
2月から新ライセンス体系での営業を開始し
ており、2025年5月期の業績への寄与を見
込んでいます。新ライセンス体系での新規
契約を足元で進めていますが、既存顧客の
ライセンス変更も力強く進めていきます。新
規採用に伴い営業体制は強化されているの
で、1人当たりの営業生産性の向上も見込ん
でおり、それぞれの相乗効果で力強い成長
を目指していきます。

さらなる成長に向けて

　Sansanは、「名刺管理から、収益を最
大化する」をコンセプトに、ユーザーの事業
成長を徹底的に追いかけ、2024年5月末で
は9,693件の契約を獲得しています。ただ、
まだまだ営業DXサービスとして我々が提供

る。「顧客管理」としてSansanのサービス
価値をしっかり訴求し、かつ機能そのもの
も拡張していくことで、ユーザーの営業活動
にとって、より一層必要とされるサービスに
なることを目指していきます。

できる価値の全てを訴求できているとは
思っていません。まずは営業DXサービスと
して、名刺管理の延長線上にある「顧客管
理」においてしっかりと市場の認知をとって
いきたいと考えています。100万件を超える
企業情報や拠点情報を基に営業戦略を組み
立て、アプローチすべきリストの作成ができ
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事業別戦略

　経理業務においては、未だ紙の請求書を取り
扱う機会が多いため、郵送物の管理や社内承認
のための回覧、支払い作業のための請求書内容
のデータ入力等、アナログで非効率な業務が山
積しています。また、紙の請求書を受領するため
に出社する必要もあり、多様な働き方実現の大き
な阻害要因にもなっています。
　インボイス管理サービス｢Bill One｣は、紙や
PDFといったさまざまな形式で届く全ての請求書
をBi l l  Oneが代理で受領した上で高い精度で
データ化するため、ユーザーは自らデジタル化の
ための作業をすることなく、初めから正しくデー
タ化された請求書情報にアクセスすることが可能

サービス概要
です。そして、請求書内容の確認や承認作業と
いった、各種業務フローをクラウド上で完結する
ことができます。加えて、請求書情報は検索性の
高いデータベースとして一元管理されることか
ら、データを活用したコストコントロールや営業
機会の創出等を通じて将来的な収益の最大化に
もつなげることができます。
　また、会計システム等の他社サービスとの連携
や各種オプション機能の拡充にも取り組んでお
り、請求書の発行機能や郵送代行機能等があり
ます。
　2023年6月には法人カード｢Bill Oneビジネス
カード｣の提供を開始しましたが、2024年6月に

境構築やカスタマーサクセスによる支援等が含ま
れる初期費用と、データ化する請求書の枚数を
基に算出される月額費用とで構成されるプランを
提供しています。なお、請求書発行や経費精算
等の機能は、受領サービスとは別の料金モデル
にて提供しています。

はこの法人カードを用いることで、従業員の立替
経費をなくすことを目的としたBill One経費の提
供を開始し、2024年9月には請求書発行から入
金消込までを一気通貫で完結することを可能と
するBill One発行の提供を開始しました。
　受領サービスにおける料金モデルとしては、環

インボイス管理サービス「Bill One」

請求書受領から、月次決算を加速する

ポジショニング
領サービス市場で売上高シェアNo.1[1] を獲得して
います。

　Bill Oneは、Sansanでこれまで培ってきたア
ナログ情報を正しくデジタル化する技術や、サー
ビス運営に対する高い信頼性等を背景に、大手
金融機関やメーカー等、業種・業界を問わず、中
小企業から数万人規模の大企業にまで、幅広く
利用されています。
　この結果、日本国内におけるクラウド請求書受

[1]  デロイト トーマツ ミック経済研究所｢驚異的な成長を続けるクラウド請求書受領
サービス市場｣（ミックITリポート2023年11月号）

2020年に提供を開始したインボイス管理サービス｢Bill One｣は、｢請求書受領から、月次決算
を加速する｣をコンセプトに、会社全体における経理業務の効率化を促進することで経営の意思
決定スピード向上を支援します。

* 当社が規定する条件を満たした場合のデータ化精度

Bill Oneの契約企業請求書を発行する企業

クラウド上で
一元管理

99.9％*の精度で
データ化

ワンストップ
受領

郵送

メール添付

アップロード
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経費精算処理を効率化するだけではなく、2023
年6月に提供開始した法人カード｢Bill Oneビジネ
スカード｣を活用することで、立替経費そのもの
をなくすことを目指しています。これにより、請求

書支払以外でも支払業務が効率化され、さらなる
月次決算の加速を実現するものとなっており、中
長期的なBill Oneの成長に寄与するものと考えて
います。

現金使用に伴うさまざまなコストを削減。立替による個人の金銭負担を軽減し、不適切な経費利用リスクを排除

立替経費の廃止・削減1

領収書の提出から承認、仕訳、証憑の保管まで、経費精算に必要な対応をオンラインで完結

オンラインで完結2

｢電子帳簿保存法・インボイス制度｣への対応で発生する業務を自動化

法対応業務の自動化3

経費精算のフロー

　人材採用を中心とした営業体制の強化に取り組
んだほか、市場環境やサービスの強化状況等を踏
まえ、価格体系と料金設定の適正化を行いまし
た。この結果、主要なKPIの実績として、中堅・大
企業をはじめとした新規契約の獲得が順調に進ん
だことから、有料契約件数は前年同期末比78.1％

増、有料契約当たり月次ストック売上高は同13.5％
増となりました。直近12か月平均月次解約率は、
前年同期比0.31pt減の0.33％となり、1％未満の
低い水準を維持しました。これらの結果、Bi l l 
Oneの売上高は前年同期比155.5％増となり、高
成長が継続しました。

2024年5月期実績

Bill One 主要なKPI 2022年5月期 2023年5月期 2024年5月期 前年同期比

MRR* 2 116百万円 316百万円 640百万円 +102.5％

有料契約件数 776件 1,581件 2,816件 +78.1％

有料契約当たり月次ストック売上高 149千円 200千円 227千円 +13.5％

直近12か月平均月次解約率* 3 0.49％ 0.64％ 0.33％ -0.31pt

*2 MRR（Monthly Recurring Revenue）：月次固定収入　*3 サービスの既存契約のMRRに占める、解約に伴い減少したMRRの割合

*1 分母は総務省統計局｢令和3年経済センサス-活動調査｣を基にした数値、分子は2024年5月期末におけるBill Oneの契約件数を基に算出

　Bill Oneは、業種や業態を問わず、全企業を利用
対象とするサービスであることから、日本国内にあ
る約200万社の企業がターゲットになると考えてい
ます。既に請求書受領サービス市場においてシェア
No.1を獲得していますが、この200万社からみると
利用企業カバー率は極めて低水準であることから、
大きな開拓余地が残されていると捉えています。

潜在市場規模
日本の

企業規模区分
(従業者数)

Bill One
利用企業カバー率*1

(前年同期末比)

1,000人以上

100人～999人

99人以下

4.1％(＋1.1pt)

2.1％(＋0.8pt)

0.1％(＋0.1pt)

　Bill Oneでは、引き続き人材採用による営業体
制の強化や採用後の戦力化に向けた施策を継続
していくほか、サービスのさまざまな機能拡充に

成長戦略
よる展開領域の拡大にも取り組みます。
　2024年6月からは、新たにBill One経費の提
供を開始しました。このサービスは、従来の立替

Bill Oneビジネスカード

1 2 3 4

5 6 7 8

利用者宛に
メールが届く

領収書を
自動でデータ化

スマートフォンで
領収書を撮影

精算申請・承認 適格請求書の要件を
自動で判定

会計ソフト連携領収書と利用明細の
金額を自動で突合

決済

Bill One経費の主な提供価値
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COLUMN

2024年5月期を振り返って

2025年5月期の取り組み

当社グループの強みを結集し、非連続な成長を実現するBill One

　Bill Oneは、「月次決算を加速する」こ
とを実現するサービスです。経理業務を
DXするサービスはさまざまありますが、そ
のほとんどが困っている個々のことを便利
にするというコンセプトであるものだと感
じています。ですが、Bill Oneが提供する
価値は、その上段の「月次決算を加速する」
ということ。それは企業にとっての生命線
であり、経営の意思決定にかかわるもので
す。主力である請求書の受領に関する機
能はもとより、6月にサービス提供を開始
したBill One経費、9月以降に提供を開始
したBill One発行も同様のコンセプトを掲
げています。

　2020年のサービス提供開始から4年が
経過しましたが、2024年5月期は、インボ
イス制度開始という大きなムーブメントが
あり、それがいったん終わった中で、いか
に販売の機会を捉えて成果に変え、かつ
その反動影響を最小に抑えるかという、
Bil l Oneの提供する「月次決算を加速す
る」価値の本質が問われる1年だったと振り
返っています。期初にARR[1] 70億円という
前年の2倍に当たる目標を掲げていました
が、結果、期中でARR目標を75億円に上
方修正し、なおかつそれを上回る76億円

の実績を上げることができました。

　
　この先のさらなる成長に向けて、2024
年5月期に大きく営業体制の強化を行いま
したが、進行期も引き続き採用を強化する
方針は継続します。2024年5月に提供を
開始したBill One経費の「立替経費をなく
し、月次決算を加速する」というコンセプ
トへの反応は良く、小規模ながら専門の
販売部隊も今期から立ち上げ、ここからさ
らにスケールアップを目指していけると考
えています。現在のメイン機能である請求
書受領サービスは、機能の進化とともに
実施した価格の適正化をしっかりと適用
し、Bill One全体の成長を盤石のものと
するため、足元を一層固めていきます。請
求書の発行業務及び発行後の入金消込業
務を効率化するBill One発行も2024年秋
以降のサービス提供開始を目指し、機能
開発を進めてきました。

　Bill Oneが力強い成長を続けてきた背
景には、Sansanで培ったデジタル化技術
はもちろん、質の高い採用を叶えるブラン
ド力やプロダクト開発力、金融機関からの
要請にも耐え得るセキュリティ、さらには

さらなる成長に向けて

事業投資を継続できる体力等、まさに当
社グループの強みを結集した結果であると
考えています。経理DXの領域は多くのプ
レイヤーがさまざまな機能を展開してお
り、この先ますます競争は激化すると予想
していますが、今後も、アナログ情報を正
確にデジタル化するテクノロジーとオペ
レーションをはじめとした当社グループの

ケールアップも重要になってくると考えてお
り、生産性をいかに向上させ、維持できる
かが大切です。事業のアウトカムである営
業1人当たりの生産性を高い基準で保つこ
とに注力し、同時に受領機能に次ぐ急成
長を遂げる周辺領域のサービス開発も視
野に入れながら、非連続な成長を目指して
いきます。

強みを武器に、単純な経理業務の効率化
を叶えるサービスではなく、月次決算を加
速するためのサービスであることをぶれさ
せずに成長させていきます。
　具体的には、引き続き請求書受領の領
域に重点を置き、人員や開発リソースを投
下し、圧倒的なシェアを勝ち取っていきま
す。また、ここから先は組織としてのス

大西 勝也

執行役員／Bill One事業部
事業部長

[1] ARR（Annual Recurring Revenue）：年間固定収入
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2022年に提供を開始した契約データベース｢Contract One｣は、｢現場の習慣を変える、契約
データベース｣をコンセプトに、紙や電子形式のあらゆる契約書をデータ化し、企業の収益創造に
貢献します。

契約データベース「Contract One」

く、市場環境や戦略等に応じて契約内容を見直す
といった、契約締結後における業務を効率的に行
うことができるようになり、営業機会の創出や収
益の最大化につなげることが可能です。
　料金モデルとしては、専用コンサルタントによる
導入支援や既存契約書のデータ化等に係る初期導
入費用のほか、ユーザー企業においてデータ化さ
れる契約書の枚数を基に算出される月額費用で構
成されるプランを提供しています。

　現在では、電子形式での契約も普及しつつあり
ますが、紙での契約書のやり取りを希望する企業
も存在し、紙と電子が混在することで契約書管理
業務が煩雑化しています。紙の契約書はユーザー
が当社に送るだけでContract Oneが代理でス
キャンし、正確にデータ化します。また、電子での
契約はベンダーとの機能連携等により、Contract 
OneがPDF形式の契約書をデータ化するため、
ユーザーは契約情報が集約されたデータベースを
構築できます。そして、データベースから契約情報
を活用することで、契約内容の遵守だけではな

サービス概要

　Contract Oneは、現在サービスの立ち上げに注力
している段階であり、2024年5月末時点の契約件数

成長戦略
は222件となっています。
　ユーザーへの提供価値向上を目的にさまざまな機

能強化に取り組んでおり、例えば、2024年3月には、
関連する契約を自動でひも付ける｢契約ツリー｣と、
契約の有効性を自動で判定する｢契約状況判定｣機
能の提供を開始しました。俯瞰的な契約管理によっ
て、属人的な契約管理によるリスク軽減や全社的な

契約業務の効率化が可能になります。今後も、機能
拡充をはじめとしたさまざまな取り組みを進めること
で、販売を強化し、グル―プ全体の成長へのさらな
る寄与を狙います。

現場の習慣を変える、契約データベース

サービス概要
　企業と顧客との間には、さまざまな接点があります
が、それらは個別に管理されており、有効活用できて
いない接点が多く存在します。
　Ask Oneは、オンライン、オフライン、社内外問わ
ず、あらゆる顧客接点の入力インターフェースを統合
し、企業のもつ接点情報を一元管理することで、顧

客の声を逃すことなく営業機会に変えることを可能と
するマルチチャネルフォームです。
　基本機能は同じものですが、明確にターゲットを
分けるマルチブランド戦略を推進しており、主にBtoB
企業向けにAsk One、BtoC企業向けにCREATIVE 
SURVEYの2つのサービスを提供しています。

マルチチャネルフォーム｢Ask One｣は、｢あらゆる顧客接点で、営業機会を逃さない｣をコンセプト
に、BtoB企業の商談化率、受注率、契約継続率の向上を実現します。

マルチチャネルフォーム「Ask One」

あらゆる顧客接点で営業機会を逃さない
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　Eight事業には、名刺アプリ｢Eight｣やグ
ループ会社のログミー株式会社が属していま
す。中小企業向け名刺管理サービス｢Eight 
Team｣やビジネスイベントが事業成長をけ

Eight事業 ん引したことで、2024年5月期の売上高は
23.8％増となりました。また、調整後営業利
益は、売上高の伸長に加え、収益性に焦点
を当てた事業運営に移行していたことから、
事業開始以来、初めて通期での黒字を達成
しました。

Eight事業の実績

2022年5月期 2023年5月期 2024年5月期 前年同期比

売上高 2,213 2,867 3,548 +23.8％

BtoCサービス
BtoBサービス

286
1,927

303
2,563

347
3,200

+14.7％
+24.8％

調整後営業利益 -355 -170 314 －

調整後営業利益率 － － 8.9％ －

（百万円）

2012年にサービス提供を開始した名刺アプリ｢Eight｣は、｢タッチで交換。スマートに管理。｣を 
コンセプトに、個人ユーザーの名刺交換や管理を支援し、生産性の向上を実現します。また、企業
に対しても、名刺管理サービスやEightのネットワークを活用した各種サービスを提供することで、
さまざまなビジネス課題の解決に貢献します。

名刺アプリ「Eight」

　Eightは、個人利用を主体とするアプリです。
利用開始時に自身の名刺を登録するとアカウント
が作成され、基本機能を無料で利用できるよう
になります。また、過去の名刺を登録すること
で、ビジネスライフを通じた自身のプロフィールを
作成し、管理することができます。その他、交換
した名刺を登録し、相手もEightユーザーであっ
た場合には、Eight上でつながることができ、相
手の登録状況に応じて、昇進や異動、転職等の
情報が自動で更新されるため、近況を把握するこ
とが可能となります。
　技術の急速な発達やクラウドサービスの普及等
により、オンライン上で業務が完結できるように
なっていることから、今後は、紙の名刺ではなく、
デジタルでの名刺交換をしたいというニーズが高

サービス概要
まっていくものと予想しています。Eightには、お
互いのスマートフォンをかざすだけで瞬時に名刺
交換が可能なデジタル名刺交換機能を搭載して
おり、Eightユーザーではないビジネスパーソンと
も、QRコード[1] やURLの読み取りにより、デジタ
ルでの名刺交換が可能です。
　ビジネスモデルとしては、個人向けと企業向け
に有料サービスを提供しています。個人向け有料
サービスでは、名刺管理のプレミアム機能を提供
しています。また、企業向け有料サービスでは、
主にEightユーザーを集客し、出展企業から出展
料を得るビジネスイベントのほか、中小企業向け
名刺管理サービス｢Eight Team｣等を提供して
います。
[ 1 ]  QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です

タッチで交換。スマートに管理。

アプリを開いて
すぐ名刺交換

名刺を撮影するだけで
簡単に管理・検索

異動・昇進・転勤等の
近況情報が届く
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2024年5月期実績
サービス（企業向け有料サービス）においては、
Eight Teamの契約件数が前年同期比24.4％増と
なったほか、大型のビジネスイベントの開催等、各
種サービスのマネタイズ強化に取り組んだ結果、売
上高は前年同期比24.8％増となりました。

　BtoCサービス（個人向け有料サービス）において
は、コロナ禍収束に伴うビジネスの正常化やデジタ
ル名刺交換等の機能拡充により、Eightユーザー数
は前年同期末比41万人増の372万人となり、売上高
は前年同期比14.7％増となりました。また、BtoB

事業別戦略

　2024年5月期に調整後営業利益の黒字化を達成し
ましたが、今後も収益性に焦点を当てた事業運営を
継続していきます。引き続き、好調なビジネスイベン
トの強化やEight Teamの堅調な成長を目指します。
　また、2024年5月には、NFCチップを内蔵したデ
ジタル名刺｢My Eight Card｣をリリースしました。

成長戦略
Eightの名刺情報を登録し、スマートフォンをカード
にかざしてもらうだけで、自身の名刺を渡すことが可
能となります。Eightの短期的な業績に寄与するもの
ではありませんが、将来的なデジタル名刺の普及、
ひいては当社サービスが広くインフラのように利用さ
れる社会の実現に寄与するものと期待しています。

Eight 主要なKPI 2022年5月期 2023年5月期 2024年5月期 前年同期比

Eightユーザー数* 310万人 331万人 372万人 +41万人

Eight Team契約件数 2,819件 3,703件 4,608件 +24.4％

イベント書き起こしサービス「ログミー」
ログミーシリーズは、｢世界をログする。世界を変える。｣をコンセプトに、さまざまな場での発信を
全文書き起こしすることで、良質なコンテンツを埋もれさせず世の中に流通させます。これにより、
ビジネスにかかわる全ての人に正確な情報を届け、人々の知識と教養を高め、新たな可能性を引き
出すことで、世界をより良いものに変えていきます。

　さまざまな場で発信される良質なコンテンツに
は、その場に参加した人以外には発信されないこ
とから、埋もれてしまっているものが多くあります。
　ログミーシリーズは、そうした優れたスピーチや
対談等を全文書き起こしてログ化し、価値ある情
報をビジネスにかかわる全ての人に届けるためのイ
ベント書き起こしサービスです。
　ITやイノベーション、企業等をテーマにしたイベ

ントやカンファレンスの内容を情報感度の高いビジ
ネスリーダー層に届けるログミーBizや、アナリス
ト、機関投資家向けの決算説明会等の情報を、個
人投資家を中心とした幅広いステークホルダーに
届けるログミーFinance、最新テクノロジーからエ
ンジニアのスキル、キャリアアップに役立つ情報を
提供するログミーTechの3つのサービスを提供して
います。

サービス概要

世界をログする。世界を変える。

* アプリをダウンロード後、自身の名刺をプロフィールに登録した認証ユーザー数

0 1 価値創造ストーリー 02 価値創造に向けた戦略 03 価値創造の基盤 データ

053統合報告書 2024



　他方、来場者に対しては、開催地域を
問わないオンラインイベントがコロナ禍で
無数に開催されたことにより、効率的に
情報を得る手段が多様化したことで、従
前の展示会を筆頭に、会場に足を運ぶべ
き理由をきっちりと表現しきる必要が高
まっているとも考えています。Eightが手
がけるイベントは、知識や情報を得るだけ
でなく「出会い」に本質的な価値を置き、
しかも偶然ではない必然の出会いを提供
することを目指しています。その革新性
は、独自のテクノロジーを駆使したレコメ
ンデーションを用いて、出展者・来場者と
もにターゲットと効率的に出会える生産性
の高い環境を作り出すことにあります。

　そうしたE ightだからこそ実現できる
BtoBイベントの価値を評価いただき、
2024年5月期は、過去最も手応えを感じ
た力強い成長を遂げた1年となりました。
イベントビジネスは、前年同期比で51％
成長し、Eight事業として初の通期黒字化
を大きくけん引しました。「必然のビジネ
スの出会い」があることを実感いただいた
結果、出展者のリピート率も上がり、出展
面積の拡大等のアップセルにもつながって
います。また、2024年5月期はそうした実

績の面だけでなく、名刺アプリ「Eight」を
活用したイベント体験の元年と言える1年
でした。「S t a r t u p  J a p a n」や「E i g h t 
EXPO」といった主催展示会では、イベン
ト来場にEightアプリが必要です、という
入場体験に全面的に切り替えることで、
会場内を「紙の名刺がいらない展示会」と
表しタッチ名刺交換を標準化することに
成功しました。
　この結果、名刺交換の記録をデジタル化
したり、名刺交換のハードルを低くしたり
することで出会いを促進する等、これまで
にない展示会体験を生み出しました。まさ
にイベントDXをEightアプリとの融合で大
幅に進歩させた1年であったとも言えます。

　この2年で立ち上げてきた新規イベント
が成功してきたことでリピート率が上がり、
継続した売上の循環サイクルができてきま
した。先述の展示会事業は特に好調で、
目的が明確な来場者を呼ぶ技術が高まっ
たことで出展者からの評価が極めて高く、
次回以降展示面積を増やしたいという声が
多く上がっています。「DX CAMP」シリー
ズは、東京だけでなく大阪での開催が成
功し、地方展開に手応えを感じており、
2025年5月期に向けては福岡や名古屋等

での開催ニーズに応える方針です。また
「Meets」シリーズは「経営企画部 戦略サ
ミット」「経理部 戦略サミット」等、部署を
絞ったニッチで濃密なイベントが成功を収
めており、異なる職種への横展開を進めて
いきます。既存イベントの力強い成長のみ
ならず、新しいイベントを立ち上げようとし
ており、それらが中長期的な成長エンジン
となることを期待しています。

　これまで、何が勝ち筋かを確かめるため
に新しいやり方を数多く試してきた中で、
ようやくEight流のイベント主催のあり方や
成功法則が見極められてきました。今後
は、小さなものを多く開催するのではな
く、1つひとつの規模を大きく太くしていく
フェーズに入ってきたと考えています。イベ
ントビジネスは、数百人より数万人、スポ
ンサーが数社より数百社といったように大
規模に開催することの方が、利益率が乗算
的に高くなるため、スケーラビリティを意識
した運営に舵を切っていきます。一方、規
模は大きくなくとも、「DX CAMP」シリーズ
のように、エグゼクティブだけを少数集め
る、粗利率が極めて高いビジネスモデルも
実現できており、いずれも成長の両輪とし
てますます確立させていきます。

事業別戦略

COLUMN

ビジネスイベントのあり方をテクノロジーの力で革新する「Event DX」

　展示会やカンファレンスが全盛期の活況
を取り戻しつつある中、Eightのイベント主
催事業も一段と成長が加速しています。
　コロナ禍を経て人はフィジカルな出会い
の重要性にあらためて気付かされ、また企
業活動においてもフィジカルなタッチポイン

トこそがいかに新規営業にレバレッジを効
かせていたかを深く実感する契機となりま
した。この結果、多くの企業が出会いの場
であるイベントの価値を再認識し、参加に
ギアを入れることにつながったことが大き
な要因とも言えます。

石本 卓也

執行役員／Eight事業部
Event Business部 部長

2024年5月期を振り返って 2025年5月期の取り組み

さらなる成長に向けて
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人事が企業価値向上に果たす役割

　当社には、ミッションやビジョン、バリューズ等の企業理念を
まとめた｢Sansanのカタチ｣がありますが、人事本部にも同じよ
うに、人事担当メンバーが向き合うものを言語化した｢人事本部
のカタチ｣があります。｢人事本部のカタチ｣は既にバージョン
3.1にまで進化していますが、そこに明記している人事本部の使
命は、｢人と組織の可能性を広げ、事業成長を加速させる｣こと
です。
　営業畑でキャリアを積んできた私は、当社に入社後も5年ほ
ど営業を担当していましたが、2015年に営業から人事部門に異
動を命じられ、今に至っています。私は当時から、人事はコス
ト部門ではなく、プロフィット部門だと考えていました。今も、
人事は事業成長に最もレバレッジをかけることのできる部門の1

つだと思っています。これは、私の前任の人事担当役員も同じ
考えでしたし、今、人事本部に所属するメンバーも、事業成長
を加速させる存在でありたいという思いを全員が共通してもっ
ています。
　昨年の『統合報告書2023』で、私は｢意思と意図をもって人
事施策を進める｣とお話ししましたが、人事本部のメンバーが新
たな企画を上げてきた時には、なぜその企画が事業成長に資す
ると思うのか、その意思と意図を必ず確認します。また、その施
策にゴーサインを出した後も、本当に事業成長に資する施策に
なっているかどうかを、常に問い続けています。人事本部が当社
の成長を引っ張っていくという考えがぶれることはありません。

　人事本部が事業成長への貢献を考える上で意識しているの
は、SaaS企業の成長性と収益性を測る指標として使われること
の多い｢Rule of 40（40％ルール）｣、つまり売上高成長率と当社

売上・利益の双方の成長に貢献する

人事で事業成長を
加速する

大間  祐太
取締役／執行役員／CHRO

CHROメッセージ
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り向けたことがとても大きかったと思います。
　2025年5月期も相応の規模で人材採用を続けていきます。し
かし、採用のペースは少し落とし、むしろ、一気に増えた人員の
人材効率向上により注力して、利益成長に結び付けていきま
す。連結で2,000人を超える人材が、その戦力化係数を1％でも
2％でも高められれば、そのことによる業績へのインパクトは非
常に大きくなると期待しています。

　人員規模が一気に拡大したことによって、これまで当社が大
切にしてきたミッションドリブンのカルチャーが薄まることが
あってはいけません。入社直後に｢Sansanのカタチ｣に集中的
に触れるSCOP（Sansan Culture Onboarding Program）
は、ミッションドリブンのカルチャーを持続させるための重要
な仕組みと考え、継続しています。1人ひとりの人材採用は、当
社のカルチャーへのフィット感も含めて判断していますが、入
社直後の5日間、人事本部が預かる形で当社の価値観につい
てディスカッションすることで、当社へのフィット感をより高め
られるようにサポートしています。
　企業カルチャーに関してはこの1年、組織の持続的成長とい
う視点から、50年後、100年後にどういう会社でありたいか、
どういう会社として見られたいかといったパーパス議論を社内
で進めてきました。それは、もし仮に、寺田が社長の役割を外
れるとしたら、それは当社がどのような環境になった時なのか
という、次世代へのサクセッションを考える上で必要な組織文
化を考えることにもつながりました。もちろん短期で、寺田が
当社の経営を誰かにバトンタッチする予定はないのですが、こ
の1年間、未来の当社を描きながら必要な組織文化を議論し、

全社員が「グロースマインドセット」を
発揮する組織へ

の指標である調整後営業利益[1]  率の合計が40％を超えている
かどうかです。売上成長は人材を採用することでけん引できます
が、拡大する組織の中で利益成長を図るには、人材効率を高め
ることが重要です。
　2024年5月期に当社が売上成長に向けて行った最大の投資
が人材採用でした。中でも注力したのが、営業社員の採用で
す。新卒・中途を含め、過去にないほど採用にアクセルを踏
み、この1年間で約620名の新たな人材を獲得しました。2024

年5月期は、当初想定以上の売上成長を果たすことができまし
たが、その業績に人事施策は確実に貢献できたと思います。
　利益成長に関しては、人材の生産性が重要です。営業社員1

人当たりの受注金額に関連する指標｢戦力化係数｣を分析しな
がら、人材効率の向上を図っています。2024年5月期は、新た
に採用した人材の早期育成施策として、各事業部内に事業部長
の参謀的な位置付けでHRBP（Human Resource Business 

Par tner）という人事関連組織を設けました。そして、この
HRBPに所属する人事責任者が、採用から採用後の人材の組織
への定着・戦力化に至るまで、一連の受け入れプロセス（オン
ボーディング）を一気通貫で行う体制としました。HRBPには、
各事業部のハイパフォーマーセールス人材を計6人配置しました
が、営業部門の新規入社者が単月で40人規模になることもあっ
た中で、HRBPを軸に人材効率を高められた結果、売上成長に
加え、利益成長にも貢献できたと評価しています。
　また、パフォーマンスの高い営業人材は、人材採用でも大き
な力を発揮します。特に、こだわりをもって採用を進めている当
社が求める人材は、他社からも内定を得ているような候補者で
あることがよくあります。そのような候補者に、当社を選んでも
らえるように働きかけていくアプローチは、受注獲得に向けて
顧客に魅力ある提案を行う営業活動に類似しています。2024年
5月期は、トップセールス人材をサービスの営業からあえて外し
て、人材の採用からオンボーディングまでを推進する活動に振

そして、それを｢グロースマインドセット｣だと定義できたのは、
大きな前進だったと思います。
　当社は創業当初から｢世界を変える｣｢イノベーションを起こ
す｣と、魂を込めて目指す旗印を言語化し、そこに向けて邁進
してきました。その裏では、CEOの寺田をはじめとした役員ら
が、社員が｢そんな高い目標設定をするんですか!?｣と思うよう
な高い目標を掲げ、｢そこまで行くぞ｣｢自分たちならできる｣と
語り続け、組織成長を促してきました。できるようになったこと
も多々ありますが、できなかった時もそこから学びを得て、今
度はそれをどうできるようにしていくか、次のステージにつなげ
ようとしてきました。その意味で、当社には既にある程度の｢グ
ロースマインドセット｣がカルチャーとして醸成されています。
高い目標を前に、｢そんなのはできないよ｣と疲弊したくなる気
持ちや声に引っ張られるのではなく、チャレンジングな目標の
達成にどうやって近づいていこうかと、ポジティブに捉えて、
自らの成長に変えていく。全ての社員がそうした｢グロースマイ
ンドセット｣を備え、ボトムアップでそれを発揮していく。そう
した強力な組織を目指していきたいと思います。

[1] 営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費）
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　人材の採用・育成・活躍推進は当社のマテリアリティの1つであ
り、2030年5月期までに｢リファラル採用比率35％｣を目標の1つ
に掲げています。リファラル採用者の数は着実に増えてきていま
すが、2024年5月期は全体の採用者数が多い中で、その比率は
伸び切れてはおらず、10.3％の実績となりました。
　また、称賛のメッセージを送り合うUnipos[2]  の投稿率は、目
標80％に対し、58.1％の実績となりました。Uniposの投稿で
は、称賛メッセージとともに｢#仕事に向き合い、情熱を注ぐ｣
｢#意思と意図をもって判断する｣といったようにハッシュタグを
付けられるのですが、今年は｢#グロースマインドセット｣という
ハッシュタグも生まれ、グロースマインドセットを発揮している人
材のエピソードとともに称賛するムーブメントも起きています。
　もう1つのマテリアリティである、ダイバーシティ・エクイティ&
インクルージョンの推進に関しては、2030年までに女性管理職
比率30％以上、女性社員比率45％以上を目標に掲げていま
す。2024年5月期末の女性管理職比率は、前期と同じ17.8％で
あるため、今後は多様なロールモデルの創出を進め、キャリアパ

　社員エンゲージメントに関しては、過去3年、継続してサーベ
イを実施してきました。2024年5月期は大変うれしいことに、過
去最高水準のエンゲージメントスコアとなりました。エンゲージ
メントスコアは、新入社員が多くなると高く出る傾向にあります
が、圧倒的に相関が高い要素となるのが業績です。2024年5月
期においては、売上高成長の再加速を実現した、その事業部の
成長の勢いは、事業部だけでなくバックオフィスを含めた全社に
波及しており、それが高い組織エンゲージメントに表れていると
分析します。
　また、もう1つ、社員が自社を他人に薦められるかどうかを指
標化したeNPSSM [1]も、日系企業の平均がマイナス40からマイナ
ス50と言われる中、2,000人近い規模に拡大した当社は、プラ
スマイナス0近辺にまで改善しました。多くの社員が、Sansan

グループの一員であることを誇らしく感じてくれている証左でもあ
り、とてもうれしく思います。

スを示す取り組みを強化します。また、今年の6月には、女性執
行役員が1名増えて2名になりました。女性社員比率は、人材市
場に技術バックグラウンドをもつ女性の数そのものが少ない
中、2024年5月期は、36.7％となり、前期の34.9%から徐々に
増えつつあります。

　ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョンは、2023年に新
設したDEI & Wellnessグループを中心に、公平性の担保を重視
しながら推進しています。
　ジェンダーの多様性に関しては、慶弔見舞金等の人事施策
を、同性パートナーとの事実婚でも適用しているほか、LGBTQ

当事者の方を招いた講演会を開催する等、多様性に対する社内
啓発活動を進めています。
　国籍の多様性は、セブのグローバル開発センターの陣容が70

名規模にまで拡大しており、グループ全体で着実に進展してい
ると考えます。
　障がい者雇用については、社員数が急拡大する中で法定雇
用率を遵守するだけでなく、配属先についても、事業貢献の高
い業務・職種での採用を積極化しています。当社のコアコンピタ
ンスである｢アナログ情報のデジタル化｣を行うオペレーション
センターを、規模の拡大に合わせて千葉県千葉市に移設してお
り、そこで活躍いただける障がい者の採用を強化しています。
　新卒採用に関しては、当社自体のプレゼンスも上がってきてい
る中で、新卒初任給を年収560万円と業界トップクラスの報酬
水準に引き上げたことで、2025年4月入社予定の新卒者は前年
の70人から120人に大きく拡大し、応募数も1.4倍となりました。
入社後のパフォーマンス分析では、特に営業に配属した新卒社員

[2]  Unipos株式会社が提供するピアボーナス®を軸とする全従業員参加型のプラットフォームサービスを利用してい
ます

[1]  eNPSSMは｢Employee Net Promoter Score (エンプロイー・ネット・プロモーター・スコア)｣の略称で、ベ
イン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズの役務商標です。当社で働くこ
とへの｢推奨者｣の割合から｢批判者｣の割合を差し引いた数値を、eNPSSMとして算出しています
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の是正につながると思いますし、そういう取り組みをしなければ
ならないと認識しています。そうした施策を導入することで業務
上、生じ得る課題等をしっかり精査し、前向きに検討していき
ます。
　

　2020年からのコロナ禍では、リモートワークが常態化し、人
と人とが全く出会わない、名刺交換をしない状況になり、当社
はいつ吹き飛んでもおかしくない会社の1つだと思った方もいら
したと思います。コロナ禍では確かに一時的に成長率は落ちま
したが、その中でも私たちは成長に向けて走り続け、アフターコ
ロナの社会が見えてきた2023年は、｢突き抜ける｣をテーマに掲

のパフォーマンスが非常に高く、パフォーマンスの高い新卒採用
者のプロモーション速度は中途採用者の1.3倍となっています。  

成長速度の加速が期待できる新卒採用に関しては、引き続き人
材の質に高い水準を求めながら、さらに強化していく考えです。

　今後、検討すべき人事面での課題の1つは、部門・職種最適
での設計が望ましい人事施策をどう進めていくかです。2024年
5月期は、特に営業職の採用に注力しましたが、事業を運営して
いく上では、技術職やクリエイター職、バックオフィス等、全て
の職種で人材の増強を図る必要があります。営業とエンジニアと
では、1人ひとりのバックグラウンドや働き方等も大きく異なり、
評価制度や報酬に関するサーベイ等、既存施策における課題を
幅広く抽出しながら、職種や部門毎に最適化した人事制度の構
築を検討していきます。
　もう1つの課題は、ミッショングレード（社内における役割等
級）が高い役職者層で確認されている、男女間賃金格差の是正
です。育児・介護等と両立しながら時短で働く社員に対して、既
存の制度では賃金差が生じざるを得ないことが、格差の要因だ
と考えています。出産・育児休業後に復職した女性社員は、希
望すれば時短勤務等の働き方を選択できますが、そのことで彼
女たちが｢働き方を制限せざるを得ない｣と思うことのないよう
な人事施策の打ち手があるはずだと考えています。特に、｢出会
いからイノベーションを生み出す｣というミッションの下、同じ空
間・同じ場所で働く人たちが出会うことに価値を見出している当
社には、どうしてもオフィスセントリックで｢出社文化｣の風土が
浸透しています。育児との両立を図りたい社員の中には、出社
日数を週3回に減らしても、ハードルを感じる社員もいるでしょ
う。時短やフレックス勤務制度からさらに踏み込んだ勤務形態
も許容できるような業務設計が可能になれば、男女間賃金格差 大間 祐太

取締役／執行役員／CHRO

げ、成長率を再加速しました。そして、組織の規模もグッと拡大
しました。｢突き抜ける｣ことができた今、私たちは新たに｢グ
ロースマインドセット｣を掲げ、さらにフェーズを変えにいこうとし
ています。新たなフェーズに入り、見える景色も変わる。そうし
た兆しを私は既に感じています。CHROとして、規模が拡大し
た組織と、価値創出の源泉である人に向き合い、人的資本の最
大化・最適化を通して、2025年5月期も、そしてこれからも事業
成長に大きく貢献していきます。
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人材は最も重要な経営資本の1つであり、これまでの高成長を実現できたのは、優秀な人材の活躍によるものと捉えています。
今後のさらなる成長に向け、人材の採用・育成・活躍推進やダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの推進といった各種施策を進めていきます。

人的資本

　当社グループでは、重要な成長戦略の一環
として、積極的な人材採用を進めてきまし
た。2024年5月期末の連結従業員数は1,899
名となり、開発や営業、バックオフィス等のさ
まざまな組織は、多様なバックボーンをもった
優秀な人材で構成されています。
　当社グループの強みの1つは、急拡大する
組織においても、ミッション・ビジョンに共感
し、それを体現できる企業カルチャーを維持
していることです。採用の際には、高い専門
性やスキルを保有している点だけではなく、当
社の理念やカルチャーへのマッチ度合いを重
要視しています。私たちの掲げる企業理念
と、自らのありたい姿が合致する人材ほど、
入社後に活躍できる可能性が高いと考えてお
り、これまでミッションドリブンな企業風土を

構築・維持してきたことが採用活動において
も効果的に機能し、多くの優秀かつ多様な人
材の採用を実現してきました。また、優秀な
人材の採用だけではなく、各社員の多様な知
見やアイデアを活かし、周囲のさらなる成長
につなげる人材育成・活躍推進に関する制度
や環境の整備にも取り組んでいます。

事業成長に資する人材の採用・育成
が採用を主導するのではなく、現場の採用力を強
化する必要があると考え、HRBP [1] 組織を設置して
います。HRBP組織は、各事業部内に設置されてお
り、事業戦略に基づく組織特有のニーズを深く把握
することで、それぞれの組織に最適な採用計画の
立案や育成、評価等を人事本部と連携しながら実
施しています。HRBP組織の設置により、各事業の
特性に合わせた柔軟な人材戦略を展開できるよう
になり、事業部毎に最適な人材の採用を可能にして
います。

　一方で、採用活動のオペレーション部分において
は、部門横断の業務企画組織を人事本部配下に立
ち上げ、全体の採用オペレーションを統合しまし
た。これにより、部門に最適な採用とその効率性の
向上を実現しています。また、採用力を強化するため
に、全職種・全事業部共通して、採用ブランドの形
成と情報発信の強化を行っています。

組織の拡大を支える採用体制
　2023年6月、当社はさらなる事業成長を見据えて
組織改編を実施しました。各サービスの営業を1つの
組織に集約した体制から、サービス毎の営業組織に
分けた事業部体制へと変更し、リソースの｢最適化｣

から、売上高の｢最大化｣へと大きく方針を転換しま
した。これに伴い、人材の採用・確保を経営の最重
要課題と位置付けました。
　大規模な採用を推進するためには、人事本部だけ

リファラル採用の強化
　当社では、2015年より、社員による採用紹介制度
｢マイミャク｣を導入しており、採用紹介時における会
食費用の負担や採用決定時の謝礼金支給等を通じ
て、リファラル採用を推進しています。マイミャクを通
じた採用決定率は、通常の選考に比べて大幅に高
く、最も重要な成長戦略である人材採用に大きく貢
献しています。また、社員自らが｢一緒に働きたい｣と
思う人材に対してアプローチしていくため、マイミャク
経由の入社者は通常選考と比べて、ミスマッチが起
こりにくく、早期退職率が低い傾向にあります。その
ほか、マイミャクを推進する上では、自身の大切な友
人や知人に対して当社を入社先として紹介するほど当
社に良い印象をもった社員の存在が不可欠であるこ
とから、リファラル採用率は組織状態を定量的に測

定する1つの指標としても重視しています。2024年5
月期におけるリファラル採用比率は10.3％となってお
り、マイミャク制度の充実化や全役職員の利用を促進
することで、2030年5月期での35％達成を目指して
います。
　リファラル採用推進に当たっては、各フロアに複
数台設置しているデジタルサイネージや社内向けの
動画コンテンツを活用して認知度を上げ、社員が
積極的にマイミャクを利用するよう促しています。
また、採用候補者と社員の交流を図るためのイベ
ント｢Sansan Bar｣を月に一度開催しており、毎回
50人以上の参加者を集めています。これらの施策
を通じて、より多くの優秀な人材を紹介・採用でき
る体制を構築しています。

[1]  HRBP（Human Resource Business Partner）：事業部門の経営者や責任
者のパートナーとして事業成長を人と組織の面からサポートする役割を担う
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2021 2022 2023 20242020
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連結従業員数*

（人）

* 各年5月期
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人的資本

エンゲージメントを高める取り組み

人材育成・活躍推進への取り組み
　組織が急拡大している中で、生産性を落とすこと
なく、維持・向上させていくには、1人ひとりの成長を
加速することが最も重要な施策であると考え、採用
後の育成・活躍推進に積極的に取り組んでいます。
　人事評価制度として｢ミッショングレード制度｣を採
用し、業務上の権限や責任、処遇等を等級によって
定めています。この等級は、これまでの実績だけで
はなく、今後の期待値に応じて決定することで、個
人の成長にレバレッジをかけています。また、人事評
価においては、四半期毎に設定する目標に基づいて

個人の貢献度を評価しており、360度評価の仕組み
を採用しています。この仕組みにより、直属の上長だ
けではなく、同僚や他部門の関係者からの評価や
フィードバックを総合的に反映させることで公平な評
価を実現し、社員の成長促進と組織全体のパフォー
マンス向上につなげています。そのほか、月に1回、
正社員や契約社員に対してエンゲージメントサーベイ
を実施し、回答の分析結果をセルフマネジメントや
組織マネジメント、全社的な社内制度・施策の立案
等に活用しています。

Jump！（社内公募制度）

Geek Seek  （書籍購入や
勉強会参加補助）

OYACO（育児と仕事の両立支援制度）

コーチャ＆キャリトーク（コーチング、
キャリア相談）

エンゲージメントサーベイ

低用量ピル費用全額負担

個人に対する施策

長期インターンシップ

オフィスセントリック

マイミャク採用（リファラル採用）

カルチャー重視の採用

カタチ議論（全社員参加の理念浸透活動）

組織に対する施策

強マッチ（キャリアサマリや性格診断を含む
自己紹介の共有）

見つカッチ（Uniposによるピアボーナス® [1]）
Know Me、ヨリアイ（飲み会補助制度）

コーチャチーム（グループコーチング）

Sansan Value Star（社員表彰制度）

よいこ（社内部活）

周囲に対する施策

エンゲージメントと生産性向上のための人事施策

　当社グループには、ユニークな人事制度が多く
ありますが、その全ては「1人ひとりの生産性向上に
つながること」「個人の成長が会社の成長につな
がっていくこと」を意識して設計しています。制度
設計においては、個人に対する施策、周囲との関
係に対する施策、会社全体の組織の施策の3階層
で設計し、全方位的な成長を支援しています。
　1人ひとりの働きがいや自己成長を促す支援とし
て、上司との1on1やOKR[2] の導入、社歴や年功序
列によらない評価制度（ミッショングレード制）等
に加え、社内公募やキャリアのアドバイスを通し
て、自身の強みを生かした新たな業務へのチャレ
ンジを後押しする「Jump!」、キャリアや成長に悩ん
だ時に1対1でコーチングを受けることができる「コー
チャ」等の制度を用意しています。
　また、バリューズに「強みを活かし、結集する」と
掲げている通り、チームで成果を最大化するために
は一緒に働く周囲のメンバーとの関係性構築も重
要と捉えています。入社時に全社員がエニアグラ 
ム[3] とストレングスファインダー[4] を実施し、それ

ぞれの強みを部門内で発表する「強マッチ」のほ
か、その情報をタレントマネジメントツール上に自
身の強みとして掲載し、社内に公開しています。タ
レントマネジメントツールにはその他にもキャリア
サマリも掲載しており、1人ひとりの強みやキャリア
を可視化して社内に共有することで、社内横断で
の関係構築を支援しています。
　また、複数名でのコーチング「コーチャチーム」を
希望するチームで受講することができ、相互理解
の促進のみならず、チームで目指すべき方向性を策
定するワークショップとしても利用されています。
　組織に関連する施策では、月に2回、全社員が
参加する「S1会議」を実施しており、会社の方針や
カルチャーを全社員に共有する場として設計してい
るほか、半期末毎に半日間かけて行う全社会議も
開催しており、各部門長からの事業の総括や方針
の共有を全社員に向けて行います。

COLUMN

平山 鋼之介 

人事本部 Employee Success部
部長

[2] OKR（Objectives and Key Results）：目標と主要な結果
[3] 習慣的思考や行動パターンなどについて9つに分類する性格診断ツール
[4]  米国ギャラップ社の開発した個人の才能を34の資質に分類する才能診断
ツール

[1] ピアボーナスⓇはUnipos株式会社の登録商標です
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人的資本

新卒育成プログラム「TOP GUN」

　新卒の採用・育成には成長戦略の一環として力
を入れています。当社の経営理念をDNAとして
育った人材が将来的にマネジメントレイヤーとなる
ことで、外的な働きかけがなくとも自発的に内部か
らカルチャーが強化されていくサイクルを期待して
おり、2024年5月期は74名の新卒社員を採用しま
した。
　基礎的な入社研修を終えた後、総合職メンバー
は「TOP GUN」という成果研修プログラムに入りま
す。研修のための課題を用意するのではなく、そ
の年度の実際の事業課題の中から、1人ひとりの成
果や成長が直接的に事業成長に重なるミッション
を設定しています。2024年の新卒社員の課題は
「Bill Oneにおいて、特定業種から新たな成長ドラ
イバーを作り、1人当たりが獲得するMRR[2] の目標
を達成する」でした。
　新卒総合職社員48名が職種を問わず複数名ず
つのグループに分かれ、目標達成に向けた戦略構
築をはじめとして、アポイントメントの獲得・商談・
クロージング・カスタマーサクセス部門への連携と

いった受注のための一連のプロセスを自分たちで
行います。TOP GUNプロジェクト推進の体制とし
ては、実際に各事業部等の現場組織で高いパ
フォーマンスを出している社員がマネジャーとして
関わり、ビジネスプロセスのみならず、サービスの
強みやカルチャーの理解をも促すことで、即戦力
としての育成と長期にわたる活躍を支援します。
　1人当たりのMRR目標を達成することは、並大
抵のことではありません。ましてやビジネスに実際
に触れたことのない中では、失敗をたくさんしま
す。ですが、その失敗の積み重ねこそが成長の機
会だと思っていますし、何か1つの壁を突破できた
ことが成功体験となり、自信につながるものだと思
います。早いサイクルでステップアップしていくた
めには1人のビジネスパーソンとして、一定の期間
で一定の成果、それも高い成果を求めることこそ
が圧倒的な成長につながると考えています。

COLUMN
未来につながるIT人材の育成

　当社グループは、2023年に開校した私立高等専
門学校｢神山まるごと高専｣の支援をしています。社
会を切り拓く｢モノをつくる力で、コトを起こす人｣の
育成を掲げる同校に対して、未来のイノベーターを創
出していく支援をすることで、当社グループのミッ
ションである｢出会いからイノベーションを生み出す｣
の実現や、これからの世の中を変えていくIT人材の
育成支援につなげていきたいと考えています。
　具体的には、当社はスカラーシップパートナー[1] の
一社として参画しており、複数の学生をSansan奨学
生として支援しています。当社グループから、営業や
事業企画、デザイナー、エンジニア等、多様な職種
の若手社員がメンターとして参加し、学生たちに年間
を通じたサポートプログラムを提供しています。プロ
グラムの内容は学年によって異なり、学校が設定し

た課題を基に活動方針を策定し、支援を行います。
　現在、神山まるごと高専には2年生までが在籍して
おり、1年生には｢企業の魅力を紹介するプレゼン
テーション｣、2年生には｢強みを活かした将来の事
業を考案する｣という課題が与えられており、プレゼ
ンテーションやデザインといったノウハウのみなら
ず、企業の仕組みや必要な機能、サービスの成り立
ち等、メンターたちがそれぞれの知識や経験を提供
しています。これらの支援は同時に、メンターとして
参加する社員自身の成長促進にもつながっており、
将来的には、管理職候補として活躍することが期待
される等、当社グループの人材育成にも寄与してい
ます。

[1] 学費の実質無償化を目的として奨学金基金への拠出・寄付を行った企業

[2] MRR（Monthly Recurring Revenue）：月次固定収入

長 幸次郎

執行役員／人事本部 採用統括部
部長 
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人的資本

　当社グループではミッションドリブンなカル
チャーを大切にしており、ミッション、ビジョ
ン、バリューズを｢Sansanのカタチ｣と総称し
ていますが、加えて、より短期の視点で向き
合うべきテーマを毎年掲げています。
　2024年のテーマは｢グロースマインドセッ
ト｣です。組織拡大が続く中では、1人ひとり
の成長が事業成長のドライバーとなり、会社
全体の成長に直接的につながっていくものだ

と考えており、個人のグロースマインドセット
とミッションをはじめとした企業理念が掛け
合わさることで、当社グループの人的資本の
土台ともなるカルチャーが醸成されていきま
す。そのため、入社時はもとより、さまざまな
機会を通じて社員1人ひとりが企業カルチャー
や毎年のテーマに向き合う場を設ける等、各
種研修の実施を強化しています。

人的資本の土台となる企業カルチャーの醸成 全社会議によるカルチャーの浸透
　企業理念に向き合い、未来を語る場として、全社
員が参加する会議を毎月2回開催しており、サービス
提供を行う上で重要なセキュリティ意識を高めるこ
と、バリューズへの理解を深めること、ミッション、ビ
ジョンに向き合うこと等を目的としています。四半期
毎にCEOが目標に対する実績を振り返り、次四半期
の方針や目標について話すほか、決算内容や各サー
ビスの最新状況、その年のテーマやミッション、ビ
ジョン、バリューズに関連した話題等を経営層や管理
職、一般社員が話す等、さまざまなコンテンツを組
み込んでおり、会社の方針や状況、カルチャー等に

ついて、全社員が等しく理解できるように設計してい
ます。

「SVS」Sansan Value Star表彰
　その年度のテーマとバリューズを最も体現した人・
チーム・プロジェクトを｢Sansan Value Star｣とし
て、また、新卒社員の中で最速で成果を出した人を
新人賞として、半年に一度開催している全社会議の
中で表彰しています。表彰の際には、上司や同僚が
受賞に至った理由が分かるエピソードを紹介した

り、後日、社内の広報媒体で詳細ストーリーを配信
したりする等、単に表彰するだけではなく、どのよう
な課題に対して、どのようにアプローチすることで成
果を残したのか、ほかの社員が学びや刺激を受ける
コンテンツにしています。

「SCOP」Sansan Culture Onboarding Program
　組織拡大に伴い、現在では全社員の半数程度が
直近3年以内に入社したメンバーで構成されていま
す。さまざまなバックグラウンドをもって入社した社
員を最速で活躍できるようにするには、当社グルー
プのミッション、ビジョン、バリューズといった企業理
念や価値観と、1人ひとりのキャリアや成長をいかに
早期に重ねていけるかが重要であると捉えています。

そのため、入社初日から5日間通して行う｢SCOP｣の
中で、2日間を企業理念や価値観の理解促進のため
の時間として活用しています。さらに、現場に配属後
も入社から半年間は、月に1度SCOPの一環として、
ミッション、ビジョン、バリューズについて自部門や他
部門のマネジャーとの対話や役員との対話の機会を
設け、より深く体得できるよう目指しています。 「Unipos」の活用

　ピアボーナス®[1] を軸とする全社員参加型のプラッ
トフォーム｢Unipos｣を活用し、企業文化の浸透や社
員のエンゲージメント向上を図っています。Unipos
は、社員が互いの業務上の貢献に対して称賛コメン
トとチップを送り合い、良い行動を全社で可視化す
るサービスです。ミッション、ビジョン、バリューズの
ほか、その年度のテーマに基づくさまざまなタグとと
もにUniposへ投稿することができ、単に感謝を直接
伝えるのではなく、企業理念や会社の方向性に関連

した行動を全社員に対して可視化するため、企業理
念や文化の浸透に資するものと位置付けています。マ
テリアリティに対する定量目標の1つとして、2030年
5月期までに投稿率80%の達成を目指すことにしてお
り、2024年5月期での投稿率は58.1%でした。さらな
る活用促進に向け、定期的にUniposの投稿の中から
最も企業理念等を体現した行動を表彰し、社内に周
知する等の広報活動を行っています。

5日間プログラム 当社グループの基礎知識を学びます。

カタチ研修（CEO）／カタチサロン（取締役）／
カタチサロン（執行役員）

CEOや取締役、執行役員から
「Sansanのカタチ」に関する考えを聞きます。

カタチバ（グループマネジャー） グループマネジャーとともに、自身の業務と照らし合わせ、
「Sansanのカタチ」に関する考えを言語化します。

カタチオフサイトミーティング これまでの研修を踏まえ、「Sansanのカタチ」について
自分の言葉で語ることで、理解を深めます。

[1] ピアボーナスⓇはUnipos株式会社の登録商標です
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人的資本

　経歴やジェンダーといった特定の属性によ
ることなく、積極的に優秀な人材を採用・登
用する方針の下、全ての社員に対して公平な
評価及び登用の機会を設けています。社員1
人ひとりの強みを活かすことを重視し、誰も
が最大限に能力を発揮できる環境やチームと

しての成果を最大化できる就労環境の整備、
各種社内制度の設計を行っており、経歴や
ジェンダー、国籍といった特定の属性で判断
することなく、1人のプロフェッショナルとして
フェアに向き合うことを徹底しています。

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの推進

多様な人材の活躍支援
　重要分野として｢人材の多様性を尊重し、イノベー
ションを生み出す｣ことを掲げており、多様性に富ん
だ全ての人材が活躍できる機会の創出や、さまざま
な環境の整備を行っています。また、2030年5月期

における女性管理職比率30％以上、女性社員比率
45％以上の目標達成[1] に向けて、女性の活躍支援に
も力を入れています。

互いの背景を知ることが多様な人材の活躍支援の第一
歩であり、社内の多様性の見える化を目指し、「ダイ
バーシティからイノベーションを生み出す」をテーマとし
て、社内でのキャリアチェンジや男性社員の育休体験
談等、十人十色のキャリアや働き方を紹介するコンテン
ツを配信しています。

Colorful Talk

月経・PMS症状等をケアし、日々のパフォーマンス向
上と生産性向上を後押しすることを目的として、オンラ
イン診察による低用量ピルの処方を会社負担で受けら
れるサービスを導入しています。このサービスは、1人ひ
とりの労働損失を抑える一助となっています。

低用量ピル費用全額負担

Sansanで働く「親（OYA）」を応援し、仕事にコミット
するための支援として、認可外保育園料の差額補助の
ほか、保活コンシェルジュ、学童保育料の補助等を
行っており、仕事と育児の両立を支援しています。

OYACO

有資格者によるキャリアカウンセリングのほか、産休・育
休、育児・子育て、看護・介護といったライフイベントに
関する相談が受けられる窓口を設置しています。さらに、
LGBTQに関連したジェンダー相談や、産婦人科経験の
ある産業医との面談、社外カウンセリング等、個々の状
況に応じて活用できる多様な窓口を用意しています。

各種相談窓口

グループ会社におけるミッションの再定義

　グループ会社である言語理解研究所とログミー
において、事業環境や社会的使命の変化に対応す
るためにミッションの再定義に取り組みました。社
会にどのような価値を提供するかについて社員そ
れぞれが異なる視点をもっていたため、当社が
培ってきた議論のプロセスを活用しながら、各社
員が「自分たちは何のために仕事をしているのか」
「社会的使命とは何か」という根本的な問いに向き
合いそれを言語化することで、最終的にはミッショ
ン、ビジョン、バリューズの策定を目指しており、現
在はまずミッションが確定した段階にあります。
　言語理解研究所では、丸1日かけて集中的に実
施しましたが、根底の理念は共有しているものの、
やはり必ずしも皆が1つの方向を向いていないこと
が分かりました。同社の技術の強みは、例えば「や
ばい」という言葉が、ポジティブかネガティブか、ど
ちらの意味で使われているのか、前後の文脈から
判断できる高度な知識データベースを構築している
ことです。その強みを共有していても、それが社会
にどのようなインパクトを与え得るか、ないしは、与

えたいかという点では同じ方向を向いておらず、1日
かけて議論する中で「言葉の価値を最大限に引き出
し、顧客の想像を超え続ける」ことだと定義するこ
とができました。
　ログミーでは、「世界をログする。世界を変え
る。」というミッションを掲げていますが、今回は、
ログミーFinance事業を対象に半日のワークショッ
プを行い、同事業のコアな提供価値について議論
しました。その結果として、質疑応答も含めて正確
で透明性が高い形で全部記録されているログミー
Financeの決算発表会の書き起こしを読めば、IR
資料だけでは伝わらない背景や考えまでを理解で
きてその会社に投資しやすくなる、つまりは「全ての
人にIRを開放する」ことこそが当事業の提供価値で
あると定義しました。
　当社のみならず、グループ会社においても、それ
ぞれの強みを活かしたミッションを策定し、グルー
プ社員が一丸となってこれに向き合うことを通じ
て、事業成長の源泉となる企業カルチャーの醸成
を支援していきます。

COLUMN

室 健

執行役員／CCO* ／
コーポレートブランディング室
室長  

[1] 当社単体の目標・実績を記載しています

* CCO（Chief Communication O�cer ）：最高コミュニケーション責任者
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人的資本

　グループ会社として、フィリピンにS a n s a n 
Global Development Center, Inc.を設立したこ
と等により、2024年5月期末の外国籍社員比率は
6.2％となりました。社内資料やアナウンスには英
語を併記し、全社員向けの会議では英語の同時通
訳、バイリンガル社員による諸手続きのサポートを
行っているほか、日本と同じSCOPを導入し、カル

多様な文化を受け入れる職場環境の構築
チャーの融合を図っています。また、海外での事
業展開や外国籍社員の増加を背景に、言語学習支
援制度｢OCEAN｣を設けました。この制度では、
英語または日本語の学習を対象に、スクール講師
とのレッスン代や参考書購入代等の費用を補助し
ています。

障がい者雇用と活躍支援

　当社では、2014年から障がい者雇用を開始し、
2022年、2023年と連続して障がい者の法定雇用
率を達成していますが、単に法定雇用率を満たす
ということではなく、事業に直結する業務で採用し
ています。障がい者雇用では、それぞれの特性に
対して理解や配慮があること、業務自体が特性と
マッチしていることが大切だと言われていますが、
当社では、雇用開始当初より、根底には社員とし
て等しくミッション実現のための成果を求める、と
いう思いをもっています。これは、当社のバリュー
ズ「強みを活かし、結集する」の通り、雇用のため
の仕事を作るのではなく、既存の業務で、強みを
生かせるところで採用したいとするポリシーに基づ
くものです。
　現在では、データ入力部門を中心に採用してい
ますが、どういった特性の方がどのような業務で強
みを生かせるのか、長く活躍してもらえるか、求人
の設計をどうすべきか、どのような支援が必要か、
手探りで進めて今の形にたどり着くまでには長い
時間がかかりました。当初は名刺のデータ化業務

を中心として採用していましたが、名刺のデータ化
業務は、一定の習熟が見られれば、在宅勤務が可
能な一方、習熟するまでの研修期間が比較的長期
にわたるため、通勤が可能な方にしかフィットしな
い、という側面があります。そこで、名刺とはデー
タ化のプロセスが異なり、研修期間を短縮するこ
とができたBill One、Contract Oneにおける請
求書や契約書等のビジネス文書のデータ化及び画
像処理業務に雇用を広げています。
　定着支援には、人事本部のメンバーが専任で当
たり、それぞれの特性に配慮したオンボーディング
プログラムや、障がいのある方が無理なく業務を
理解し、疑問点をため込まずに質問できる体制を
構築しています。一定の研修期間を終えた後はフ
ルリモートでの勤務が可能な体制にする等、安定
的に安心して働ける環境を整えており、入社から10
年が経つメンバーもいます。また、強みを発揮する
ことをフェアに求め、障がい者雇用であってもデー
タ入力業務においては同じ評価軸・期待値での就
業となっています。

COLUMN
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我妻 小夜子

人事本部 Employee Success部
DEI & Wellnessグループ
グループマネジャー

*2  3月期決算の期間（4月から翌年3月）に読み替えて算出しています

*1 各年5月期。当社の正社員・契約社員を対象として算出しています

*3  当社及び全ての海外子会社の正社員・契約社員を対象として算出してい
ます（国内子会社を除く）
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創業以来、名刺情報を正確にデータ化することに向き合い続けてきた結果、アナログ情報をデジタル化する技術は当社グループの競争優位性の源泉となりました。
この技術により生成されるビジネスデータを活用し、新たな価値を創出することを目的に、当社グループはデータを扱うことに特化した研究開発部を設置しています。

研究開発

　研究開発部ではOCR[ 1 ] 技術や名寄せ技術
といったコア技術のさらなる高度化と新たなビ
ジネス領域での技術応用に向き合っており、研
究開発のみならず、各サービスに対応するアプ
リケーションの提供・運用までを手がけ、各
サービスの優位性を生み出しています。
　事業成長を推進する組織であることを念
頭に、他部門との連携を大切にしながら、
ユーザーのニーズやフィードバックを踏まえ

て改善を行い、次の研究の方向性を決定し
て、社内外の生産性向上を目指し、ユーザー
ドリブンと技術ドリブンの両方のアプローチ
を採用しています。
　また、取り扱うビジネスデータが拡大する
中では、データを有効活用することで、より
多くのさまざまな課題解決が期待できること
から、その提供価値の重要性を強く認識し、
中長期的な各サービスへの寄与を目的とし
た研究開発にも取り組んでいます。

研究開発方針

　2024年5月末時点において研究開発部に
は59名が在籍しており、多様なバックグラウ
ンドや専門性をもったスペシャリストがメン
バーとして活躍しています。自然言語処理や
機械学習、Kaggle[ 2] でGrandmasterを
所持するようなデータサイエンティストのほ
か、社会科学や経済学、政治学といった文
系の研究者も研究員として在籍しており、
サービスの価値を高める機能の研究開発に

研究開発体制 取り組んでいます。また、機能やシステムの
設計から実装までを担うエンジニアが所属
し、研究開発の成果をいち早くサービスで実
用化しています。そのほか、データ分析基盤
の設計や開発を行うデータエンジニアが所
属しており、さまざまなビジネスデータを整
備することで、当社グループの事業活動に役
立てています。

[2]   世界中のデータサイエンティストが課題に対して最適モデルを競うコンペ
ティションのことで、日本人では約10名がその上位タイトル｢Kaggle 
Grandmaster｣を所持しています

研究開発からサービスに対応するアプリケーション提供・運用例 主な研究開発分野

各種サービスのデータ構造化

A／Bテスト 社内データ分析 新規サービス検証

共同研究

学会協賛

論文投稿

勉強会主催・参加

データ化のための各種API

Sansan Labs データ基盤 デプロイ基盤

さまざまなビジネスデータの整備・活用のフロー

［1］ OCR（Optical Character Recognition/Reader）：光学文字認識技術

サービス間連携

営業支援

新たな機能開発

コア技術の進化

名刺 請求書 契約書 ニュース 企業情報

データ
分析基盤

中長期的な施策・研究開発

コア技術の開発

アプリケーション・
APIのリリース・運用

アカデミア活動
   画像処理・
画像認識

データ可視化・
プロダクト
マネジメント

データサイエンス・
因果推論機械学習自然言語

処理

OCR技術 名寄せ技術
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新たなAI-OCR「Viola」開発
　従来の一般的なOCRでは、単純に文字を読み込
むことはできても、名刺における氏名や住所がどれか
を判断することはできませんでしたが、生成AIの出現
により、氏名の判断が可能になりました。しかし、高
機能な生成AIを用いても、名刺情報の判断は不完全
であり、研究開発部では、将来的なサービスへの実
装を見据えて独自の生成AI｢Viola｣を開発しました。

Violaは文字を読むことに特化しており、当社グルー
プが蓄積してきた文書画像を学習データとして使用
し、高精度な文字認識能力とデータ化のルールの理
解を実現しています。例えば、前後の処理をせずに、
高精度に｢氏名｣｢メールアドレス｣｢会社名｣等を認
識し読み込むことができるほか、新しい言語に対応す
る必要がある場合には、膨大な量のデータを1営業日

　研究開発部の取り組みは、各サービスに
おいてさまざまな技術的優位性を生み出し
ているほか、豊富なビジネスデータを活用し

たサービス間の連携による提供価値の向上
や、新たなビジネスアイデア創出にもつな
がっています。また、営業活動においても研
究成果が活用されており、会社全体の事業
成長に大きく貢献しています。

研究開発事例

　Sansan上で、研究開発部が開発した実験的な機
能を提供するSansan Labsでは、多くのユーザーの
ニーズに基づいて開発するのではなく、生成AI等の
先進的な技術を使用したものや、特定のユーザーに
特化した機能を迅速に形にし、実証実験を通じてト
レンドを作り出すことを目的としています。Sansan 
Labsはスピード重視の方針の下、年間で50個のアプ
リ開発を目標とし、1個当たりおおよそ1か月で企画か

Sansan Labs
らリリースまで行っており、Sansan上に蓄積されたビ
ジネスの接点情報を、営業の効率化や営業戦略の高
度化、提案の質の向上等、さまざまな活動に活用でき
る実験的な機能をいち早く提供しています。
　迅速な開発サイクルと実験的アプローチを通じ
て、将来的にはSansanの製品ラインアップを拡充
し、潜在的なニーズを捉えて市場のトレンドに素早く
対応することを目指しています。

AI企業検索 -導入サービス-
自社の競合サービスや連携
サービスを入力すると、AIが
導入企業をリストアップしま
す。アタックリストの作成に活
用できます。

有価証券報告書から企業動向
と経営課題を5つのトピックに
分けて要約し、営業活動の情
報収集を後押しします。

セミナー情報を掲載したウェブ
サイト、もしくはセミナー情報
のテキストから、AIが集客メー
ルを生成します。

企業名と氏名を入力すると、
AIが人物に関するウェブ上の
情報を収集し、要約します。

AI人物プロフィール セミナー集客メールメーカー 5分で読める有価証券報告書

で学習して検証することができます。
　当社グループが誇る各サービスのデジタル化システ
ムは、それ自体が非常に高精度なものですが、人が介
入して品質を担保している部分があるため、オペレー
ションの設計や人の管理には一定のコストがかかって
います。同じく、研究開発部が独自に開発した、名刺
に特化したOCR｢NineOCR[1] ｣は既に完全に単独で

の名刺読み込みを実現しており、ViolaとNineOCRと
いう2つの独自開発のOCRの活用により、これまでか
かっていたコストを抑えながら、さまざまなサービス
における文書のデジタル化を加速させていきます。

さまざまな研究開発の取り組み

    画像処理・
画像認識

自然言語
処理 機械学習 データサイエンス・

因果推論

データ可視化・
プロダクト
マネジメント

新規事業

営業(社内課題)

ニュース
配信

企業ロゴ
抽出

レコメン
デーション

会社キーワード

メール署名取り込み

データ入力の
自動化

帳票のデータ化

営業効率化

  解約防止・利用促進

Sansan Labs

A/Bテスト・
効果検証

名寄せ

Sansan Labsの活用シーン（例）

営業戦略の立案 アプローチ／商談・受注 追加契約

導入サービス 田中権兵衛

アップセルアカウント深耕 営業・マーケティング活動商談準備営業戦略・ターゲット選定

研究開発

[1]  Sansanが培ってきたデジタル化ノウハウをOCRエンジンに展開することにより
開発された、名刺に特化した独自のOCRエンジン
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研究開発

　研究開発部では社内にもさまざまな営業活動支
援機能を提供しており、全社横断のデータ基盤に
集約したビジネスデータを当社の営業活動に活用
する取り組みを行っています。
　既存ユーザーへの継続的なフォローを担当する

営業活動支援
カスタマーサクセス部門向けに、重点的にリソース
投下をすべき営業対象をレコメンドする機能や、
解約の可能性が高いユーザーについてのアラート
を通知する機能を開発しました。また、顧客との
関係性等を表すヘルススコアの表示や、既存ユー

ザーのアクセス状況や機能活用の実態等を示す利
用状況レポートを自動生成する機能等、業務支援
に役立つ研究開発を行っています。
　テクニカルサポート／カスタマーサクセス部門に
おける社内問い合わせ対応においても生成AIを活

用し、問い合わせ者に正確な情報を回答するのみ
ならず、回答がない場合には解決にたどり着ける
ための関連情報を提供することで、社内問い合わ
せ対応における工数削減を目指しています。

Sansanを利用する各企業の
利用状況を要約したレポート
をワンクリックで出力できるア
プリケーション。ユーザー企
業の利用状況の良い点や改善
点が一目で分かり、活用推進
のためのアイデアを提供しま
す。カスタマーサクセス部門の
工数削減のみならず、ユーザー
企業の支援にも効果を見込め
る効率的なツールです。

Sansan利用状況レポート
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持続的なチャレンジを生み出す新規事業開発研究開発でプロダクトの未来をリードする

　新規事業を考える時には、当社グループのミッ
ション「出会いからイノベーションを生み出す」を強
く意識しています。ミッションを達成するために
は、さまざまなチャレンジをし続ける必要があり、
その手段の1つが新規事業開発であると考えていま
す。単なるデジタル化や業務効率化といった事業
開発ではなく、社会に向き合い、新たな価値を提
案し、ビジネスのあり方を革新することを使命とし
ています。当社グループの新規事業開発の強み
は、研究開発により培われてきた、机上の空論で
はない、プロダクトの社会実装を前提とした技術
基盤があることです。それをさらに活用して、次の
革新的なサービスを生み出していきたいと考えてい
ます。
　例えば、Contract Oneは当社が培ってきた、
アナログ情報を正確にデジタル化する技術を基
に、初めは「紙」で存在している契約書を、クラウド
上で正確な契約書データに変換・保存し、一元的
な管理・活用を可能にしています。この契約書デー
タを整備するためには、業務の効率化を実現しな
がら、実際の業務に落とし込んだ運用までを行う
必要があります。したがって、私たちが紙の契約書
の製本から押印・郵送業務の代行までを行い、そ
の後データ化することで、全ての契約書管理を同
じサービス上で完結できるようにしています。
　私たちが目指しているのは、ビジネスのあり方を
革新していくことです。契約書に関連するクラウド
サービスと言うと、押印作業をデジタル化するもの
を最初に想起しがちですが、デジタル化するメリッ
トの本質は、その中身の活用にこそあると考えてい
ます。契約データを活用することで、より効率的な

　研究開発部では「プロダクトファースト」の姿勢を
大切にしています。技術開発・向上のための研究
開発ではなく、プロダクトがもっている課題を把握
し、その課題を解決するための技術を開発・提供
しています。プロダクトにしっかり貢献するために
は、一番に成果の大きさを意識します。限られた
リソースの中で、どこに着手すれば最も大きな成
果、つまりユーザビリティの向上、ひいては事業成
長につながるか。アナログ情報のデジタル化技術
は当社の競争優位性の源泉ですが、OCRにおいて
は、名刺を認識し、数秒でデータ化の結果をユー
ザーに届ける「スマートキャプチャー」、画像から姓
名や企業名等の項目領域を推定する「項目セグメン
テーション」等、さまざまな技術を開発してきまし
た。  また、人によるチェック等を通じて判明した
データ化の誤りを、AIを用いて解析し、一定の規
則性を導くことで、データ化精度の向上にも取り組
んでいます。プロダクトファーストを突き詰めてきた
結果、当社グループが磨くべきコア技術とも言える
名刺の自動デジタル化精度やスピードは他の追随
を許さない強固なものになりました。
　今ある課題を解決するのみならず、現在ではプ
ロダクトビジョンの実現にもチャレンジしていま
す。例えば、急成長を続けるBill Oneにおいて
は、数年先の需要の予想を立て、「既存のリソース
や技術ではここまではできるが、これ以降は立ち
ゆかない」「ではそのためにこういうアプローチをし
ましょう」という、単純な技術だけに頼らない提案
も各部署を巻き込んで行い、プロダクトが数年先
にありたい姿に対して方向性を示していきます。新
しい取り組みとして、Contract Oneでは研究開

ビジネスの推進やリスクの低減といった、「ビジネス
を革新する」我々ならではの価値を提供しています。
　「ビジネスにおける出会い」を示すデータとして、
創業より名刺に向き合いビジネスを展開してきまし
たが、そこに請求書、契約書といった出会いの意味
や結果を加えることで、さらなるビジネスの進化を
遂げていくことができると考えています。実際に、
SansanとContract Oneを連携することで、
Sansan上で管理された人や企業のつながりの
データとともに、契約情報の一覧の確認ができる
ようになる等、サービスを通じて提案可能な価値
に相乗効果が出てきています。
　人と人、企業と企業のつながりが重なった時
に、当社グループであるからこそ生み出せる新たな
価値を、研究開発を通じて発見する。それを新規
事業として新たなサービスにして、さらなるイノ
ベーションを生み出し、つなげていく。これからも
「出会いからイノベーションを生み出す」ため、持
続的なチャレンジによってサービスを開発し、社会
と事業の成長に貢献していきます。

発部員がプロダクトのプロダクトマネジャーを兼務
しています。プロダクトマネジャーの仕事は、サー
ビスとしての企画や戦略、設計、開発、販売に至
るまで、ロードマップを策定し、そこから必要な機
能開発をしていきますが、そういう考え方をもった
技術者を育成していくことにより、直近の課題のみ
ならず中期的にも研究開発の視点でサポートでき
るようにしていきます。
　もちろん、それと同時に、生成AI等の新しい技
術が次 と々生まれている中においては、そうした新
しい技術をどうプロダクトに用いて、より高い価値
を提供できるようになるか、概念や実証も研究開
発部が行っていきます。研究開発から大きな成果
につなげるための多様な人材やクオリティの高い
データがそろっているからこそ実現可能なビジョン
があると言えます。研究開発部では、プロダクト
ファーストの視点から、何がプロダクトにとって必
要かを理解し、顕在化している課題の解決や先々
のプロダクトビジョンの実現まで、事業成長にとっ
て重要なものを、技術を使って支援し、ユーザー
に提供するサービスを強く支え、プロダクトの未来
をリードしていきます。

COLUMNCOLUMN

大島 武徳

技術本部　研究開発部
部長

* CBDO（Chief Business Development O�cer）：最高事業開発責任者

林 佑樹

執行役員／CBDO*
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当社グループでは、｢ビジネスインフラになる｣というビジョンを国内外で実現するべく、かねてより海外展開を進めてきました。
2023年には海外市場向けの機能開発に特化したSansan Global Development Center, Inc.を開設し、さらなる海外展開の加速を進めています。

海外展開の強化

海外展開のあゆみ

　ビジネスシーンにおいて、名刺は世界中に
存在することから、海外展開は当初から掲
げる目標であり、創業9年目となる2015年に
海外子会社である、Sansan Global Pte. 
Ltd.（シンガポール）を設立しました。シン
ガポールには日本とよく似た名刺交換文化が
あり、既に日本国内で当社サービスを利用し
ている企業が多く進出していたことや、東南
アジア地域におけるさまざまな意思決定権を
もつ地域統括会社が多いこと、英語圏であ
ること等から、営業・販売拠点をシンガポー
ルに設立し、まずは日系企業をターゲットと
して営業DXサービス｢Sansan｣の展開を進
めてきました。
　2020年に日本国内において、インボイス
管理サービス｢Bill One｣の提供を開始しま
したが、海外においては、コロナ禍によって
名刺交換機会が著しく減少していたことを受
け、Bill Oneを主軸とした展開に移行しま
した。
　ASEAN諸国の中でも、タイでは納税証明
書や領収書等において手書き署名や原本の
保管が必要である等、商習慣や制度上、多

くの紙の書類が使われています。ASEAN先
進国の中で唯一、請求書の紙の原本保管が
義務付けられており、実際、Bill Oneで取り
扱う請求書のうち、紙の利用が95％を占め
ている状況にあります。
　一方で、タイ政府は2018年から電子イン
ボイスの導入を促進する政策を進めており、

多くの経理業務で紙と電子の請求書が混在
する結果となっています。こうした状況に鑑
みて、今後タイでは経理業務の生産性向上
を目的とした請求書のデジタル化ニーズが増
え、市場規模の拡大が期待されることか
ら、2024年にSansan Global (Thailand) 
Co., Ltd.を設立し、営業体制のさらなる強化

を行いました。
　現在ではセールス、カスタマーサクセス、
コーポレート、データ化センター等の各部門
をシンガポール・タイそれぞれの現地に擁
し、SansanとBill Oneを合わせると、アジ
アでは15か国、全世界64か国でユーザーを
獲得しています。

特 集

Bill One

Sansan / Bill One

Sansan
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Bill Oneの海外展開戦略

　シンガポールでBill Oneの展開を開始した当初
は、オンラインのセミナーでペーパーレス等を題材
にしながら広く見込み顧客を獲得していました。し
かし、いざ利用が始まると、電子帳簿保存法のよう
な統一された制度のある日本とは異なり、業界毎に
請求書受領から支払いまでのワークフローや必要機
能が違うことが分かりました。Bill One自体も、ま
だサービス提供開始から間もない頃で、機能も少な
く、海外向け開発リソースも限られていたことか
ら、既存の機能でソリューションとして成り立つ業
界を探し、そこに営業・開発リソースを注力すること
が、最も市場に受け入れられる近道と考えました。
　利用企業の中でも、建設業界は、数多くある建
設現場に直接請求書が届き、その仕分けのために
担当者を派遣して本社とのやり取りを行っている状
況でした。煩雑なだけでなく紛失リスクも高く、か

つ協力会社への支払い漏れに対し政府からペナル
ティが科せられることがある等、請求書関連業務に
多くの課題を抱えていました。そこで建設業界に焦
点を当てて製品開発、顧客開拓、利用深化を図る
ことにしました。結果的に1つの業界に絞ったこと
で、業務理解が広がり、導入効果を最大化するこ
とができました。
　シンガポールの建設業の顧客をベースに進めてき
た業界特化型の市場開拓は、導入事例を生み、そ
の成功事例がタイやその他の国での利用を誘引しま
した。結果的に現在は、シンガポール、タイを
フォーカス地域としながらも、ケニア、カンボジア、
バングラデシュ等を含めた多数の国での展開が進ん
でいます。また、業界特化のアプローチを他業界に
も拡大し、タイでは建設業界のみならず製造業種
等への展開も始めています。

COLUMN

海外展開を加速させるグローバル開発センター

　海外市場で新たなビジネスを展開するに
は、グローバルなニーズに対応できる開発リ
ソースが必須です。既存のサービスを展開す
る場合においても、現地の商習慣や制度に
即した開発（ローカライズ）が必要となります
が、日本だけではなく、グローバルでもそう
いったリソースを潤沢に確保し、ユーザーの
ニーズを先取りした機能開発を行うために、

2023年にフィリピンにグローバル開発センター
である、Sansan Global Development 
Center, Inc.を開設しました。
　フィリピンのソフトウエアエンジニアは、プ
ロジェクトベースのアウトソーシング型の雇用
形態が多い傾向にあり、雇用の不安定さや
企業と人材の需要と供給のバランス、セキュ
リティの観点等において課題があります。グ

ローバル開発センターは、そうした委託型の
オフショア開発 [ 1 ] 拠点ではなく、日本の開
発組織からは独立したものとして存在してお
り、日本のメンバーとコミュニケーションも取
りながら、海外メンバーが主に海外向けの
機能開発を行っています。
　フィリピン国内では、ソフトウエアエンジ
ニアは、会計士等を抑えてパイロットに次い
で2番目に給与水準が高い職種であり、ハイ
クラス人材を採用し定着させるために、福利

厚生やスキルアップのためのプログラムにつ
いて、日本の開発組織と同じものを一部取り
入れる等、力を入れています。また、セブの
ビジネスパーク地区に最大100名を収容でき
るオフィスを構え、社員同士の交流ができる
レクリエーションエリアを備える等、働きや
すい環境を整備しており、今後、事業のニー
ズに応えてさらなる採用を予定しています。

[ 1 ]  ソフトウエア等の開発業務をよりコストの低い海外の企業や子会社・法人に
　　委託すること
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ていました。
　IT人材の質や量の面で、日本が見劣りしているとは思えませ
ん。しかし、サービスの展開となるとうまくいっておらず、そも
そも、人材を含め、日本のIT企業が海外に出て行っていない。
やはり、我々自身が日本の外に出て行ってグローバルテックに
なるんだ。そういう意気込みで事業を進めないといけないと考
えてきました。
　Sansan、Eight、Bill Oneと、当社が展開する主要サービ
スは、いずれも多くのビジネスシーンにおいて未だ残るアナログ

　当社は創業当初から、｢日本発で世界に対してITサービスを
展開していく｣という思いをもって事業を進めてきました。私自
身、20年ほど前に約2年間、米国で仕事をしていた経験があり
ますが、当時からIT系は米国発が主流で、日本は周回遅れと
いった印象がありました。日本の製造業は世界に誇るプレゼン
スを確立していますが、ITの領域となると、世界を席捲するよう
な日本企業が存在していない。そのことに、大きな課題を感じ

情報をデジタル化し、データとしての活用を推進することで、
企業やビジネスパーソンの業務効率化や生産性向上だけでな
く、ビジネスシーンをも変えていくものです。ビジネスシーンは
日本国内に限りません。各国共通の課題に対応したサービスを
展開することで、日本のみならず世界のビジネスシーンを変
え、さらにはより良いものに進化させる。そうした責務も感じて
います。
　創業から17年、企業として成長を続け、相応の事業基盤を確
立した今、いよいよ海外事業を本格化していく準備が整いまし

創業時から構想していた海外展開

塩見 賢治

取締役／執行役員／CIO／CISO／DPO／
技術本部 本部長／Eight事業部 事業部長

世界のビジネスを変える
海外展開を本格始動へ
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た。現在は私自身の時間の3～4割を、フィリピン・セブに新設
したグローバル開発センターの強化・拡充のために使っていま
す。ここ1～2年で当社の海外事業展開が進むにつれ、技術本
部内でもマネジャー層を中心に、英語を再学習する人、将来的
に海外で働きたいと手を挙げる人が出てきました。世界を見据
え、総じて目線が上がってきたと実感しています。私個人の思
いとしては、いずれ当社売上の半分が海外からとなるような規
模を目標にして事業拡大を進めていきたいと思います。
 

　当社は、2015年にシンガポールに子会社を設立後、2023年
にフィリピン・セブにグローバル開発センターを開設しました。
2024年4月には、タイ・バンコクに開設していた駐在員事務所を
現地法人化しています。当社の海外展開は、ようやく軌道に乗り
始め、まさにこれから大きく飛躍していくステージにあります。
　海外ではこれまで、各国に進出する日系企業向けのサービス
提供を基本戦略としてきました。現時点で、アジア・パシフィッ
ク地域を中心に計64か国で当社サービスをご利用いただいてい
ます。しかしこれから、本格的に海外事業をスケールさせてい
くには、日系企業等を足掛かりとしながらも、各国のローカル

企業の多くに当社サービスをご利用いただけるようにしなけれ
ばなりません。そのためには、サービスを現地のニーズや法律
に即したものに改変・進化させていく体制が不可欠です。その
役割を担うのが、セブに開設したグローバル開発センターです。
　フィリピンは、人口の平均年齢が20代半ばと若く、国として
の大きな成長の勢いを感じます。人の熱量も高く、仕事を通し
て自分自身が成功したいと考える人材が多くいます。同国経済
の中心地は圧倒的に首都マニラですが、セブはIT教育に力を入
れる都市の1つで、大きな大学が3校あります。都市の規模の割
に、エンジニア人材を多く輩出している一方で、製造業に比べ
るとIT企業の進出は少なく、マニラほど競争が激化した状況に
ありません。また、セブに進出している米大手IT企業やIT系コ
ンサル企業の中で人材の流動も見られ、当社が英語圏で初め
て開発センターを設置するのに最適地だと判断しました。
　グローバル開発センターは既に70名体制に拡充し、各国向
けのローカル対応ができる技術基盤も整いつつあります。UI
（ユーザーインターフェース）の設計や仕様の理解等、言語の
壁なく、開発した機能をそのままデリバリーできる点は、英語
圏で開発するメリットだと感じます。当社のコアコンピタンスの
1つは、アナログ情報をデジタル化する技術にありますが、ロー
カル言語への対応は各国現地で対応しながら、各国共通で解
決できる部分の技術開発については、日本並びにセブのグロー
バル開発センターで集約して進めていく体制を構築します。
 

　　
　国・地域によって言語・文化・習慣は異なるものの、名刺管理
や請求書管理に対するニーズは共通しています。当社サービス
を、ローカルニーズに合わせてアジャストしていくことで、海外
市場でも確実に勝負になるとの手応えを既に感じています。そ

海外向けサービス開発をセブで

トップクラス人材の確保で、
現地の旺盛な需要を取り込む

塩見 賢治

取締役／執行役員／CIO／CISO／DPO／
技術本部 本部長／Eight事業部 事業部長

の中でも請求書管理に対しては、国・地域に関係なく共通して
旺盛な需要を確認できており、そこに対してBill Oneを提供し
ていくことで、海外事業の拡大加速を図っていきます。
　海外では、現地固有のニーズや法規制等をタイムリーに把握
し、対応する力も重要ですが、国内同様に優秀な人材を確保
することが事業拡大に不可欠なポイントです。技術本部ではこ
の2年間、国内の人材採用・育成に注力してきましたが、その結
果、質・量ともに過去最高水準の人員体制が整ったと自負して
います。海外でも、｢世界のビジネスを変える、技術者集団で
あれ｣という技術本部が掲げる理念の下、質を重視して、ハイ
クラス人材の採用に注力しています。既に、ビジネスシーンその
ものを変えていくというテーマに魅力や可能性を感じ、当社の
ミッション・ビジョン・バリューズに共感した人材が集まってきて
います。スモールベンチャーよりは大きな仕事ができ、ビッグ
テックよりは自分自身の成長と会社の成長をより重ねて考えら
れることが、当社で働くことの魅力だと感じてもらえているよう
に思います。
　事業が急成長する中、技術本部本部長としては、まだまだ事
業要求に十分開発が応えきれていないことを課題に感じていま
す。それに対しては、海外も含め、しっかりと最高の人材を集め
ることで解決していきたいと思います。そして海外では、当社
サービスが現地企業にしっかりと価値を提供し、広く受け入れ
られたと言える水準を目指して開発を進め、海外売上の拡大に
貢献したいと思います。
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価値創造の基盤
第3章では、コーポレートガバナンスに関する取り組みを中心に、情報セキュリティに対する

施策や地球環境問題への対応、リスクマネジメント状況やコンプライアンス対応といった当社

グループの価値創造プロセスを支えるさまざまな基盤について説明しています。また、当社グ

ループが抱える課題やその取り組み状況等について、社外取締役全員のメッセージを掲載し

ています。
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P076　- 地球環境

P080　- リスクマネジメント

P082　- コンプライアンス

P084　- コーポレートガバナンス

P090　- 取締役一覧

P092　- 社外取締役メッセージ
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073統合報告書 2024



当社グループが提供するサービスは、さまざまなデータの管理や利用を促進するものであるため、情報の取り扱いや保護を経営の最重要項目に位置付けています。
その上で、あらゆる対策を全役職員で講じることでセキュリティリスクを最小化し、安全性の高いサービス提供を安定的に行っています。

情報セキュリティ

情報セキュリティ体制

　プライバシーリスクやセキュリティリスクに対
して迅速かつ全方位的に対処できるよう、取
締役がCISO[ 1]、DPO[2] 及び個人情報保護
管理者の役割を担っています。また、グルー
プを横断する情報セキュリティ、サイバーセ
キュリティに関する専門部署として、情報セ
キュリティ部を設置しています。情報セキュリ
ティ部ではCSIRT[ 3 ]  機能を有するほか、
SOC[ 4 ]  を内製して運用しており、継続的な
監視、脅威の分析を行っています。
　その他、プロダクトセキュリティチームを設置
し、自社プロダクトのセキュリティ強化と脆弱性
への対応を行っています。2007年の会社設立
当初より、個人情報保護マネジメントシステムを
構築し、社内におけるデータ保護の取り扱いに
関する環境を整備するとともに、最新セキュリ
ティ技術を駆使して、さまざまな重要情報を24

時間365日監視する体制を整えています。
　情報セキュリティ部、各プロダクトの開発責
任者はともにCISOの直下に配置され、CISO
に統括されています。CISOは、経営会議に
参加してセキュリティやリスク状況について定
期的に報告し、経営層のレベルで情報セキュ
リティ及びサイバーセキュリティに関する重要
な意思決定を行っています。
　また、CISOの諮問機関として、情報セキュ
リティ部長及びプライバシーにおけるコンプラ
イアンスを統括する総務法務部長と隔週1回の
情報セキュリティ・プライバシー委員会を開催
し、会社を取り巻く環境等の脅威分析と各種リ
スク対策等の検討、見直しを行っています。

情報セキュリティに関する取り組み

　体制やルールの整備のみならず、全役職員
に対するセキュリティに関する教育の徹底や
第三者機関認証の取得、さまざまな技術的

対策等を進めることで、リスクの最小化を
図っています。

[ 1 ]   CISO（Chief Information Security Officer）：最高情報セキュリティ責任者
[2] DPO（Data Protection O�cer）：データ保護責任者
[3] CSIRT（Computer Security Incident Response Team）：情報セ
　  キュリティを脅かす可能性のある事象やシステムの脆弱性に関する情報、サ
　  イバー攻撃予兆等を収集し、対応方針や手順を策定するチーム
[4] SOC（Security Operation Center）：ネットワークやシステムを24時間
　 365日体制で監視し、ログ収集と分析、インシデントが発生した際の対応策
　 の提案を行う専門チーム

　情報セキュリティに関する規程やルールの整備、
各サービスに定めたガイドラインを通じて、情報漏
えいやサイバー攻撃等の想定される各リスクに対す

る管理体制や統制体制の強化を進めています。ま
た、それぞれについて年に一度棚卸しを行い、最
新性を保っています。

各種規程の制定と目的

　当社では、さまざまな取り組みを通じて個人情
報保護法と安全管理に関する正しい理解を促進
し、全社のセキュリティ意識を高めていくだけでな

く、役職員1人ひとりのセキュリティレベルを高め
るために、今後も教育や啓蒙活動に力を入れてい
きます。

セキュリティに関する教育

全ての役職員に取得を義務付け、入社後一定期間が経
過しても未合格の場合には、原則として昇給が保留さ
れるルールを設定しています。

個人情報保護士の資格取得
入社時と年に一度、情報セキュリティと個人情報保護に
関する研修を全役職員に実施しています。

定期的な学習機会

月に一度CISOを務める取締役より、セキュリティに関
する取り組みやトピックスを全役職員向けに発信してい
ます。

役職員の意識向上
情報資産の機密性に応じて区分を明確にし、それぞれ
について管理策を定義した上で実施を徹底する仕組み
として、社員からセキュリティ委員を指名し、社員間で
相互監査を行っています。

情報資産取り扱い手順の運用徹底

日本工業規格「JIS Q 15001」を当社が満たすことを目
的に、個人情報の適切な取り扱いに関する手続きを定
めています。

個人情報保護規程
情報資産が適切かつ安全に管理され、有効に活用され
ることを目的に、情報資産の管理に関する手続きを定
めています。

情報資産管理規程

プロダクトのセキュリティガイドライン
各サービスが備えておくべきセキュリティ機能とその運用
についての指針をサービス毎に定めています。

情報システムの技術的
安全管理に関するルール一覧

情報システムの技術的安全管理に関するルールを定め
ています。
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情報セキュリティ

取得認証

　政府情報システムのためのセキュリティ評価制度
（Information system Security Management 

and Assessment Program：ISMAP）は、調達
時のセキュリティ水準の確保を図り、円滑な導入に
資することを目的に、日本政府が求めるセキュリ
ティ要求を満たしているクラウドサービスをあらかじ
め評価・登録する制度です。｢ISMAP-LIU｣は、リ
スクの小さな業務・情報の処理に用いるSaaSを対
象とする仕組みの名称であり、管理基準は、｢JIS Q 

27001｣ ｢JIS Q 27002｣ ｢JIS Q 27014｣ ｢JIS Q 27017｣
等を基礎として作成され、インシデント対応に関連
する内容を中心に国際規格及び統一基準に含まれ
ない観点については、｢SP 800-53｣を参照して構
成されています。2024年9月、当社の営業DXサー
ビス｢Sansan｣がクラウドサービスとして初めて
ISMAP-LIUクラウドサービスリストに登録されまし
た。

「ISMAP for Low-Impact Use（ISMAP-LIU）」

　情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）に
関する国際規格である｢ISO/IEC 27001｣、クラウド
サービスの提供や利用に対して適用されるクラウド
セキュリティに関する国際規格である｢ISO/IEC 
27017｣を取得しています。なお、Sansanにおい
て、｢ISO/IEC 27701｣の取得を目指しており、世界
標準のプライバシー保護マネジメントシステムの構築
を進めています。

　当社の個人情報保護マネジメントシステム（PMS）の
運用は、日本工業規格 ｢JIS Q 15001:2017 （個人情
報保護マネジメントシステム－要求事項）｣をベースにし
た審査基準によって評価されており、2007年に認定を
取得しています。PMSを導入することで、リスクを顕在
化させないための取り組みや、万が一事故等が発生した
場合の体制や対応手順の整備、緊急事態への適切な
対応と再発防止による管理体制の強化をしています。

「ISO/IEC 27001」「ISO/IEC 27017」「プライバシーマーク」

　外部ベンダーと協力し、サイバー攻撃に対して24時間
365日の監視活動を行い、異常検知時は速やかに調
査・対応を実施しています。また、社内の情報機器に
対する不正行為を予防する監視活動を行っています。

　各サービスへの脆弱性診断及びペネトレーションテス
トを定期的に実施しています。その際、社内環境におい
てもペネトレーションテストを実施しており、役職員に対
しては標的型攻撃メールやBCP[2] 訓練をしています。
[2] BCP（Business Continuity Plan）：事業継続計画

自社のSOCによる監視活動 定期的な脅威への対策実施 情報セキュリティ部の取り組みと理念

　情報セキュリティ部は「SaaS業界をけん引する存
在になる」ことを掲げており、自社のセキュリティレベ
ルを業界最高水準にすることに留まらず、ベストプラ
クティスや学びを社内外に積極的に共有し循環させ
ていくことで、業界全体のセキュリティ水準を引き上
げる存在になることを目指しています。
　2023年には、新たな取り組みとしてプロダクトセ
キュリティチームを新設しました。各サービスや機能
の開発プロセスでは、最終のテスト段階での脆弱性
診断だけではなく、「セキュリティ・バイ・デザイン[3] 」
の思想の下、設計の初期段階からセキュリティチーム
が関わっており、そもそも脆弱性のない安心安全な
サービス開発を推進しています。また、毎年実施して
いるペネトレーションテストでは、2023年はほぼ侵害
を許すことなく終えることができており、国内有数の
ホワイトハッカーにも侵害を許さない検知能力、防御
能力は業界でも最高レベルであると自負しています。
　コロナ禍以降、企業のDXが急速に進むことで社

会全体のセキュリティリスクが高まっています。強固
なセキュリティは、顧客や取引先に対して安心を提供
するのみならず、デジタル社会の発展に不可欠なもの
であり、企業の枠を超えて社会全体に多大な利益を
もたらします。
　私たちは、これからも積極的なセキュリティ対策を
推進し、安全で信頼できるサービスを提供し続けま
す。そして、そうした私たちの取り組みは、社会全体
のDXを支え、持続可能な未来を創造する原動力にな
るものと信じています。

COLUMN

竹脇 竜

技術本部 情報セキュリティ部
部長

[3] プロダクトのセキュリティを企画・設計段階から確保するための方策

脅威への防衛体制

　複雑化しているサイバーセキュリティ、情
報セキュリティ上の脅威に対し、ユーザーの
安心を得た上で重要データを預かり、サービ
スの提供を行うため、防御、監視活動並び
にそれを支える体制を構築しています。
　ネットワークの通信制御を含めた多層防御
のアーキテクチャを採用しており、各端末で
はEDR[ 1]  を導入して、異常検知時には自社

のSOCにて速やかに調査・対応を行える体
制を整備しています。
　また、新設されたプロダクトセキュリティ
チームでは、各サービスの開発から一貫し
たセキュリティ向上に取り組んでいます。
その他、CSIRTを組織し、インシデント発
生時には即座に対応できる体制を整えてい
ます。
[ 1 ]  EDR（Endpoint Detection and Response）：通信ネットワークに接続
　  された PCやサーバー等の端末・機器において脅威を継続的に監視して
      対応する技術
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現在の植樹本数

（ 2024年8月時点）
17,606本

当社グループでは、事業活動そのものであるDXサービスの提供を通じて、社会におけるペーパーレス化の支援等を行い、自然環境の保全につなげています。
また、これら活動状況を積極的に開示することで、環境に関する社会とのコミュニケーションを推進しています。

地球環境

環境マネジメントの基本的な考え方

　地球環境問題への対処は、社会や経済の
持続的発展のために極めて重要な取り組み
であり、全世界共通の課題であると捉えて
います。このような考え方の下、当社グルー
プが優先的に取り組むべき環境面でのマテ
リアリティ（重要課題）として、｢気候変動問
題への対応｣｢自然資源の効率的活用｣を特
定しています。
　これらの課題解決に向け、電力消費量の
削減や環境に配慮したサービスの導入等を

進めることで、脱炭素化社会への移行に寄
与していきます。
　また、収益の一部を森林再生活動に充て
ることで水資源や生物多様性の保全に努め
るほか、提供するDXサービスを通じて、社
会におけるペーパーレス化の支援を行う等、
事業活動を通じた自然環境の保全を進めて
いきます。

　主要サービスであるSansan、Bi l l  One、
Contract Oneで取り扱う名刺や請求書、契約書
で使われている紙は、多くのケースにおいて元は木
から作られています。この点に着目し、当該サービ
スを通じてデータ化された書類の総数が、1本の木
から製造できる枚数に達する度に植樹が必要な地
域に木を植えています。
　これまで、2011年の東日本大震災で被害を受け
た岩手県宮古市や宮城県大崎市、2016年の熊本
地震で被害を受けた熊本県山都町にて植樹を行い
ました。現在では、本プロジェクトのさらなる推進
を目的に、データ化した書類の定義を、紙だけで
はなく、デジタル名刺やPDF形式の請求書にも拡

大しており、2016年6月のプロジェクト開始以降、
植樹実績は17,606本を超えています（2024年8月
時点）。今後も、森林再生を通じた水資源や生物
多様性の保持、向上に努めていきます。

植樹活動「Scan for Trees」

自然環境の保全に向けた取り組み

　当社グループが提供する主要サービス
は、ビジネスフロー上に存在する紙媒体を中
心としたアナログ情報を効率的にデータに
変換し、その活用を促進することで、利用
企業のDXの進展に寄与するものです。
　提供するサービスには、紙媒体等を介す
ることなく、初めからデジタル情報を活用す
ることで、商習慣の刷新や新たな業務フ
ローの構築が可能な機能が備わっているこ

とから、当社グループのサービスの普及率
が高まること、つまりは当社グループの事業
活動そのものが環境負荷の低減、ひいては
自然環境の保全につながるものと捉えてい
ます。その他、収益の一部を植樹活動に充
てることで、森林再生を通じた水資源や生
物多様性の保全を行っています。

　主要サービスでは、紙媒体を介さずにクラウド上
でビジネスデータをやり取りできるようにすること
で、ペーパーレス化の実現を支援しています。
　営業DXサービス｢Sansan｣にはデジタル名刺機
能が備わっており、本機能を使えば、Sansanユー
ザー同士はもちろんのこと、相手がユーザーではな
い場合でも、QRコード[ 1 ]  やURL等によって、紙の
名刺を介することなくオンライン上で名刺交換が可
能となります。加えて、名刺アプリ｢Eight｣には、
Sansanと同様の機能のほか、ユーザー同士がス
マートフォンをかざすだけで簡単に名刺交換が可能
なタッチ名刺交換機能も搭載しています。また、イ

ンボイス管理サービス｢Bill One｣では、紙媒体以
外での請求書の発行や受領を促進しており、本
サービスで取り扱う大半の請求書がPDF形式と
なっています。
　これら取り組みの推進に当たり、2030年5月期
までの野心的な定量目標として、当社サービスにお
けるペーパーレス機能の利用件数1.2億件を掲げて
います。2024年5月期においては、主要サービスの
順調な普及拡大や新機能の追加等により、同件数
の実績は0.1億件（前年同期比44.0%増）となり、
目標に向けて着実に進展しました。

提供サービスを通じたペーパーレス化支援

[1] QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です
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地球環境

　2020年より、熊本県山都町の植栽地｢Present 
Tree in くまもと山都｣での植樹活動を開始してい
ます。山都町には、国宝である通潤橋があり、そこ
から送られる水で有機農業が発展し、豊かな生態
系が育まれています。2016年に発生した地震と豪

雨によって橋や棚田に被害が生じ、復興作業が今
も続いています。これまで、この棚田を見下ろす伐
採跡地に4,500本を超える植樹を行っており、多
様な生物を守ることにつながっています。

2020年 熊本県山都町での植樹

　岩手県宮古市の川井地区にある植栽地｢Present 
Tree in 宮古｣で植樹活動を開始しました。宮古市
の沿岸部はリアス式海岸、山間部は高山植物に恵
まれ、農林漁業が盛んな地域ですが、2011年に発
生した東日本大震災は、沿岸部の漁業に甚大な被
害をもたらしました。植栽地はサケの遡上で有名

な閉伊川の水源に近い場所にあるため、植樹に
よってできた森は清らかな水を海に注ぎ、豊かな漁
場の再生につながります。活動を開始してからの2
年間で約2,500本の植樹を行い、植樹完了を記念
して｢名刺の森｣の看板を設置しました。この木々
の成長とともに、漁場の活性化が期待できます。

2016年 岩手県宮古市での植樹

　2018年より、宮城県大崎市の植栽地｢Present 
Tree in みやぎ大崎｣で植樹活動を行っています。
大崎市には、広大で肥沃な米どころと、多様な動
植物を含む豊かな生態系があります。東日本大震
災の影響等で使われなくなった畜産業の採草牧草

地等に植樹を行い、活動開始から現在までで、植
樹本数は9,000本を超えました。この森はやがて
きれいな水を育み、荒雄川と江合川下流の米作り
や生態系を支えていきます。

2018年 宮城県大崎市での植樹

「Scan for Trees」活動レポート

　｢Scan for Trees｣では、認定NPO法人
環境リレーションズ研究所が展開する、森
の再生と周辺地域の振興を支援するプロ
ジェクト｢Present Tree｣を通じて植樹活動

を行っています。これまで全国3か所で合計
17,606本（2024年8月時点）の植樹を行い、
累計50名の当社グループ社員が植樹活動に
参加しました。

上／｢Present Tree in 宮古｣の植樹
後の様子（2 0 1 9年9月撮影）下／
｢Present Tree in みやぎ大崎｣での
植樹活動の様子（2019年10月撮影）
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【図 1*】

項目 単位 2022年5月期 2023年5月期 2024年5月期

スコープ1 t-CO2 0 0 0

スコープ2（ロケーション基準） t-CO2 639 840 1,021

スコープ2（マーケット基準） t-CO2 668 851 999

スコープ1+2 （マーケット基準） t-CO2 668 851 999

スコープ3 t-CO2 15,679 18,638 21,509

スコープ1＋2＋3 （マーケット基準） t-CO2 16,347 19,489 22,508

スコープ1＋2＋3 GHG排出量原単位
（売上高当たり） t-CO2／億円 81.7 78.2 69.3

TCFD提言に基づく開示

　当社グループでは、気候変動問題に関し
て、適切な体制の下で事業上のリスクや機
会を把握、監督し、課題への対応力を高め
ていくことは、安定的な経済発展や生活の
基盤確保等を目指して脱炭素社会への移行
を進める上で、極めて重要な取り組みである

と捉えています。このような考え方の下、気
候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）
が公表する提言に賛同を表明しており、当
該枠組みに基づく開示を以下の通り、行って
います。

地球環境

　サステナビリティの実現に資する各種方針や重
要事項等については、取締役会で審議し、決定し
ています。気候変動問題への対応は、当社グルー
プが優先的に取り組むべきマテリアリティ（重要課
題）の1つに特定し、責任者である代表取締役社長
の監督の下、IR・サステナビリティ推進部及び財務

経理部にて検討しています。気候変動にかかわる
各種指標や事業上のリスク、機会といった事項
は、取締役会が毎年報告を受け、監督しており、
事業戦略や計画は、当該重要事項を考慮した上で
決定しています。

1. ガバナンス

　各領域の管掌取締役とIR・サステナビリティ推進
部及び財務経理部との協議の下でシナリオ分析を
行い、気候変動に関する事業上のリスクと機会を
特定し、重要性の評価や利益影響度の算出、対応
策の検討を行っています。当該事項は年次で取締

役会に報告され、取締役会はこれらリスクや対応
策といった重要事項を考慮した上で、事業戦略や
計画を決定しています。また、気候変動に関する
重要なリスクは、内部監査等で実施する全社的な
リスク分析の結果と統合し、管理しています。

3. リスク管理

　気候変動に関する評価指標としてGHG[2]  排出
量を選定しており、直近3か年における実績は（図
1）の通りです。また、スコープ1[3]  及びスコープ2[4] 

の削減目標として、2030年までのカーボンニュー
トラルの実現を掲げており、目標の達成に向けて
各種取り組みに着手していくとともに、スコープ
3 [5]  の削減目標の設定についても、さまざまな内

部・外部要因等を踏まえて、総合的な検討を進め
ています。

4. 指標と目標

[2] GHG（Greenhouse Gas）：温室効果ガス
[3] 当社が所有するオフィスや設備において直接排出されたGHG排出量を集計
[4] 各オフィスにて購入した電力や熱エネルギー等の使用を通じて間接的に排出さ
　　れたGHG排出量を集計
[5] スコープ1及びスコープ2以外のバリューチェーン全体（カテゴリ1から15まで）に
　　おけるGHG排出量を集計

* Sansan株式会社単体の実績を集計しており、2024年5月期の実績は当社グループの事業範囲の96.0％（連結売上高に占める単体売上高の割合）をカバーしています

　気候変動がもたらす事業環境変化への対応力や
適応力を強化するべく、主には、IPCC[ 1]  の共有
社会経済経路・代表的濃度経路といったシナリオ
を利用し、気温上昇を1.5℃（SSP1-1.9）や2℃未満
（SSP1-2.6）に抑えた事業環境のほか、4℃上昇
（SSP5-8.5）が生じた事業環境を分析していま
す。その上で特定した事業上のリスク、機会及び対
応策はP79（図2・3）の通りです。
　なお、分析の対象期間として、現在から2025年

までを短期、2030年までを中期、2050年までを
長期として設定し、当社グループの全事業を対象
範囲としています。また、利益影響度は、年間10
億円未満の場合を小、10億円以上30億円未満の
場合を中、30億円以上の場合を大として表示して
います。

2. 戦略

[1] IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）：気候変動　
　 に関する政府間パネル
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種類 シナリオ分析 機会の内容 発現時期
利益影響度（年間）

対応策
1.5℃／2℃未満シナリオ 4℃シナリオ

製品／サービス

社会全体で環境保護意識が高まり、紙の利用抑制につ
ながるサービスへの需要が拡大するほか、気温上昇に伴
う感染症リスクの高まりによって、非対面・非接触型の事
業活動が増加し、デジタル情報活用の重要性が高まる

デジタル情報の活用によってさまざまな業務フローの
効率化を実現しながら、紙の利用抑制にもつながる
機能を備えた当社の各種DXサービスに対する需要
が拡大する

中・長期 小～中 小

デジタル情報の活用を主軸とした利便性の高い機
能を拡充し、ユーザーへの提供価値を向上させるほ
か、営業やマーケティング活動を強化し、さらなる需
要を喚起する

【図 2】

【図 3】

種類 シナリオ分析 リスクの内容 発現時期
利益影響度（年間）

対応策
1.5℃／2℃未満シナリオ 4℃シナリオ

移行リスク

市場

社会全体で環境保護意識が高まり、紙を利用した各
種ビジネスツールの利用が漸次的に減少し、デジタ
ル情報の利用が拡大する

紙の名刺や請求書、契約書等をデジタル化し、生産
性の向上を実現する当社サービスの一部機能の活用
頻度や重要性が低下する

短・中期 小 小

デジタル情報の活用を主軸とした利便性の高い機能
を拡充し、プラットフォームとしての価値を向上させる
ことで、アナログ情報のデジタル化による価値と同等
以上の付加価値を提供する

クリーンエネルギーの利用に対する社会要請や需要
が拡大し、各種エネルギー価格が高騰するほか、温
暖化によって情報通信設備の冷却負荷が増加する

SaaS型のビジネスモデルを中心に事業展開する当
社にとって必要不可欠なサーバー価格や電力等の各
種エネルギー価格が上昇し、営業費用が増加する

中・長期 小～中 小

サーバーや電力をはじめとした必要資源・資材の調
達先を適正化することでコスト削減に努めるほか、省
エネの実施によって効率を向上させ、エネルギー使
用量を削減する

法規制
多くの国や地域においてGHG排出量に対する各種規
制が強化されるほか、カーボンプライシングとして新た
に炭素税や高い税率が導入される

税金負担額をはじめ、カーボンオフセットのための非
化石証書やクレジットの購入費用が増加する

中・長期 小 小
再生可能エネルギーの利用拡大や、省エネの実施
によるエネルギー効率の向上等によって、税金負担
額やカーボンオフセットに係る費用を削減する

物理的
リスク

急性
大きな被害につながる集中豪雨や洪水といった自然
災害が激甚化かつ頻発化する

利用するサーバーや、紙の請求書等のデジタル化を
担う拠点が浸水し、サービス提供が停止するほか、
当社が保管するサービス利用企業の書類の汚損が
発生し、サービス価値が低下する

中・長期 小～中 小～大

事業継続計画（BCP）の一環として、複数サーバーの利
用によるシステムの冗長化、サービス運営上の重要拠
点の分散化や緊急時用のマニュアル整備等を行うこと
で、自然災害時におけるサービスの継続性を確保する

地球環境

リスクの特定

機会の特定
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名刺や請求書等の重要情報を扱うサービスを提供しているため、当社グループの経営・事業上のリスクには、情報セキュリティに関するものが挙げられます。
当社グループでは、特定されたあらゆるリスクに対して管理体制や対応策の整備に努めており、急速な事業成長を支える経営基盤の強化に取り組んでいます。

リスクマネジメント

DO

CHECK

　当社グループでは、経営に重大な影響を
及ぼす可能性があるリスクに対して、その発
生可能性を認識した上で、リスク管理体制や
リスク対応の手法について整備しています。
また、当社グループの事業を取り巻く環境の
変化を踏まえ、リスクの発生回避及び発生し
た場合の対応を実施しています。

リスク管理 リスクの把握・分析のプロセス
　当社グループでは、内部監査規程
にしたがって内部監査計画を策定し、
内部監査プロセスにおいて全ての部
署が定期的にリスクの見直しを行い、
年度毎に抽出されたリスクの評価と対
応計画を取りまとめたリスク分析表を
作成しています。各部署が作成したリ

スク分析表は、内部監査部門が集計
した上で、代表取締役社長に報告し
ており、必要に応じて代表取締役社
長と各部署の責任者がリスクへの対
応計画について議論することができ
る体制となっています。

インシデントガイドライン
　当社グループでは、災害や事故、
不正アクセス、脆弱性の問題等の
サービス提供にかかわるインシデン
トが発生した場合に備え、各部署に
おいてインシデントに対する体制・指
揮命令系統や判断基準、対応手順に
関するガイドラインを定めています。

具体的には、インシデントを機密性・
完全性・可用性という3つの観点で
種別し、それぞれの対応について優
先度を設定した上で、各部署におけ
るインシデントの判断・対応の意思
決定者を定めています。

リスクの抽出、洗い出し

リスク評価

対応計画とリスクオーナーを決定

代表取締役社長への報告

リスク分析表を作成

発生したインシデントを基にリスク対応計画を改善

リスク影響度を見直し、
次年度以降のリスク評価を是正

リスク対応計画の改善

リスクオーナー主導による、リスクの軽減、
回避、転嫁等の対策実施

対応計画の実施

リスク分析表に基づいて、インシデントの有無を確認

内部監査において、各部門が
適切にリスク対応計画を実施しているかを確認

リスクモニタリング

PLAN

ACTION

DO

CHECK
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広告宣伝活動の方針や
計画変更による大幅な支出増加

広告宣伝活動の費用対効果の
モニタリング広告宣伝活動等の

先行投資について

( 9 )

買収や出資後における事業計画の遅延企業買収等の
投資について

( 10)

サービスの安定運用のための、 
予期せぬハードウエアや
ソフトウエアへの追加投資

事業規模に応じた事業体制や
内部管理体制構築の遅延

優秀な人材の不足
Sansan／Bill One事業の営業人材の
確保遅延や流出

代表取締役社長である寺田親弘の
業務継続が困難となる何らかの事象の発生

国内外における新たなプライバシー関連法規の
制定、インターネット関連事業者を
規制する法律及び事業環境の拡大に伴い
関連する法律等による影響

対応が困難な海外特有のリスク発生
海外事業の収益化の遅延

発行するストックオプションの行使による既存株
主の株式価値の希薄化* 2

対象企業に対する十分なデューデリジェンスの実施
対象企業に対するモニタリングや
フォローアップの徹底

外部からのアクセスに関するモニタリングの徹底
事業拡大に応じた適切な
システムインフラ投資の設計

業容や従業員の増加に合わせた
内部管理体制整備の徹底

積極的な人材採用
社内育成等による体制強化
労働環境の整備

同氏に過度に依存しない体制の整備
役員間の相互情報共有や経営組織の強化

法的規制等の情報収集及び
課題抽出と解決策の実行

特許事務所を通じた特許権侵害調査の実施
商標の出願、登録
法的措置の実施

事業展開地域の情報収集及び
課題抽出と解決策の実行
適切な事業計画の策定

市場環境や既存株主への影響等を
十分に考慮したストックオプションの設計

システムインフラ等
への投資について

( 11)

経営管理体制の
確立について

( 12)

人材の育成及び
確保について

( 13)

特定の人物への
依存について

( 14)

法令について
( 15)

知的財産権の
侵害等について

( 16)

海外展開について
( 17)

インセンティブの
付与について

( 18)

第三者からの特許権侵害や商標権侵害を
理由とする損害賠償請求や差止請求
第三者による当社グループが
保有している知的財産権の侵害

種別 項目 リスク内容 対応

投資
リスク

人的
リスク

法的
リスク

海外
リスク

その他

種別 項目 リスク内容 対応

情報
セキュリティ
リスク

サービス
リスク

 

外部環境
リスク

 

個人情報保護マネジメントシステムの構築、運用

｢ISO/IEC 27001｣｢ISO/IEC 27017｣の認証取得
全役職員への個人情報保護士資格の取得義務付け
国内外の新たな法的規制等に関する
情報収集及び必要な対策の実施
法令遵守の徹底及び業務委託先の安全管理

プライバシーマーク付与の認定

複数のサーバーによる負荷の分散や
定期的なバックアップ
リアルタイムのアクセスログチェック機能や
ソフトウエア障害を即時に通知する仕組みの整備
障害発生時を想定した復旧訓練

自然災害や事故、外部からの悪意による
不正アクセス行為及び内部の故意
または過失による顧客情報の漏洩、消失、
改ざんまたは不正利用

火災、地震等の自然災害や外的破損、
人的ミスによるシステム障害、
その他、予期せぬ事象による当社グループの
設備及びネットワーク利用への支障発生

インターネットの利用に関する
新たな規制の導入や弊害の発生

クラウドサービス自体の大幅な需要低迷

当社グループのアプリケーション、
ソフトウエアやシステムにおける
各種不具合の発生
当社グループ事業の
運用に支障をきたす致命的な不具合の発見

技術革新等への対応遅延

予想外の開発費等の発生

既存事業者や新たな参入事業者との競争激化
画期的なコンセプトの
他社サービス出現による競争激化

地震や台風等の大規模自然災害による
事業の遅延や停止

信頼度の高い開発体制の構築、維持

サービスのインシデントガイドラインの策定と実施

インターネットに関する法的規制等の
情報収集及び課題抽出と解決策の実行

BCP *1 マニュアルの策定

新たな提供価値の創造
新技術の積極的な投入
特許取得等による知的財産権の保護
M＆Aや資本業務提携の推進

個人情報の
取り扱いについて

( 1 )

設備及び
ネットワークの
安定性について

( 2 )

サービス等の
不具合について

( 3 )

インターネットの
利用環境について

( 4 )

クラウド事業
について

( 5 )

技術革新への
対応について

( 6 )

競合について
( 7 )

自然災害について
( 8 )

リスクマネジメント

事業等のリスク事業等のリスク

*1 BCP（Business Continuity Plan）： 事業継続計画 *2 2024年8月8日時点でのストックオプションとしての付与株式数は発行済株式総数の2.77％に当たる3,494,576株
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コンプライアンス委員会

監視
報告設置・選任 報告

各部門・各子会社

子会社コンプライアンス委員会

報告指示

報告指示

報告指示連携

ハラスメント相談窓口
インシデント報告

内部監査室
内部通報窓口

コンプライアンス委員会事務局（事務局長 法務部門長）

■委員長（コンプライアンス最高責任者）
　代表取締役社長／CEO

■委員
　常勤取締役、内部監査部門長、
　法務部門長、人事部門長

取締役会 監査等委員会 取締役会
重要案件の報告
運用状況の報告

通報・相談受付・調査結果報告
運用実績の公表

監視

設置

コンプライアンス委員会

監査等委員会

受付・調査

内部通報窓口（各窓口担当責任者）

各部門・各子会社の役職員等（窓口利用対象者）

グループ各社長
是正措置・再発防止策・
関係者の処分等の実施

対象：全ての事案

法律事務所窓口コンプライアンス
委員会事務局窓口
対象：全ての事案

監査等委員窓口
対象：当社の

取締役・執行役員に
関する事案

調査チーム

報告

当社グループは、企業理念に則り、高い倫理観に基づく活動を行うことを基本方針とし、公明正大かつ責任あるビジネス展開への努めが重要であると考えています。
このような考えの下、コンプライアンスに対する社員1人ひとりの意識を高めるために、さまざまな取り組みを行っています。

コンプライアンス　

法令遵守に向けた取り組み

　コンプライアンス規程及びコンプライアン
ス委員会で策定したプログラムに基づき、不
正や違反検知の仕組み、役職員向けの周知
やトレーニングといった、さまざまな施策に

取り組んでいます。
　これらの施策を通じてコンプライアンスの
徹底に努め、急速な事業成長を支える経営
基盤の強化に取り組んでいきます。

コンプライアンス体制

　基本事項を定めたコンプライアンス規程の
下、コンプライアンス委員会を設置していま
す。本委員会は、コンプライアンス実行の
最高責任者である代表取締役社長を委員
長として、常勤取締役、内部監査部門長、
法務部門長、人事部門長で構成され、方
針・施策の決定や状況のモニタリング等、
当社グループのコンプライアンスについて統
括しています。具体的には、コンプライアン

ス推進に向けた体制や仕組みをまとめたプ
ログラムを設計し、PDCAサイクルを運用し
ています。
　また、グループ各社で発生した違反につ
いてもコンプライアンス委員会事務局に報告
される仕組みを整備しています。コンプライ
アンス委員会は、年2回開催しているほか、
不祥事が発生した場合等は必要に応じて随
時開催します。

　社内における法令違反や、そのおそれがある行為
等に関する情報を迅速に把握し対応を図る目的で、
内部通報制度を設け、内部通報制度規程を制定し

運用しています。
　全グループ会社の役職員（契約社員や派遣社員、
パート・アルバイト、請負契約その他の契約に基づ

内部通報制度
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　社会の秩序や安全に脅威を与える暴力団、暴力
団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会
屋、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団
等、その他これらに準ずる反社会的勢力及び団体
に対する基本方針を定め、反社会的勢力との関係

を遮断することの社会的責任、コンプライアンス
及び企業防衛の観点からの重要性を十分に認識
し、当社グループの全ての役職員がこれを遵守す
ることによって、業務の適切性と安全性の確保に
努めます。

反社会勢力への対応

コンプライアンス　

いて従事する者を含む）及び退職者が利用可能な内
部通報窓口として、コンプライアンス委員会事務局
が対応を行う社内窓口のほか、外部の法律事務所
に委託した社外窓口と監査等委員である社外取締
役だけで構成する社外窓口の3つを設置しており、
メールや専用フォーム、郵送等のいずれかの方法を
選択し、匿名での通報が可能です。窓口担当者は
通報受領後にコンプライアンス委員会及び監査等
委員会に報告した上で、公正かつ公平な調査を実
施します。違法行為が発見された場合には、必要な

是正措置及び再発防止措置を講じ、当該行為者を
就業規則の定めに基づき処分します。また、窓口及
び調査業務を行う者を指定し守秘義務を定めること
により、通報者を特定する情報や通報内容等の情
報管理を徹底し、通報者を保護しています。
　内部通報制度規程において、通報者に対する解
雇等の不利益な取り扱いを禁止し、万一通報者に
対する不利益な取り扱いが認められた場合は救済・
回復措置を講じるとともに、当該行為者を就業規則
に基づき処分する旨を定めています。

人権尊重への対応
　日本国内はもとより世界でのビジネス展開・拡大
を志向する上で、人権の尊重は極めて重要な要素
であると捉えており、人権尊重の取り組みを推進す
る指針として基本方針を定め、取締役会がその内
容を承認しています。

　代表取締役社長の直下にある内部監査室が、各
部門・組織の社内規程やコンプライアンスの遵守
状況等について定期的に監査を行っています。具
体的には、業務改善に向けた指摘や指導並びに状

況確認を実施し、監査結果を代表取締役社長及
び被監査部門に報告しています。また、監査等委
員会及び会計監査人と定期的な連携の場を設け、
情報を共有しています。

内部監査

　当社の事業活動における組織運営や業務プロセ
スを対象として、業務執行状況及び資産・設備の

管理状況等が適正か、内部監査という独立的かつ
客観的な立場で包括的に確認しています。

網羅的監査

　当社のセキュリティに関して、個人情報保護マネ
ジメントシステム（ JIS Q 15001:2023）のほか、情
報資産を扱う情報システム管理業務が適正に整

備・運用されているか、独立的かつ客観的な立場
で確認しています。

セキュリティ監査

を決して許さず、本行動指針を通じて、贈賄等
（ファシリテーションペイメントを含む）防止のため
に全力を尽くします。

▼ 贈収賄防止に関する基本方針
https://jp.corp-sansan.com/anti-bribery/

　国内外での事業展開を加速する上で、贈収賄に
関する意識を高めることは重要な事項であると捉え
ており、贈収賄防止に関する基本原則と具体的行
動指針を定めています。本邦刑法・不正競争防止
法、米国海外腐敗行為防止法、英国贈収賄禁止
法を含む国内外の贈収賄禁止法令に抵触する行為

贈収賄防止

2021年5月期 2022年5月期 2023年5月期 2024年5月期

9件 11件 14件 20件

内部通報件数

▼ 人権に関する基本方針
https://jp.corp-sansan.com/human_rights/

　全役職員を対象にコンプライアンスに関する研修
を定期的に実施することで、法令遵守に対する意
識や知識の向上に努めています。

各種研修の実施
▼ 研修の取り組み状況
https://jp.corp-sansan.com/sustainability/esgdata/
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持続的な企業価値の最大化と社会への貢献を実現し、全てのステークホルダーから継続的な信頼を得ることが重要であると捉えています。
そのため、経営の健全性と透明性をより向上させていくことを目的に、コーポレートガバナンスの一層の充実に取り組んでいます。

コーポレートガバナンス

るために、株価条件付ストックオプションを
導入しました。また、独立役員を4名に増員
したほか、指名及び報酬等に係る取締役会
の機能の独立性や客観性を高めるとともに
説明責任を強化する目的で、取締役会の任
意の諮問機関である指名報酬諮問委員会を
設置しました。
　2024年5月期においては、取締役（監査

等委員である者を除く）に対し、事業年度毎
の業績向上に対する短期インセンティブ報
酬として業績連動賞与を導入しました。そし
て、2025年5月期からは、取締役会のさら
なる意思決定及び監督機能向上と独立性の
確保を目的に、社外取締役及び独立役員を
5名に増員しています。

　当社は創業後、2016年5月期に監査等委
員会設置会社を採用し、社外取締役を4名
選任しました。そして、2020年5月期には、
独立役員の選定と増員を行い、独立性の確
保・向上に努めました。また、2022年5月期
には、女性取締役を2名とし取締役構成の

多様化を図り、取締役のスキルマトリックス
を開示したほか、取締役（監査等委員であ
る者を除く）の個別報酬等の決定方法を代
表取締役一任から取締役会決議に変更しま
した。2023年5月期には、株主との価値共
有と取締役の中長期的インセンティブを高め

コーポレートガバナンスの変遷

・ 創業 ・ 監査等委員会
   設置会社の採用

・ 社外取締役の選任

・ 独立役員の選定

・ 独立役員の増員

・ 社外取締役の増員

・ 独立役員の増員

・ 女性取締役の増員

・ 取締役の
　スキルマトリックス開示

・ 個別報酬等の
　決定方法の変更

・ 株価条件付
　ストックオプションの導入

・ 独立役員の増員

・ 指名報酬諮問委員会の設置

・ 業績連動賞与の導入

2008年
5月期

2016年
5月期

2020年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

2025年
5月期

コーポレートガバナンス強化のあゆみ
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取締役会

選定・解職・監督

連携

連携

監査

株主総会

各部門

内部監査室
代表取締役

管掌役員

取締役
（監査等委員である者を除く）

会
計
監
査
人

内部監査

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会

選任報告

経
営
会
議

監査等委員会

選任・解任 選任・解任 選任・解任

指示・命令報告

選定
諮問

選定
諮問答申 答申

指
名
報
酬
諮
問
委
員
会

監査等委員である取締役

監査・監督

報告

指示

諮問

答申 連携

取締役の構成[1]

女性取締役比率

20％

独立役員比率

50％

社外取締役比率

50％

コーポレートガバナンス

　当社は監査等委員会設置会社であり、任意
の委員会として指名報酬諮問委員会と、業務
執行に係る諮問機関として経営会議を設置し
ています。経営の透明性確保や、公正かつ迅
速な意思決定を実現する上で、現在のコーポ

見及び能力等のバランスや、ジェンダーや国
際性、職歴、年齢の面を含む多様性に配慮し
た選任を行っています。ジェンダーについて
は、その重要性から、2030年5月期における
女性取締役比率30％以上を目標とし、経営
方針、事業内容等を踏まえた取締役会の適

レートガバナンス体制が取締役会の意思決
定・監督機能強化と業務執行の迅速化を両立
できる企業統治システムであると判断し、採
用しています。

正規模との両立を目指しています。また、独
立社外取締役を3分の1以上選任することと
し、監査等委員である取締役として、財務・
会計に関する相当程度の知見のある者を1名
以上選任することとしています。

コーポレートガバナンス体制 [1]

　当社の取締役会は、取締役（監査等委員で
ある者を除く）7名（うち、社外取締役2名）、
監査等委員である取締役3名（3名ともに社外

取締役）の取締役10名（常勤取締役5名、社
外取締役5名）で構成しています。
　取締役会を構成するメンバーは、経験、知

取締役会 [1]

取締役会の活動状況
　取締役会は、効率的かつ迅速な意思決定を行え
るよう、定時取締役会を原則毎月1回開催するほか、
必要に応じて臨時取締役会を開催しており、法令及
び定款に則り、経営計画をはじめとした重要事項に
ついての審議・決定並びに業務執行取締役からの報
告を受け、業務執行状況についての監督を行ってい
ます。
　2024年5月期における取締役会の開催回数は15
回、取締役の出席状況は99.3％となりました。取締
役会では、経営計画や事業戦略をはじめ、サステナ

ビリティに関する事項やコンプライアンス及びガバナ
ンスに関する事項、組織や人事戦略に関する事項
等、幅広いテーマについて審議しました。また、
2024年5月期より、取締役会の活性化及び取締役の
トレーニングを目的に、取締役会終了後にフリーディ
スカッションをする場を設定しており、そこでは中長
期的な当社の企業価値向上に資するさまざまな施策
やそれらに基づくシミュレーション等、活発な議論を
行いました。なお、2024年7月に開示した中期財務
方針は、これらの議論を経た上で策定しています。

[1] 2024年8月31日現在（2025年5月期）の情報を記載しています
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コーポレートガバナンス

　業務執行に係る諮問機関として経営会議を
設置し、取締役会及び管掌役員等の適正か
つ迅速な業務執行に資する体制を整備してい
ます。経営会議は、常勤取締役及び管掌役

員全員で構成され、必要に応じて開催すると
ともに、諮問事項により構成員以外の者の招
聘を行う等、業務執行及び意思決定の機動性
と柔軟性を意識した運用を行っています。

経営会議

　監査等委員会は、監査等委員である取締
役3名によって構成され、その全員が社外取
締役です。監査等委員である取締役には、弁
護士や財務及び会計の知見を有する者、企業
経営の経験を有する者が含まれており、各々

の職業倫理の観点で経営監視が行われる体
制を整備しています。監査等委員である取締
役は、取締役会やその他において、取締役の
職務執行について適宜意見を述べています。

監査等委員会 [1]

　取締役の指名・報酬等に係る取締役会の機
能と独立性・客観性に関する説明責任を強化
する目的で、独立社外取締役の適切な関与を
得ることとし、任意の委員会として指名報酬
諮問委員会を設置しています。
　指名報酬諮問委員会は、取締役会の決議
によって選任された3名以上の委員で構成しま
す。委員会の独立性を確保するため、その過
半数を独立社外取締役とし、委員長は独立

社外取締役である委員の中から委員会の決議
によって選定しています。
　指名報酬諮問委員会は、取締役の指名、
選解任、取締役（監査等委員である者を除
く）の報酬に関する事項、その他取締役会が
諮問する事項について事前に審議し、取締役
会に答申を行い、取締役会は答申内容に基づ
いて決定することとしています。

指名報酬諮問委員会

ム監査、取締役会の実効性評価結果、コンプライア
ンス・内部通報制度の運用状況等について審議、報
告及び討議を行いました。また、監査等委員と代表

監査等委員会の活動状況
　監査等委員会は、ガバナンスのあり方とその運営
状況を監視し、取締役の職務執行を含む日常的活動
の監査・監督を行うことを目的に、毎月1回開催し、
監査計画に基づいた監査を実施しています。そのほ
か、内部監査室及び会計監査人との会合を設け、監

査に必要な情報の共有化を図っています。
　2024年5月期における監査等委員会の開催回数は
13回、監査等委員の出席状況は100％となりまし
た。監査等委員会では、監査方針や監査計画のほ
か、取締役の職務執行状況の監査、内部統制システ

取締役社長との間で十分な意思疎通を図り、相互認
識を深める目的で、監査上の重要課題等をテーマに
意見交換を実施しました。

指名報酬諮問委員会の活動状況
　2024年5月期における指名報酬諮問委員会の開
催回数は3回、委員の出席状況は100％となりまし
た。指名報酬諮問委員会では、第16回定時株主総
会における取締役候補者選定に関する事項や、取締
役（監査等委員である者を除く）の報酬等に係る決定

方針、決定手続き及び個別報酬等に関する事項のほ
か、第16回定時株主総会での取締役（監査等委員で
ある者を除く）の報酬議案に関する事項について審
議しました。

[1] 2024年8月31日現在（2025年5月期）の情報を記載しています

取締役会の実効性評価
　株主より取締役会に委嘱された経営等につい
て、期待される役割をどの程度果たせているか評
価する取り組みとして、毎年、取締役会実効性評価
を行っています。取締役会が評価結果に基づき、自
らPDCAサイクルを回すことにより、コーポレートガ
バナンスの高度化を図っています。
　2024年5月期の実効性評価では、全取締役を
対象にアンケートを実施し、その調査結果につい
て監査等委員会による協議及び意見表明を得た上
で、取締役会にて審議を行い、認識の共有及び改
善方針を決定しました。調査結果では、アンケー
トの主項目である｢取締役会等の責務｣｢取締役会
の規模と構成メンバー｣｢取締役会の開催頻度等｣
｢取締役会の意思決定プロセス｣及び｢取締役会に

提供される情報の品質｣について、適切または概
ね適切であると評価する意見が多く、当事業年度
の取締役会等の実効性は確保されていると判断し
ました。
　また、前事業年度の実効性評価結果に基づき、
当事業年度から開始した取締役会終了後のフリー
ディスカッションについて、一定の導入効果があっ
たとの意見や継続を期待する声が多く寄せられまし
た。これを受け、テーマ設定や運営面でさらなる改
善を行い、各取締役の多様な視点、知見及び経験
に基づいた活発な意見交換の場としていきます。こ
れにより、各取締役の知見向上を図るとともに、取
締役会の意思決定機能及び監督機能の強化につな
げ、一層の取締役会の実効性向上を目指します。
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コーポレートガバナンス

　取締役（監査等委員である者を除く）の報
酬等に係る決定方針については、指名報酬諮
問委員会への諮問を行った後、その答申内容
に基づいて取締役会において決定していま
す。監査等委員でない取締役（社外取締役を
除く）の報酬等は、固定の金銭報酬である基
本報酬、短期のインセンティブ報酬である業

績連動賞与並びに中長期インセンティブ報酬
である株価条件付ストックオプション及び株
式報酬型ストックオプションから構成していま
す。なお、監査等委員でない社外取締役及び
監査等委員である取締役の報酬等は、その役
割と職務を勘案し、固定の金銭報酬である基
本報酬のみとしています。

取締役報酬の決定方針とプロセス 非金銭報酬の導入及び決定方針
　監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）の
個別報酬等として、中長期のインセンティブ報酬とし
ての株価条件付ストックオプション及び株式報酬型
ストックオプションを付与する場合があります。
　これらのストックオプションについては、経営環境
や他社における報酬水準等を踏まえ、取締役のパ
フォーマンス及び貢献意欲を最大化させ、かつ株主
価値との連動性をより強化し、適切なリスクテイクが
図られるようなインセンティブとなるべく、基本報酬

との割合の決定並びに適切な制限及び条件設定を
行うものとします。また、その他取締役の個別報酬
等として非金銭報酬制度を導入する場合には、取
締役会の決議を要するものとします。当該報酬制度
を導入する際には、その内容及び金額（算定方法）
の決定方針並びに個別報酬等を構成する各報酬の
割合について、指名報酬諮問委員会への諮問を
行った後、その答申内容に基づいて取締役会にて
決定します。

取締役の報酬等の水準・支給・付与の時期や条件の決定方針
　取締役の報酬等は、外部調査機関の役員報酬
データベースを活用し、当社と同程度の事業規模及
び関連する業種・業態に属する企業の報酬水準を参
考として設計します。取締役の報酬等のうち、固定
報酬は月例とし、業績連動賞与については、毎年一
定の時期に一括して支給します。また、株価条件付

ストックオプション及び株式報酬型ストックオプショ
ンは過去の付与実績や在任年数等を踏まえ支給・付
与の時期及び条件等を検討するものとします。な
お、報酬として支払われるべき費用が別途発生する
場合にはこの限りではありません。

基本報酬（固定の金銭報酬）及び業績連動報酬に関する取締役の
個別報酬等の額または算定方法の決定方針

　監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）に
対する個別の金銭報酬等として、基本報酬（固定の
金銭報酬）及び事業年度毎の業績向上に対する短期
のインセンティブ報酬としての業績連動賞与を支給し
ます。監査等委員でない社外取締役に対しては基本
報酬（固定の金銭報酬）のみを支給します。
　監査等委員でない取締役の個別基本報酬額は、
株主総会にて決議された報酬総額の限度内におい
て、各取締役の職責や業務執行状況及び会社業績
や経済状況等を勘案し、毎期、更新・決定するもの
とします。また、監査等委員でない取締役（社外取
締役を除く）の個別業績連動賞与額は、株主総会に
て決議された報酬総額の限度内において、各事業年
度の業績目標値に対する達成度合いに応じて、各取
締役の職責等を勘案した上で、毎期、更新・決定す
るものとします。各事業年度において、計算の基礎
となる個人別の賞与基準額と、業績目標値の達成度

合いに応じた支給係数を設定し、賞与基準額に支給
係数0％～200％の範囲で乗じて計算される額を支
給します。各事業年度の業績目標値には、重要な経
営指標とする売上高及び調整後営業利益[1] を用いま
す。業績目標値の達成度合いが100％の場合におけ
る金銭報酬全体に占める業績連動賞与総額の割合
は、15％程度を目安とします。
　なお、監査等委員である取締役の個別基本報酬
額は、株主総会において決議された報酬総額の限度
内において、監査等委員全員の協議により決定して
います。

[1]  営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額
及び無形固定資産の償却費）

報酬等の内容決定に関する事項
　監査等委員でない取締役の個別報酬等は、指名
報酬諮問委員会への諮問を行った後、その答申内容
に基づいて取締役会にて決定します。なお、監査等
委員でない取締役（社外取締役を除く）に対する株
価条件付ストックオプション及び株式報酬型ストック
オプションを発行する場合、株主総会決議を得るも
のとし、株主総会議案の内容については、指名報酬
諮問委員会への諮問を行った後、その答申内容に基
づいて取締役会にて決定します。

　また、当社は報酬制度とは別のインセンティブ手
段として、中長期的な当社の株主価値及び企業価値
向上への誘因を目的に、連結売上高を指標とする業
績目標の達成を条件とする有償の｢業績目標連動型
募集新株予約権｣を当社取締役（監査等委員である
者を除く）及び執行役員に対し導入しています。各対
象者への付与数は、役職及び期待役割（ミッショング
レード）等に応じて決定しています。
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取締役（監査等委員である者を除く）の候補者の指名方針
　常勤取締役は、管掌事業・分野に関する豊富な知
識と経験をもち、管掌事業・組織をけん引するととも
に、適切な意思決定と経営監督が期待できる人材を
選任する方針としています。また、社外取締役は、  

ほかの会社の役員経験や高度な専門性、高い見識
に基づき、客観的かつ専門的な観点から適切な意思
決定、経営監督及び経営助言が期待できる人材を選
任する方針としています。

監査等委員である取締役の候補者の指名方針
　企業経営、財務、会計、ファイナンス、企業法務
及びコンプライアンス等に関する高度な専門性や豊
富な経験を活用した適切な意思決定、並びに取締

役の職務執行の監査及び監督、経営全般に対する
意見具申が期待できる人材を選任する方針としてい
ます。

取締役候補者の指名・解任のプロセス
　代表取締役社長が方針に適合する人材として提案
する候補者について、指名報酬諮問委員会への諮問
を行った後、その答申内容に基づいて取締役会にて
決定しています。また、取締役会の決定に当たって
は、事前に取締役（監査等委員である者を除く）候
補者については監査等委員会からの意見を、監査等
委員である取締役候補者については監査等委員会の
同意をそれぞれ得ています。

　取締役会は、各取締役の業務執行状況を監視・監
督し、その要件を満たしていないと判断した場合に
は、指名報酬諮問委員会へ事前に諮問を行い、取
締役会はその答申を踏まえて当該取締役の解任につ
いて審議することとしています。

取締役候補者に求めるスキル項目
　経営方針、経営戦略の実行のために取締役会が
備えるべきスキルとして、次の6つのスキルを特定し、

スキルの多様性やバランスを考慮した上で取締役を
選任することとしています。

コーポレートガバナンス

　当社は、定款において取締役（監査等委員
である者を除く）は8名以内、監査等委員であ
る取締役は5名以内と定めており、取締役会
を構成するメンバーについては、経験、知見

及び能力等のバランス並びに多様性に配慮し
た選任を行っています。また、取締役候補者
の指名に当たり、取締役会への出席率として
75％以上を確保することを求めています。

取締役候補者の指名及び取締役の解任の方針とプロセス

スキル項目 スキル項目の選定理由 スキル項目の定義

企業経営

経営環境が大きく変化する中において、さまざまなビジネス
課題を抱える企業やビジネスパーソンの働き方を変え、DX
を促進するサービスを展開し、当社の持続的な成長と社会
課題の解決を実現するためには、企業経営に関する経験や
経営幹部として事業部・本部等の組織をマネジメントした経
験をもつ取締役が必要であると考えています。

取締役の経験、経営幹部としての
組織運営の経験

データ領域・ 
情報セキュリティ

利便性と安全性の高い安定的なサービス並びに当社の強み
であるデジタル化技術を活用した革新的なDXサービスを開
発・提供するためには、データ領域に関するビジネス経験
や情報セキュリティに関する豊富な知識・経験をもつ取締
役が必要であると考えています。

IT・SaaS業界におけるビジネス・
技術開発・研究開発経験、情報セ
キュリティに関する業務・マネジメ
ント経験

財務・会計

財務報告の適正性の確保や財務基盤の構築、新規事業・
研究開発・M&A等の成長投資のためには、ファイナンスに
関するビジネス経験や財務・会計に関する知識・経験をも
つ取締役が必要であると考えています。

企業経営における財務・ファイナン
ス・会計に関する知識・業務経験・
マネジメント経験

法務

コーポレートガバナンスの強化やコンプライアンスの徹底
により事業成長を支える経営基盤の強化を推進するために
は、コーポレートガバナンスや法務・コンプライアンス分野
に関する知識・経験をもつ取締役が必要であると考えてい
ます。

コーポレートガバナンス・法務・コ
ンプライアンスの知識・業務経験・
マネジメント経験

人事労務・ 
人材開発

人材の採用・育成・活躍とダイバーシティ・エクイティ&イン
クルージョンを推進し、多様性に富んだ全ての人材が活躍
できる機会の創出や環境の整備を行うためには、人材開
発分野でのビジネス経験や人事労務分野に関する豊富な知
識・経験をもつ取締役が必要であると考えています。

人材育成・組織開発・人事労務に
関する知識・業務経験・マネジメン
ト経験

グローバル
経験

DXサービスの海外事業の推進、開発力・技術力の強化等
の経営に関わる重要な意思決定や監督を行うためには、グ
ローバルビジネス経験や海外の事業環境に関する豊富な知
識・経験をもつ取締役が必要であると考えています。

海外赴任・駐在・在住の経験、海外
事業・海外投資等のビジネス経験
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区分

2023年5月期 2024年5月期

監査証明業務に
基づく報酬
(百万円)

非監査証明業務に
基づく報酬
(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬
(百万円)

非監査証明業務に
基づく報酬
(百万円)

当社 32 － 37 －

連結子会社 － － － －

計 32 － 37 －

役員区分 報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額
(百万円) 対象となる

役員の人数
(名)固定報酬 業績連動報酬 ストック

オプション

取締役
(監査等委員及び社外取締役で

ある者を除く)
305 229 14 61 5

社外取締役
(監査等委員)

23 23 － － 4

コーポレートガバナンス

　取締役による経営監督及び監査が十分に
機能するよう、取締役会資料の事前配布、説
明及び関連情報の提供を行い、取締役会で
の審議の充実を図る対応を行っています。ま
た、社外取締役で構成される監査等委員会に
は、その円滑な職務遂行を支援する専任の事

務局員を配置し、当該事務局員による主要会
議への参加、重要書類の閲覧等を通じて、
監査等委員会の要請に応じた報告や情報提
供が適時に行われています。また、取締役に
対する第三者機関による研修の機会を提供
し、その費用は会社負担としています。

取締役のサポート体制 か｣といった事項を踏まえ、取締役会におい
て保有の合理性及び保有の可否を検証してい
ます。なお、当社はコーポレートガバナンスの
観点から、単に安定株主を確保することを目

的とした株式の政策保有を行いません。ま
た、仮に政策保有を行う場合は、その保有の
合理性及び適正性について取締役会で精査
の上で実施するものとします。

　当社は、保有目的が純投資目的である投資
株式と、純投資目的以外の目的である投資株
式の区分について、専ら株式の価値の変動ま
たは株式に係る配当によって利益を受けるこ
とを目的とする投資株式については純投資目
的である投資株式とし、それ以外の投資株式
については、純投資目的以外の目的である投

資株式と判断しています。
　保有目的が純投資目的以外の目的である
投資株式の取得の検討に際しては、｢事業上
のシナジーがある等、中長期的な当社の企業
価値向上につながるものか｣｢当社の財務健
全性に悪影響を与えないか｣｢保有比率及び
取得額が合理的に必要な範囲を超えていない

政策保有株式

役員区分毎の報酬等の内容 [1]

監査公認会計士等に対する報酬の内容

　子会社に共通して適用するグループ方針等
を整備しているほか、子会社への経営関与に
関する基本方針として子会社管理規程を制定
し、当該規程に基づき子会社との間で経営管
理契約を締結する等、グループガバナンスの

強化につながる体制整備に努めています。ま
た、子会社の法令、定款、社内規程等の遵守
状況について、当社の内部監査室による定期
監査を実施しています。

グループガバナンス

[1] 2024年5月期実績
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取締役一覧

*1 CEO（Chief Executive O�cer）：最高経営責任者 *2 CFO（Chief Product O�cer）：最高プロダクト責任者 *3 COO（Chief Operating O�ce）：最高執行責任者 *4 CIO（Chief Information O�cer）：最高情報責任者 *5 CISO（Chief Information Security O�cer）：最高情報セキュリティ
責任者 *6 DPO（Data Protection O�cer）：データ保護責任者  *7 CHRO（Chief Human Resources O�cer）：最高人事責任者 *8 CFO（Chief Financial O�cer）：最高財務責任者 *9 2024年5月末時点 *10 2024年5月期実績

氏名

生年月日

役職

重要な兼職の状況

所属会議･委員会

選任理由

代表取締役社長／CEO*1／CPO*2

寺田 親弘
1976年12月29日生

当社創業以来、一貫して代表取締役を務め、長年
の経営経験を有するとともに、CEOとして、当社
の事業全般に関する戦略立案及び業務執行にお
ける強いリーダーシップを発揮し、適時適切な意
思決定や経営監督の実現を図っているため。

取締役／執行役員／COO*3／
Sansan事業部・Bill One事業部 担当

当社を共同創業し、COO及び管掌役員として、当
社の主要事業であるSansan／Bill One事業の成
長をけん引するほか、国内外の事業展開を推進す
る等、営業部門における知見を活かして事業拡大
及び売上最大化に貢献しているため。

Unipos(株) 社外取締役

当社を共同創業し、Eight事業管掌役員として、同
事業のサービス拡大及びマネタイズを推進するほ
か、CISO及び技術本部管掌役員として、開発部
門及び情報セキュリティ部門をけん引し、プロダク
トの強化を通じた事業拡大及び売上最大化に貢
献しているため。

CHRO及び人事本部の管掌役員として、実践的な
人材育成及び採用に係る戦略立案、並びに実行
責任を担い、拡大・多様化する組織において難易
度が高まる人事施策及び制度の整備を推進し、事
業成長に必要不可欠な人的資本の拡充及び事業
拡大に貢献しているため。

CFO及びコーポレート本部管掌役員として、財務
戦略の指揮及び業績管理を通じて事業計画の達
成に貢献したほか、投資戦略及びコーポレート部
門の統括・組織運営を通じて事業拡大及びコーポ
レートガバナンスの強化に貢献しているため。

1976年5月26日生

富岡 圭
1970年8月12日生 

塩見 賢治
1983年9月27日生

大間 祐太
1982年1月10日生 

橋本 宗之

取締役／執行役員／CFO*8／
コーポレート本部 担当

経歴

取締役就任時期

所有株式数*9

取締役会出席状況*10

179,192株

2020年8月

15／15回15／15回15／15回 15／15回15／15回

138,112株2,285,000株4,160,000株9,415,900株

2019年8月2007年6月2007年6月2007年6月

外資系証券会社に入社し、東京及びニューヨーク
で、約9年間M&Aや資金調達のアドバイザリー業
務に従事。その後、(株)日本政策投資銀行のグ
ループ企業でプライベートエクイティ投資に携わ
り、2017年に当社に入社。現在は、CFOとして財
務戦略を指揮。

人材系企業で採用コンサルティング事業の立ち上
げを経験し、その後、独立。取締役として採用領
域のベンチャー企業立ち上げに携わる。2010年に
当社へ入社し、営業部門のマネジャー、人事部長
を務める。現在は、CHROとして人材価値を高め
るための人事戦略を指揮。

(株)物産システムインテグレーション(現 三井情
報(株))で、大手携帯キャリア向けのメールシス
テムの設計・開発責任者等を務めた後、2007年
に当社を共同創業し、2012年から名刺アプリ
｢Eight｣の事業責任者を務める。現在は、技術本
部長として技術戦略や組織強化を指揮。2023年
に、Sansan Global Development Center, 
Inc.の代表取締役社長に就任。

日本オラクル(株)に入社し、上海やバンコクを拠
点にグレーターチャイナ(中国、香港、台湾)、東南
アジア、インドのマーケット開拓を担当。2007年に
当社を共同創業し、営業DXサービス｢Sansan｣
の事業を指揮。現在はCOOとしてSansanをはじ
め、BtoB SaaS事業を統括。2023年に、Sansan 
Global Pte. Ltd.のCEOに就任。

大学卒業後、三井物産(株)に入社し、米国・シリコ
ンバレーでベンチャー企業の日本向けビジネス展
開支援を行った後、帰国後は子会社の経営管理
等に従事。2007年に当社を創業し、営業DXサー
ビス｢Sansan｣をはじめとした働き方を変えるDX
サービスを提供。2021年、東証一部(現 東証プラ
イム)上場。2023年に開校した私立高専｢神山まる
ごと高等専門学校｣の理事長に就任。

取締役／執行役員／CHRO*7／
人事本部 担当

取締役／執行役員／CIO*4 ／CISO*5／
DPO*6／技術本部・Eight事業部 担当

Unipos(株) 社外取締役

●を付けた主な理由・経験

事業活動を通じた自然環境の保全 革新的なDXサービスで働き方を変革 セキュリティと利便性の両立 人材の多様性を尊重し、イノベーションを生み出す 急速な事業成長を支える強固な経営基盤の確立担当するサステナビリティ上の重要分野

保
有
す
る
ス
キ
ル
／
多
様
性

企業経営

データ領域・情報セキュリティ

財務・会計

法務

人事労務・人材開発

グローバル経験

経営会議 経営会議 経営会議 経営会議・指名報酬諮問委員会 経営会議

当社取締役
事業会社の取締役
当社CHRO

当社創業者／代表取締役社長
米国での事業会社勤務
神山まるごと高等専門学校理事長

当社共同創業者／取締役
当社COO及び事業部門統括
グループ会社CEO
アジアを中心とした事業会社勤務

当社共同創業者／取締役
当社CISO／DPO／技術本部 担当
グループ会社代表取締役社長
米国での事業会社勤務

当社取締役
当社CFO
当社法務部門担当役員
日本及び米国でのM&Aや資金調達の
アドバイザリー業務
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取締役一覧

役職

重要な兼職の状況

保
有
す
る
ス
キ
ル
／
多
様
性

所属会議・委員会

●を付けた主な理由・経験

選任理由

取締役就任時期

所有株式数

取締役会出席状況

経歴

0株

2024年8月

ベンチャーキャピタル事業における長期の職務経
験と、他社での役員としての豊富な経験及び幅広
い見識を有しており、客観的かつ専門的な観点か
ら適切な意思決定や経営監督、並びに経営全般
や企業投資に関する経営助言を期待できるため。

(株)エスプール 社外取締役／(株)jig.jp 社外取締役／ 
インキュベイトファンド(株) 代表パートナー／(株)ispace 
社外取締役／(株)ダブルスタンダード 社外取締役

ブランディング及びコミュニケーションデザインに
関する長期の職務経験と、他社での役員としての
豊富な経験及び幅広い見識を有しており、客観的
かつ専門的な観点から適切な意思決定及び経営
監督並びに経営全般及びコーポレートガバナンス
に関する経営助言を期待できるため。

(株)dof 代表取締役／(株)CARTA HOLDINGS 
社外取締役／(株)CC 取締役／フォースタートアッ
プス(株) 社外取締役／(株)ZOZO 社外取締役

他社での役員としての経験のほか、弁護士として
の企業法務やコンプライアンス等に関する専門的
な知識並びに判例を通じた事例への豊富な見識
を有しており、当社取締役の職務執行の監査及び
監督に加えて、当社経営に対し多様性を含めた有
意義な意見具申を期待できるため。

国内外のM&Aや資金調達、スタートアップ投資等
による豊富な経験及び幅広い見識のほか、財務・
会計に関する相当程度の知見を有しており、当社
取締役の職務執行の監査及び監督に加えて、当社
経営に対し投資・財務・コーポレートガバナンスの観
点を含めた有意義な意見具申を期待できるため。

佐藤真太郎法律事務所 弁護士／nmsホールディ
ングス(株)社外取締役 監査等委員／長谷川香料
(株)社外監査役

会計士補資格及び法務博士(専門職)の学位を保
有し、会計・監査・法務に関する幅広い見識を活か
した事業会社での豊富な経験等を有しており、当
社取締役の職務執行の監査及び監督に加えて、
当社経営に対し多様性を含めた有意義な意見具
申を期待できるため。

15／15回14／15回 15／15回15／15回

0株0株0株1,720,000株

2021年8月2022年8月2022年8月2007年8月

(株)サイバーエージェント 取締役 常勤監査等委員

(株)サイバーエージェント取締役。会計士補、法
務博士(専門職)。日本航空(株)にて勤務した
後、(株)サイバーエージェントの常勤監査役を
経て、2017年から現職。2021年8月、当社の社
外取締役に就任。会計や法務の知見と事業会社
での経験を通じ、監査や多様性の観点から提言
を行う。

弁護士。2003年よりTMI総合法律事務所にて勤
務した後、ニューヨーク州弁護士に登録。2017
年、佐藤真太郎法律事務所へ入所し、2021年から
第二東京弁護士会に所属。2022年8月、当社の
社外取締役に就任。企業法務やコンプライアンス
等に関する専門的な知識を有し、法律や多様性の
観点から提言を行う。

(株)dof代表取締役。コミュニケーションデザイ
ナー。(株)電通に勤務した後、(株)dofを設立し、
2009年から現職。2022年8月、当社の社外取締
役に就任。コミュニケーションデザイナーとしての
豊富な職務経験と複数企業の役員として得た見識
を踏まえ、経営全般についての提言を行う。

インキュベイトファンド(株)代表パートナー。日本
合同ファイナンス(株)(現 ジャフコグループ(株))
にて投資育成業務に従事した後、ベンチャーキャ
ピタル業を独立開業し、現在に至る。2007年8
月、当社の社外取締役に就任し、経営全般につい
ての提言を行う。

赤浦 徹
1968年8月7日生 

齋藤 太郎
1972年11月24日生 

鈴木 真紀
1977年7月4日生 

塩月 燈子
1973年1月9日生 

代田 常浩
1982年9月22日生 

リーマン・ブラザーズ証券(株)、バークレイズ・キャ
ピタル証券(株)を経て、Evernote Corporation
に入社。同社で複数領域での副社長職を歴任し
た後、WiL, LLC.でパートナーを務める。2024年8
月、当社の社外取締役に就任。豊富な経験を基に
投資・財務・コーポレートガバナンスの観点から提
言を行う。

取締役 社外 独立 取締役／監査等委員 社外 独立 社外 独立社外 独立取締役 社外 独立取締役／監査等委員 取締役／監査等委員

事業会社の取締役／監査役
会計士補
法務博士(専門職)

日本／ニューヨーク州 弁護士
企業法務やコンプライアンス、
労務に関する法的知見の保有

事業会社の代表取締役
米国在住経験

国内外に展開する
ベンチャーキャピタル事業の代表取締役

指名報酬諮問委員会指名報酬諮問委員会 監査等委員会・指名報酬諮問委員会 監査等委員会 監査等委員会

米国事業会社でのVice President
M＆Aや資金調達のアドバイザリー業務
ソフトウエア・インターネット分野の
ベンチャーキャピタル投資

担当するサステナビリティ上の重要分野

企業経営

データ領域・情報セキュリティ

財務・会計

法務

人事労務・人材開発

グローバル経験

氏名

生年月日
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ガバナンスの高度化に向けて

　私が社外取締役兼監査等委員長に就任してから2年が経ちま
した。当社のガバナンスの実効性については、従前からも評価
してきましたが、2024年5月期は、そのさらなる高度化に不可欠
な議論の活性化に向けて2つの取り組みを進め、結果、モニタリ
ング機能の強化につなげています。
　取り組みの1つは、取締役会での議題にメリハリを付けたこと
です。資料等で内容が十分に理解できる議題に関しては説明を
極力省略し、深い議論が必要な議題により多くの時間を割くよ
うに変更しました。結果、議論がより活性化し、その質が高まり
ました。ほかの取締役からも同様の評価を得ています。もう1つ
は、下期から、取締役会後にフリーディスカッションの時間を設
けたことです。例えば、時価総額1兆円を目指すとした場合のシ
ミュレーションや中期の財務方針等、10年後、20年後の未来を
見据えた自由なディスカッションができています。その未来の実
現に向けて、必要となる経営資本や達成の時間軸、方法等に結
論が出たわけではありませんが、他社の事例も含めさまざまなシ
ミュレーションを共有して役員同士の目線を合わせ、有意義な
議論を今も続けています。

　この1年の取締役会を振り返ると、自己株式の取得や本社移
転に係る事項等、活発に議論を交わしてきました。自己株式の
取得においては、足元の株価動向やストックオプションによる
希薄化率、株主還元の考え方といった視点はもちろん、買い付
け総額の妥当性や今後の還元方針の打ち出し方等について、社
外取締役からもさまざまな提言を行いました。
　取締役会での議論をさらに活性化するには、執行側の考えや
経営課題に対する理解が欠かせません。そこで私は昨年、監査

取締役会等での議論

新たなガバナンス体制下で
議論をさらに活性化し、
モニタリング強化に努めていく

鈴木  真紀

社外取締役／監査等委員
（監査等委員長・指名報酬諮問委員長）

 社外取締役メッセージ
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の方針についてもより綿密に事前に協議する体制を構築してい
きます。
　また、これまで監査等委員長として進めてきた執行役員面談
には、私以外の監査等委員も参画するようにしていきたいと思
います。そして、執行役員面談や監査等委員会で得られた情報
については、適宜、監査等委員ではない社外取締役とも共有・
連携していける運営体制を構築したいと考えています。

　指名報酬諮問委員会では、新任の社外取締役の選任を含
め、2024年8月以降の新たな取締役会体制について議論してき
ました。また、サクセッションプランについては、具体的な策定
には至っていないものの、2024年5月期には、社内において
100年先を見据えたパーパスの議論が進んでいると取締役会で
報告を受けています。サクセッションプランに対する執行側の意
識は高まってきており、今後、引き続き検討を進めていきます。

　当社経営の特徴の1つに、CEOの強いリーダーシップの下で
非常にスピーディな意思決定が行われ、着実に成長を遂げてい
るところが挙げられます。一般的に、何かをやめる時の決断
は、何かを始める時の決断に比べて難しく、躊躇もしがちです
が、コロナ禍でのリソース最適化等を目指した組織改編やその
後の元の組織体制への回帰、さらには不採算事業からの撤退
等、うまくいかなそうな時にそれを早期に見極め、やめる決断を
下す、そのスピードを高く評価しています。経営の軸として、社
会課題をどう解決していくかを真摯に追求する姿勢は、会社全
体にも波及・浸透しており、社員1人ひとりが高い感度で課題解
決に必要なシステムを作り上げる実行力を有しているところに、

新たなガバナンス体制

監査等委員会について

等委員長として、執行役員面談を実施しました。業務上の懸念
点に加え、ここ数年でかなり人員を拡大したことから、現場の
社員の様子や人材育成の進捗についてもヒアリングしました。各
部署とも工夫を凝らした育成施策を進めており、特に問題ない
ことを確認できました。

　8月の株主総会での承認を経て、新たに1名の社外取締役が
加わり、社外取締役は計5名と、社内取締役と同数になりまし
た。また、全ての社外取締役が監査等委員を兼務していたこれ
までの体制を変更し、5名の社外取締役のうち2名は、監査等
委員ではない社外取締役となりました。社外取締役の中で役
割を分けることで、これまで以上に個々の専門性や知見を、当
社経営のモニタリング強化に活かしていけるようにしたいと思い
ます。
　また、取締役会のダイバーシティの観点では、当社は2030

年5月期までに女性取締役比率30％以上という目標を掲げてお
り、この点にはまだ課題が残っています。達成に向けては、社
内からの女性取締役の輩出にも取り組む必要があると考えま
す。女性執行役員は現在、これまでの1名から2名に増えてお
り、将来的な社内の女性取締役の登用につなげてほしいと期待
しています。

　当社には、常勤の監査等委員がいないことから、監査等委
員会と内部監査室とが緊密に連携していくことが重要だと考え
ています。これまでは、内部監査の結果を踏まえて質問や意見
交換等を進めてきましたが、今後は、監査等委員長と事務局・
内部監査室との間で定期的にミーティングを開催し、内部監査

当社の強みを感じます。財務方針の議論の中からは、経営陣の
数字に対する非常にシビアな姿勢も伝わってきており、今の当
社経営に、大きな課題や不安を感じてはいません。
　私の役割は、スピーディかつ柔軟な判断を尊重しながら、意
思決定の根拠や法的リスク等について、適宜提言をしていくこと
だと認識しています。強いリーダーシップの下、その経営判断を
間違ってしまったり、違う方向に向かってしまったりすることのな
いよう、しっかりとモニタリングをすることが、私を含めた全社
外取締役の責務です。
　中期財務方針を示し、当社のフェーズは変わったように感じ
ます。中期財務方針を継続できるよう、しっかりとモニタリング
し、同時に進化を続ける当社サービス等への理解を深めた上
で、経営に資する助言を行い、企業価値の向上に貢献していき
たいと思います。

指名報酬諮問委員会について

企業価値向上に向けて

鈴木 真紀

社外取締役／監査等委員
（監査等委員長・指名報酬諮問委員長）
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取締役会における議論の活性化企業価値向上のための施策

　私は、2022年8月に初めて当社の社外取締役／
監査等委員に就任し、2024年8月の定時株主総会
以降は、社外取締役としての職務に当たっていま
す。これまでの私自身のキャリアを通じて、ブラン
ディングやコミュニケーションデザイン領域のほ
か、複数企業での社外取締役としての経験を多く
積んできたため、当社においては、主に経営全般
やコーポレートガバナンスに関する事項で助言や監
督をしていきたいと考えています。
　当社の取締役会に対する印象としては、これま
で社外取締役を含めて発言しやすい雰囲気があ
り、各議案に対しても十分な議論がなされている
認識をもっています。しかしながら、さらに議論を
活性化していくことで、取締役会の質が向上する余
地は残されていると考えていたため、取締役会の
実効性評価の機会等を通じて、全取締役がより自
由に発言できる機会の創出に取り組んでみてはどう
か、という提言を行いました。
　この提言が1つのきっかけとなり、2024年5月期
の後半には、取締役会終了後にフリーディスカッ

　私は、長年ベンチャーキャピタル事業に携わって
きたことや、ほかの複数の事業会社での社外取締
役としての経験があるため、当社での主な役割とし
て、M&Aをはじめとした投資案件はもとより、経
営全般に対する助言や監督が求められていると捉
えています。
　2024年7月に公表した中期財務方針の策定に当
たっては、機関投資家からの開示要請が高まって
いるという、IR活動で得られたフィードバックを全
取締役が正しく把握した上で、それを公表すること
で得られる効果だけではなく、逆に生じてしまう制
約、つまりは、公表する見通し数値が足かせとなっ
てしまい、事業成長のための思い切った挑戦がしに
くくなるリスクに至るまで、さまざまな側面から議
論を交わしました。利益見通しの開示が論点となり
ましたが、複数のシミュレーションを通じて、最終
的には、売上高成長に向けた投資を続けながらも
十分な利益が出せる体制が整っていることの確認
ができたため、企業価値向上のためには開示すべ
きだとの結論に至りました。

ションの機会が設けられ、設定したテーマに基づ
いた自由な議論が始まりました。この議論を通じ
て、社内取締役が果たす説明責任の向上や、社外
取締役の当社サービスへの深い理解醸成が実現で
きていると感じています。また、2024年7月の中期
財務方針の公表にもつながりました。そのほかに
も、取締役会の運営方法として、より議論すべき
議題が明確化されるようになったことも議論の活性
化につながっており、これら全ての施策が取締役
会の質や機能向上の観点で有益であったと評価し
ています。
　また、そのほかのさまざまな機会を通じて、企業
やサービスのブランディングに係る事項からマーケ
ティング領域における人材戦略に至るまで、幅広い
議論をCEOと行うこともできています。今後も、私
自身のみならず、全取締役がさらに役割を果たして
いける高度なガバナンスを実現しながら、当社の成
長に向き合っていきたいと考えています。

　また、2024年7月から8月にかけて自己株式の取
得を行いましたが、これは、当社としては初めてと
なる、株主還元の一環として実施したものでした。
取得株数や金額等の内容を決めていく過程では、
株主還元に位置付ける施策であるならば、還元方
針についても深く議論すべきだとの提言を行い、
今回は同時タイミングでの策定及び開示には至ら
なかったものの、中期的には定量的な方針を公表
する予定とした上で、議論を継続する運びとなりま
した。
　私はこれまで、監査等委員も務めていました
が、2024年8月の第17回定時株主総会以降は社外
取締役に専念しています。そのため、株主の皆さま
から期待されているであろう、私自身がより関与し
ていくべき分野やテーマに対して、一層向き合う時
間や力を確保できるようになったと考えています。
2025年5月期においても、経営の透明性と健全性
の確保に寄与しながら、さらなる企業価値向上を
実現できるよう取り組んでいきます。

COLUMNCOLUMN

赤浦 徹
社外取締役

齋藤 太郎
社外取締役
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事業フェーズに応じた適切なガバナンス透明性のある有益な情報開示

　私は、2024年8月の第17回定時株主総会での承
認をもって、新たに当社の社外取締役／監査等委
員に就任しました。これまでの経歴を簡単にご紹
介すると、米国の証券会社やグローバルファンドに
おいて、国内外のM&Aや資金調達、スタートアッ
プ企業への投資等に携わってきたほか、米国のソ
フトウエア企業で副社長としての職務に当たってき
ました。
　当社は、2019年に上場して以降、主要事業であ
るSansanを堅実に伸ばしながら、Bill Oneを新規
で創出し、高成長させてきました。また、そのほか
の新規サービスの創出に取り組みながら、現在で
は、FinTech領域への進出や開発拠点を含めた海
外展開を本格化させる等、多角的な事業成長を目
指す新しいフェーズに入っているものと捉えていま
す。加えて、今後は重要な成長戦略の1つに位置付
けられる、M&Aの積極的な活用も考えられます。
　このようなフェーズにおいては、成長につながる
機会を逃すことなく的確に捉えて、しっかりと実績
につなげていく必要があるため、事業執行スピード

　当社の社外取締役／監査等委員に就任し、現在
4期目を迎えています。私自身は、20年以上にわ
たってほかのIT企業の常勤役員を務めてきました
が、変化の激しいこの業界においては、環境変化
を的確に捉え、事業と組織とを迅速に対応させて
いくことが必要不可欠です。これまでの会計や監
査、法務領域における経験を活かし、取締役の職
務執行の監査・監督に加えて、まだ少ない女性取
締役の1人として、多様性の観点も含めた有意義な
意見を述べていきたいと考えています。
　2024年5月期の後半から2025年5月期にかけ
て、当社の企業価値は少しずつ向上しており、より
多くの株主の皆さまから期待をされているものと思
います。機関投資家や個人投資家といった属性、
そして国内、海外といった地域等によらず、全ての
ステークホルダーとのコミュニケーションの基本
は、まずは公平かつ正確で、タイムリーな情報開示
にあるものと捉えています。
　このような中、過年度の決算短信や有価証券報
告書に記載した1株当たり純資産の算定方法に誤り

をいかに上げられるかが重要となってきますが、そ
れと同時に、採り得る選択肢が多いからこそ、ガバ
ナンスのあり方についても重要性が増してくるもの
と考えています。また、事業成長を実現し、企業
価値を向上させていくことで、当社のステークホル
ダーは今まで以上に拡大します。結果として、当社
のガバナンスについて、株主の皆さまから問われる
機会もより増えていくものと思いますし、考慮すべ
き観点や内容も多様化していくものだと認識してい
ます。
　これらの課題に対して、事業会社での職務経験
等も活かしながら、事業執行と監督という両面のバ
ランスも意識した上で、社外取締役として求められ
る助言や監督機能を果たしていく所存です。また、
2024年8月以降は、役割の明確化等を目的に、監
査等委員会の構成メンバー数が減少しています。
私はその監査等委員の1人として、重責にしっかりと
応えていきたいと考えています。

があったことが判明し、2024年8月に訂正開示を
したことには、真摯に向き合う必要があります。1
株当たりの指標は重要な情報であり、社内での作
成・確認プロセスだけではなく、会計監査の観点
からもしっかりと振り返りを促し、再発防止に向け
た取り組みに対する助言や監督を行っていきます。
　社外取締役、そして監査等委員の基本的な役割
は、社内での利害関係等にとらわれることなく、
独立的な立場から経営を監督し、意見を述べ、中
長期的な企業価値の向上に貢献していくことだと
考えています。社会で目にする大きな企業不祥事
も、解き明かしてみると、社内の悪しき慣習や企業
文化に根差している部分が多くあると思います。当
社がこのような状態に陥ることなく、現在の企業文
化を維持・向上できるようにしていく上でも、社外
取締役の役割は重要であり、常にこの基本に立ち
返って職務に当たっていきたいと考えています。

COLUMNCOLUMN

塩月 燈子
社外取締役／監査等委員

代田 常浩
社外取締役／監査等委員
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データ
ESGデータや連結財務諸表、セグメント別実績等を長期データ形式で掲載しています。

CONTENTS

P097　- ESGデータ

P100　- 連結財務諸表

P103　- セグメント別実績

P104　- 会社・株式情報
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単位 2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

事業から出る廃棄物 t-CO2 － 13 16 13

出張 t-CO2 － 85 310 427

雇用者の通勤 t-CO2 － 165 330 425

リース資産（上流） t-CO2 － － － －

輸送、配送（下流） t-CO2 － － － －

販売した製品の加工 t-CO2 － － － －

販売した製品の使用 t-CO2 － － － －

販売した製品の廃棄 t-CO2 － 0 0 0

リース資産（下流） t-CO2 － 805 884 961

フランチャイズ t-CO2 － － － －

投資 t-CO2 － － － －

その他 t-CO2 － － － －

スコープ1+2+3（マーケット基準） t-CO2 － 16,347 19,489 22,508

スコープ1+2+3 GHG排出量原単位（売上高当たり） t-CO2/億円 － 81.7 78.2 69.3

ESGデータ 

環境*1

単位 2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

エネルギー消費量

電気 MWh 728 1 ,044 1 ,399 1 ,719

ガス*2 千Nm3 68 84 107 1 20

総エネルギー消費量*3 GJ 10,361 1 4,193 18,643 22,399

水使用量*4

総取水量 m3 2,329 4,096 6,425 6,722

上水 m3 237 290 461 572

中水 m3 2,091 3,805 5,963 6,1 49

GHG*5排出量

スコープ1*6 t-CO2 0 0 0 0

スコープ2*7（ロケーション基準） t-CO2 477 639 840 1 ,021

スコープ2（マーケット基準） t-CO2 525 668 85 1 999

スコープ1+2（マーケット基準） t-CO2 525 668 85 1 999

スコープ3*8 t-CO2 － 15,679 18,638 21 ,509

購入した製品・サービス t-CO2 － 12,270 15, 147 18,854

資本財 t-CO2 － 2,098 1,631 498

スコープ1、2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動 t-CO2 － 133 175 206

輸送、配送（上流） t-CO2 － 107 141 1 27

*1 当社単体の実績を集計しており、2024年5月期時点で当社グループの事業範囲の96.0％(連結売上高に占める単体売上高の割合)をカバーしています  *2 消費量の把
握が可能な一部オフィスにおける実績を用いてオフィス面積当たり消費量を算出した上で、当該数値にガス利用が可能な全オフィスの総面積を乗じて算出しています  *3 省
エネ法に基づく算出方法を用いた上で、電気とガスの消費量の合計値で算出しています  *4 利用量の把握が可能な本社オフィスにおける実績を用いて従業員1人当たり利
用量を算出した上で、当該数値に総従業員数を乗じて算出しています  *5 GHG(Greenhouse Gas)：温室効果ガス  *6 当社が所有するオフィスや設備において直接排出
されたGHG排出量を集計しています  *7 各オフィスにて購入した電力や熱エネルギー等の使用を通じて間接的に排出されたGHG排出量を集計しています  *8 スコープ1
及びスコープ2以外のバリューチェーン全体(カテゴリ1から15まで)におけるGHG排出量を集計しています

カテゴリ 2

カテゴリ 1

カテゴリ 4

カテゴリ 3

カテゴリ 5

カテゴリ 6

カテゴリ 7

カテゴリ 9

カテゴリ 8

カテゴリ10

カテゴリ 11

カテゴリ12

カテゴリ13

カテゴリ14

カテゴリ15
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単位 2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

従業員構成

従業員数 人 934 1,172 1,326 1,782

女性比率 ％ 34.2 33.6 35.2 36.4

外国籍比率*2 ％ 3.0 2.6 2.6 6.2

日本国外勤務者比率 ％ 1.0 0.8 0.7 4.5

障がい者雇用比率*3 *4 ％ 1.6 2.4 2.6 2.4

STEM部門従業員数*5 人 313 404 420 529

女性比率 ％ 12.1 13.1 13.1 14.9

クリエイター職女性比率 ％ 46.9 53.8 55.6 60.0

ビジネス職従業員数*6 人 614 766 897 1,243

女性比率 ％ 45.1 44.5 45.0 45.7

管理職数 人 145 182 202 215

女性比率 ％ 14.5 16.5 17.8 18.1

人材採用

新卒採用人数 人 34 70 74 74

女性比率 ％ 23.5 28.6 25.7 36.5

中途採用人数 人 231 260 232 546

女性比率 ％ 31.2 34.0 41.4 37.7

リファラル採用比率 ％ － － 12.0 12.9

その他の人材関連*7

平均勤続年数 年 2.6 2.8 3.1 2.8

男性 年 2.7 2.8 3.1 2.8

女性 年 2.6 2.9 3.2 2.8

*1 原則として当社及び全ての海外子会社の正社員・契約社員を対象として算出しています(国内子会社を除く)。また、人数や比率は各期末時点の実績で算出しています   
*2 2024年5月末時点で、日本を含む21か国の国籍を持つ従業員が在籍しています  *3 当社の正社員・契約社員・アルバイトを対象として算出しています  *4 3月期決算の期
間(4月から翌年3月)に読み替えて算出しています  *5 当社及び当社の海外子会社の正社員・契約社員のうち、エンジニア職、研究開発職、クリエイター職を対象として算出
しています  *6 STEM部門以外の正社員・契約社員を対象として算出しています  *7 正社員を対象として算出しています  *8 Unipos株式会社が提供するピアボーナス®を軸と
する全従業員参加型のプラットフォームサービスを利用しています  *9 eNPSSMは｢Employee Net Promoter Score (エンプロイー・ネット・プロモーター・スコア)｣の略称
で、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズの役務商標です。当社で働くことへの｢推奨者｣の割合から｢批判者｣の割合を差し引い
た数値を、eNPSSMとして算出しています

ESGデータ

単位 2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

平均年間給与 円 6,275,941 6,661,892 7,063,337 7,516,251

男性 円 6,580,904 6,988,923 7,431,655 7,999,431

女性 円 5,549,397 5,896,162 6,244,215 6,578,935

平均年齢 歳 33.6 32.4 32.4 32.0

男性 歳 33.8 32.6 32.7 32.4

女性 歳 33.1 32.0 32.0 31.3

退職率 ％ 6.3 9.8 12.9 9.9

男性 ％ 7.2 10.2 13.8 10.5

女性 ％ 4.2 8.8 10.7 8.9

有給休暇取得率*4 ％ 60.6 68.6 75.1 74.0

育児休業取得率 ％ 58.5 74.5 73.2 70.9

男性 ％ 39.3 61.8 64.8 53.7

女性 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

育児休業後復職率 ％ 100.0 100.0 100.0 98.5

男性 ％ 100.0 100.0 100.0 97.8

女性 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

「Unipos*8」投稿率 ％ 59.4 62.3 59.6 58.1

「Unipos」での称賛投稿数 件 約36,000 約49,000 約45,000 48,862

「Unipos」での称賛された従業員比率 ％ 83.3 86.0 84.7 82.7

エンゲージメントサーベイ平均回答率 ％ 87.6 85.8 82.6 79.5

eNPSSM*9 （職場に対する推奨度） ％ － － -12.5 -0.6

ストレスチェック平均回答率 ％ 80.1 71.7 77.9 76.4

社会*1
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ESGデータ

*3 当社単体の実績を算出しています。また、人数や比率は各期末時点の実績で算出しています  *4 監査等委員である取締役を含む数値で算出しています  *5 個人情報
保護委員会等各国規制当局に報告した件数を集計しています

         単位 2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

研修関連

「カタチ」関連研修の総参加時間*1 時間 － － 約5,600 約15,000

「Geek Seek」への投資額*2 百万円 25 39 43 43

従業員間交流施策への投資額 百万円 3 5 12 16

社内コーチング延べ参加人数 人 － － 約800 748

情報セキュリティ関連 

個人情報保護士取得率 ％ 81.8 82.3 88.0 86.7

重大なインシデント発生件数 件 0 0 0 0

情報セキュリティ関連研修の総参加時間 時間 － － － 5,181

その他

寄付・協賛金等の支出 百万円 9 11 19 23

*1 企業理念等について議論する機会への全従業員の参加時間を合計しています  *2 STEM部門従業員に対する書籍やツール購入、イベント参加時における補助金額を
集計しています

単位 2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

監査等委員会      

監査等委員である取締役数 人 4 4 4 4

女性比率 ％ 25.0 50.0 50.0 50.0

社外取締役比率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

独立役員比率 ％ 50.0 75.0 100.0 100.0

監査等委員会開催回数 回 13 12 13 13

出席率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

コンプライアンス

内部通報件数 件 9 11 14 20

重大なコンプライアンス違反件数 件 0 0 0 0

汚職や贈賄等に関する法的措置を受けた件数 件 0 0 0 0

行動規範・倫理基準に対する違反件数 件 0 0 0 0

贈収賄 件 0 0 0 0

個人情報の漏えい・データの盗難・紛失件数*5 件 0 0 0 0

コンプライアンス関連研修受講率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

コンプライアンス研修受講率 ％ － － － 100.0

贈収賄防止研修受講率 ％ － － － 100.0

人権尊重に関する研修受講率 ％ － － － 100.0

個人情報保護・情報セキュリティ研修受講率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

インサイダー取引規制研修受講率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

ハラスメント防止研修受講率 ％ 100.0 － 100.0 100.0

入社時研修受講率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

政治献金 円 0 0 0 0

  単位 2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

取締役会*4

取締役数 人 10 9 9 9

女性比率 ％ 10.0 22.2 22.2 22.2

社外取締役比率 ％ 40.0 44.4 44.4 44.4

独立役員比率 ％ 20.0 33.3 44.4 44.4

取締役会開催回数 回 17 17 17 15

出席率 ％ 100.0 99.4 100.0 99.3

ガバナンス*3

社会
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（百万円） （百万円）

資産の部 2017年
5月期

2018年
5月期

2019年
5月期

2020年
5月期

2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

流動資産

現金及び預金  2,004 3,546 5,627 1 2,81 5 1 2,389 1 5,432 21 , 1 1 4 24,874

売掛金 165 207 318 441 571 756 1 , 180 1,229

前払費用 460 255 322 410 469 478 604 884

貸倒引当金 -5 -4 -2 -3 -4 -3 -32 -34

その他 38 1 57 30 1 76 1 1 7 194 341 715

流動資産合計 2,668 4,166 6,298 13,840 13,542 16,856 23,207 27,671

固定資産

有形固定資産合計 1 1 3 164 406 41 4 504 806 770 520

無形固定資産合計 498 602 835 926 1 ,209 1 , 1 47 1 ,533 1,610

ソフトウエア 497 601 834 925 1 ,023 91 7 827 　  691   

のれん － － － － 185 229 706 919

投資その他の資産合計 208 365 1 ,538 7,639 9 ,053 7,481 5,689  7,790

投資有価証券 － － 1 ,093 6,941 8,344 6 ,262 3,705  3,799

繰延税金資産 － － － 1 45 － 416 595 950

その他 － 365 444 697 708 803 1 , 388 3,039

固定資産合計 820 1,132 2,780 8,979 10,768 9,435 7,993   9,920

資産合計 3,489 5,299 9,079 22,819 24,310 26,292 31,200  37,592  

負債の部 2017年
5月期

2018年
5月期

2019年
5月期

2020年
5月期

2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

流動負債

短期借入金 296 1 3 18 20 200 － － －

1年内返済予定の長期借入金 1 1 3 94 1 33 1 ,267 1 ,085 477 558 930

前受金 2,100 2,798 3,923 5,289 6, 719 8, 199 10, 729 1 3,660

未払金 320 654 770 596 1 , 1 75 1 ,081 1 ,929 1 ,701

その他 278 259 584 1 , 161 1 ,062 1 , 749 1 , 764 2,71 2

流動負債合計 3,109 3,819 5,428 8,335 10,243 1 1 ,507 1 4,982 1 9,004

固定負債

長期借入金 190 1 27 233 3,892 879 2,547 2,838 3,549

繰延税金負債 － － － － 571 － － －

その他 16 39 43 38 31 1 44 188 266

固定負債合計 207 166 277 3,931 1 ,482 2,691 3,027 3,81 5

負債合計 3,316 3,986 5,706 12,267 1 1 ,725 1 4,199 18,009 22,81 9

純資産の部

株主資本 1 79 1 ,31 5 3,369 10,557 10,892 1 1 ,832 1 2,454 1 3,792

その他の包括利益累計額 -6 -2 -7 -1 5 1 ,623 1 1 2 206 2 1 3

新株予約権 － － 10 10 65 1 42 457 638

非支配株主持分 － － － － 2 5 72 1 28

純資産合計 172 1 ,312 3,372 10,552 12,584 12,093 13,190 1 4,772

負債純資産合計 3,489 5,299 9,079 22,819 24,310 26,292 31 ,200 37,592

連結財務諸表 

連結貸借対照表
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（百万円） （百万円）

連結財務諸表

*1 営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費） *2 2021年12月1日付で普通株式1株を4株とする株式分割を行って
おり、2017年5月期の期首に分割されたと仮定し、EPSを算定しています  *3 社員給与手当、社員賞与、社員賞与引当金繰入、退職給付繰入額、社員法定福利費が含まれます 

2017年
5月期

2018年
5月期

2019年
5月期

2020年
5月期

2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

売上高
売上原価

4,839
1 ,026

7,324
1 ,435

10,206
1 ,597

1 3,362
1 ,821

16,184
1 ,992

20,420
2,51 5

25,510
3,683

33,878
5,064

売上総利益
売上総利益率

3,81 2
78.8%

5,888
80.4%

8,608
84.3%

1 1 ,541
86.4%

1 4,192
87.7%

1 7,904
87.7%

21 ,827
85.6%

28,81 4
85.1%

販売費及び一般管理費 4,590 8,950 9,458 10,783 1 3,455 1 7,272 21 ,627 27,477

調整後営業利益*1

調整後営業利益率
-778
－

-3,061
－

-849
－

757
5.7%

785
4.9%

730
3.6%

942
3.7%

1 ,709
5.0%

営業利益
営業利益率

-778
－

-3,061
－

-849
－

757
5.7%

736
4.6%

631
3.1%

199
0.8%

1 ,337
3.9%

営業外収益
営業外費用

9
1 1

10
26

16
58

8
330

106
468

1 ,042
705

328
405

49
1 63

経常利益 -780 -3,077 -891 435 375 968 1 22 1 ,224

特別利益
特別損失

－
3

－
1

4
50

－
100

0
4

105
165

81 7
1 ,035

40
409

税金等調整前当期純利益 -784 -3,078 -937 335 370 908 -96 855

法人税、住民税及び事業税等 6 7 7 -4 189 56 60 -61

親会社株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益率

-790
－

-3,085
－

-945
－

339
2.5%

182
1 .1%

857
4.2%

-1 41
－

953
2.8%

EPS(円)*2 -1 1 .79 -42.1 1 -10.10 2.75 1 .47 6.87 -1 .1 3 7.59

2017年
5月期

2018年
5月期

2019年
5月期

2020年
5月期

2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

販売費及び一般管理費 4,590 8,950 9,458 10,783 1 3,455 1 7,272 21 ,627 27,477

広告宣伝費 1 ,573 4,478 2,83 1 2,022 2,824 2,969 3,306 3,934

人件費*3 1 ,476 1 ,946 2,743 4,237 5,435 7,724 9,635 1 3, 12 3

サーバー・PC費用等 303 51 3 735 844 1 ,008 1 ,285 1 , 719 2,055

地代家賃 235 308 523 693 810 921 1 ,059 1 , 1 53

採用費 107 182 338 443 489 678 636 1 , 222

株式報酬関連費用 － － － － 33 72 702 260

企業結合に伴い生じた費用
(のれん償却額＋無形固定資産の償却費) － － － － 1 5 25 39 1 1 1

その他 8 9 5 1 ,520 2,272 2,542 2,838 3,594 4,528 5,61 6

連結損益計算書
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（百万円） （百万円）

2017年
5月期

2018年
5月期

2019年
5月期

2020年
5月期

2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 -784 -3,078 -937 335 370 908 -96 855

減価償却費 236 366 459 615 691 768  898  889

投資有価証券売却益 － － － － -32 -979  -291 -24

持分法による投資損益 － － － 51 285 609  287 －

売上債権の増減額   -60 -41  -111  -118  -121  -183  -391 -16

前払費用の増減額  -100 204 -67 -84 -50  12  -101 -265

未払金の増減額  -122 333 50  -108 620 -90 780 -239

前受金の増減額  896 697  1,125 1,366 1,401 1,479 2,423 2,928

法人税等の支払額 -3 -6 -7 -7 -246  -144  -471 -215

その他  137 -85 560  824 346  743  810 1,571

営業活動によるキャッシュ・フロー  198 -1,609 1,072 2,822  3,011  3,123 3,848 5,483

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 -91 -72 -316 -260 -273 -468 -200 -217

無形固定資産の取得による支出 -250 -408 -574 -535 -636 -453 -480 -348

2017年
5月期

2018年
5月期

2019年
5月期

2020年
5月期

2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

投資有価証券の取得による支出 － － -1,093 -5,901 -336 -2,555 -359 -572

投資有価証券の売却による収入 － － － － 1,680 3,224 1,406 67

その他 -34 -198 -298 -491 -985 -760 998 -2,109

投資活動によるキャッシュ・フロー -376 -679 -2,282 -7,189 -551  -1,014 1,364 -3,180

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 89 -283 4 2 173 -200 -140 －

長期借入による収入 200 50 290 5,460 － 3,250 900 1,800

長期借入金の返済による支出 -130 -131 -145 -686 -3,220 -2,190  -527 -717

株式の発行による収入 － 4,206 2,989 6,820 152 209  307 367

その他 -7 -15 -6 -32 -7 -159 -17 -18

財務活動によるキャッシュ・フロー 151 3,826 3,132 11,563 -2,902 909  523 1,431

現金及び現金同等物に係る換算差額 -3 4 0 -1 2 3 4 10

現金及び現金同等物の増減額 -29  1,541  1,922 7,194 -440  3,021 5,739 3,744

現金及び現金同等物の期首残高 2,033 2,004 3,546 5,468 12,663 12,223 15,245 20,985

現金及び現金同等物の期末残高 2,004 3,546 5,468 12,663 12,223 15,245 20,985 24,729

連結財務諸表

連結キャッシュ・フロー計算書
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*1 Sansanにおける固定収入  *2 営業利益＋株式報酬関連費用＋企業結合に伴い生じた費用（のれん償却額及び無形固定資産の償却費） *3 報告セグメントに配賦していな
い全社費用の金額で、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費。2025年5月期第1四半期より、一定の規則に則り、各セグメントに配賦  *4 サービスの既存契約のMRRに
占める、解約に伴い減少したMRRの割合  *5 MRR（Monthly Recurring Revenue）：各四半期末の月次固定収入  *6 アプリをダウンロード後、自身の名刺をプロフィー
ルに登録した認証ユーザー数

セグメント別業績 

2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

売上高　　　 16,184 20,420 25,510 33,878

Sansan／Bill One事業 1 4,605 18,105 22,516 29,948

Sansan 1 4,5 19 1 7,21 4 19,793 22,889

Sansan ストック*1 1 3 ,8 1 1 16,349 18,688 21 ,509

Sansan その他 707 865 1 , 104 1 ,379

Bill One 84 826 2,41 4 6,1 68

その他 1 64 308 889

Eight事業 1 ,582 2,21 3 2,867 3,548

BtoCサービス 296 286 303 347

BtoBサービス 1 , 286 1 ,927 2,563 3,200

その他 － 1 26 198 51 9

調整額 -3 -25 -72 -1 37

調整後営業利益*2 785 730 942 1 ,709

Sansan／Bill One事業 5, 290 5,752 7,005 8,675

Eight事業 -732 -355 -1 70 31 4

その他 － -22 -36 -79

調整額*3 -3 , 772 -4,643 -5,856 -7,201

調整後営業利益率 4.9% 3.6% 3.7% 5.0％

Sansan／Bill One事業 36.2% 31 .8% 31 .1% 29.0％

Eight事業 － － －  8.9％

その他 － － － －

（百万円）セグメント別損益計算書

2021年
5月期

2022年
5月期

2023年
5月期

2024年
5月期

Sansan／Bill One事業

Sansan 契約件数 （件） 7,744 8,488 8,969 9,693

Sansan 契約当たり月次ストック売上高 （千円） 162 1 70 184 1 97

Sansan 直近12か月平均月次解約率*4 0.63% 0.62% 0.44% 0.42%

Bill One MRR*5 （百万円） 19 1 1 6 316 640

Bill One 有料契約件数 （件） 188 776 1 ,581 2,81 6

Bill One 有料契約当たり月次ストック売上高 （千円） 105 1 49 200 227

Bill One 直近12か月平均月次解約率*4 － 0.49% 0.64% 0.33％

Eight事業

Eight ユーザー数*6 （万人） 292 310 331 372

Eight Team 契約件数（件） 2,253 2,819 3,703 4,608

セグメント別KPI （百万円）
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会社・株式情報

商号
本社所在地

グループ会社

設立
資本金

Sansan株式会社
〒150-6228 東京都渋谷区桜丘町1-1
渋谷サクラステージ 28F
Sansan Global Pte. Ltd.（シンガポール）
Sansan Global Development Center, Inc.（フィリピン）
Sansan Global (Thailand) Co., Ltd.（タイ）
ログミー株式会社
株式会社ダイヤモンド企業情報編集社
クリエイティブサーベイ株式会社
株式会社言語理解研究所
2007年6月11日
6,774百万円（2024年5月31日時点）
1,899人（2024年5月31日時点）

会社情報

証券コード 
上場証券取引所
事業年度
株主名簿管理人
単元株式数 
発行済株式総数
株主総数

4443
東京証券取引所　プライム市場
6月1日から翌年5月31日まで
東京証券代行株式会社
100株
125,835,416株
7,286名

株式情報 [ 1 ]

[1] 2024年5月31日時点* 2021年12月1日付で普通株式1株を4株とする株式分割を行っており、過去の実績にも遡及して反映しています。

株主名 保有株式数 保有比率

株式会社CNK 32,809,100株 26.07％

JPLLC CLIENT ASSETS-SK J 1 1 ,3 1 1 ,935株 8.99％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 10,636,500株 8.45％

寺田 親弘 9,41 5,900株 7.48％

MSCO CUSTOMER SECURITIES 9,064,300株 7.20％

PERSHING - DIV. OF DLJ SECS. CORP. 4,579,500株 3.64％

富岡 圭 4,160,000株 3.31％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,897,100株 3.10％

塩見 賢治 2,285,000株 1.82％

MSIP CLIENT SECURITIES 1,835,500株 1.46％

大株主の状況

個人その他
外国人
金融機関
その他国内法人
証券会社

所有者別分布状況

株価・出来高推移*

％2 1 .49
39. 1 2   

  1 2.99
26.1 4

0.2 5

％
％
％
％

終値（円）
出来高（千株）

40,000

20,000

80,000

100,000

60,000

0
6月
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1月
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1月
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1月
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1月
2023年

1月
2024年

,1,420

3,462

920

2,256
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MSCI ESGレーティング AA評価 MSCI* 企業が環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）のリス
クをどの程度管理できているかを分析し評価する、MSCI ESG格付。

FTSE Blossom Japan Index 選出

FTSE

グローバルなインデックスプロバイダーであるFTSE Russellが作成し、環境、社
会、ガバナンス（ESG）について優れた対応を行っている企業のパフォーマンスを
測定するために設計されたもので、サステナブル投資のファンドや他の金融商品
の作成・評価に広く利用されており、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）
のESG投資銘柄選定に活用されている。FTSE Blossom Japan Sector 

Relative Index 選出

Traditional Annual Report部門
Silver賞受賞

MerComm, Inc.
「International ARC Awards」

米国の独立評価機関であるMerComm, Inc.が主催する世界最大規模のアニュ
アルレポートコンペティション。

改善度の高い統合報告書 年金積立金管理運用独立行政法人 
（GPIF）

GPIFが国内株式の委託運用機関に対し「優れた統合報告書」と「改善度の高い統
合報告書」の選定を依頼し、各機関がそれぞれ最大10社を選出するもの。

総合部門 最優秀サイト 日興アイ・アール 全上場企業ホームページ
充実度ランキング

国内上場企業3,970社のホームページを対象に、「分かりやすさ」「使いやすさ」
「情報の多さ」の3つの視点で設定した164の客観的な評価項目に基づき、企業
のステークホルダーが情報を取得し、状況を把握するための要素をどの程度備え
ているかを調査したもの。

優良賞 大和インベスター・リレーションズ
大和インターネットIR表彰 2023

国内上場企業4,048社のホームページを対象に、『5T&C』：Timely（適時性）、
Transparent（透明性）、Traceable（追跡可能性）、Trustworthy（信頼性）、Total
（包括性）+Communication（双方向性）の考え方の下、調査・評価したもの。

会社・株式情報

ESG

外部評価

* THE USE BY SANSAN, INC. OF ANY MSCI ESG RESEARCH LLC OR ITS AFFILIATES (“MSCI”) DATA, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT, RECOMMENDATION, OR PROMOTION OF 
SANSAN, INC. BY MSCI.  MSCI SERVICES AND DATA ARE THE PROPERTY OF MSCI OR ITS INFORMATION PROVIDERS, AND ARE PROVIDED ‘AS-IS’ AND WITHOUT WARRANTY.  MSCI NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI.

ホームページのご案内

https://jp.corp-sansan.com/コーポレートサイト https://ir.corp-sansan.com/ja/ir.html株主・投資家情報 https://jp.corp-sansan.com/sustainability/サステナビリティ

コーポレートサイト

統合報告書
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	Sansan AR2024_P096_データ_扉.pdf
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